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はじめに 

 

近年、気候変動の影響とみられる線状降水帯など

による局地的な豪雨や台風の大型化などによる気象

災害、さらには切迫する南海トラフ地震、首都直下型

地震などの大規模自然災害が懸念されております。 

これらの災害から市民の生命・財産・暮らしを守り、

社会の重要な機能を維持していく必要があります。 
 

国では、平成２３年に発生した東日本大震災から得られた教訓を踏まえ、万一災害が

発生した場合でも、人命の保護が最大限図られ、被害があっても速やかに回復できる

よう、平成２５年に国土強靱化法を公布・施行し、取り組みが推進されております。 

本市においても、令和２年６月に「北杜市国土強靱化地域計画」を策定し、取り組み

を進めてまいりましたが、この度、計画期間の５年が経過したことから、国や山梨県強靱

化計画の改定内容を反映するとともに、激甚化・頻発化する近年の災害から得られた

知見を踏まえた改定を行いました。 

市民の安全・安心な暮らしを守るため、市の地域特性を考慮した中で、様々な重要機

能が途絶えることなく、迅速に復旧・復興できる地域づくりを進め、真に強くしなやかな

北杜市の実現をめざし取り組んでまいります。 

 

 

令和７年３月 

 

北杜市長 大柴 邦彦 
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第１章 基本的な考え方 

１ 計画策定の趣旨 

国は、東日本大震災から得られた教訓を踏まえ、平成25年 12月に、「強くしなやかな国

民生活の実現を図るための防災・減災等に資する国土強靱化基本法（以下「基本法」とい

う。）」を公布・施行しました。 

基本法では、その第13条に「「都道府県又は市町村は、国土強靱化に関する施策の総合的

かつ計画的な推進を図るため、当該都道府県又は市町村の区域における国土強靱化に関す

る施策の推進に関する基本的な計画（以下「国土強靱化地域計画」という。）を、国土強靱

化地域計画以外の国土強靱化に係る当該都道府県又は市町村の計画等の指針となるべきも

のとして定めることができる。」と規定しています。 

 

本市では、市制発足後、「第 1 次北杜市総合計画」(平成 19 年度～平成 28 年度)に「安

全･安心で明るい杜づくり」を施策大綱の一つに掲げ、災害に強く安心して暮らせる生活環

境の確保に取り組み、新市が一体となった防災体制の基礎づくりを行いました。 

そして、これらの成果を引き継いだ「第 2 次北杜市総合計画・前期基本計画」(平成 29

年度～令和 2年度)においても、安全･安心で住みよいまちづくりに関する取組が、市民や

企業の参画のもと、地域防災計画等に基づき積極的に展開されました。 

「第 3次北杜市総合計画・前期基本計画（令和 3年度～令和 7年度）」では、「安心をず

っと、サステナブルなまち」を10年後の地域のありたい姿の一つに掲げ、災害発生時に即

時かつ的確に対応できる自助・共助・公助の体制が構築され、市民が危機感をもって万一

に備えることが出来るよう官民一緒になって、減災力の強いまちづくりへの取組を推進し

ています。 

 

国土強靱化は、いかなる大規模自然災害等が発生しても、人命の保護が最大限図られ、

様々な重要機能が機能不全に陥らず迅速な復旧復興を可能にする地域づくりであり、「真

に、強く、しなやかな北杜市」の実現をめざし、北杜市国土強靱化地域計画（以下「本計

画」という。）を策定します。 

 

 
 

 

 

  

●国土強靱化とは 

あらゆるリスクを見据えつつ、どんな事が起ころうとも最悪な事態に陥る事が避けら

れるような「強靱」な行政機能や地域社会、地域経済を事前につくりあげていこうとする

もの。 
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２ 計画の位置づけ 

国土強靱化地域計画は、基本法第 14 条において、「国土強靱化基本計画」との調和が保

たれたものでなければならない」と規定されています。 

このため、本計画の策定にあたっては、国の基本計画及び山梨県強靱化計画と調和を図

り、次のとおり計画の位置付けを行った上で、基本目標や事前に備えるべき目標等を設定

します。 

また、本計画は、基本法第13条に基づき国土強靱化地域計画として策定するもので、国

土強靱化に関する様々な分野の計画等の指針となるものです。 

 

図 1 国土強靱化地域計画の位置づけ 

 

【基本法第 13 条（国土強靱化地域計画）】 

都道府県又は市町村は、国土強靱化に関する施策の総合的かつ計画的な推進を図るため、当

該都道府県又は市町村の区域における国土強靱化に関する施策の推進に関する基本的な計画

（以下「国土強靱化地域計画」という）を、国土強靱化地域計画以外の国土強靱化に係る当該

都道府県又は市町村の計画等の指針となるべきものとして定めることができる。 

 

【基本法第 14 条（国土強靱化地域計画と国土強靱化基本計画との関係）】 

国土強靱化地域計画は、国土強靱化基本計画との調和が保たれたものでなければならない。 

  

 

国土強靱化基本計画（国） 

山梨県強靱化計画 

北杜市国土強靱化地域計画 

国土強靱化に関する各計画等の指針 

北杜市総合計画 

調和 

調和 

整合 

北杜市の分野別計画等 

 

地域防災計画 

耐震改修促進計画 

業務継続計画 

災害廃棄物処理計画 

公共施設等総合管理計画 

その他の計画 

整合 
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３ 計画期間 

本計画の期間は、令和7年度から令和11年度まで（5年間）とします。 

４ 取組方針 

国土強靱化の取組は、次の方針で行うものとします。 

なお、市域に影響を及ぼすリスクとして、自然災害の他に様々な事象が想定されます

が、南海トラフ地震の発生確率が高いこと、気候変動の影響等により風水害・土砂災害が

頻発していることなど、大規模な自然災害の発生により、広範囲にわたって甚大な被害が

想定されます。 

そのため、国土強靱化基本計画と同様に、本計画は、大規模自然災害を対象とします。 

（１）基本方針 

・強靱化を損なう原因をあらゆる側面から検討すること 

・長期的な視野を持って計画的に取り組むこと 

・地域活性化等にもつながり、持続的成長の促進に寄与する取組であること 

（２）適切な施策の組み合わせ 

・ハード対策とソフト対策を適切に組み合わせ、効果的に施策を推進すること 

・「自助」、「共助」及び「公助」を適切に組み合わせ、官と民とが適切に連携及び役

割を分担して取り組むこと 

・平時にも有効に活用される対策となるよう工夫すること、また、公共施設やインフ

ラ整備等においては、防災・減災に資するような工夫をする等、有事に活用される

対策を考慮すること 

（３）効率的な施策の推進 

・社会ニーズの変化、社会資本の老朽化等を踏まえるとともに、財政資金の効率的な

使用による施策の持続的な実施に配慮し、施策の重点化を図ること 

・既存の社会資本等の有効活用により、効率的かつ効果的に施策を推進すること 

・施設等の効率的かつ効果的な維持管理に資するものであること 

・国や県の施策、民間資金の積極的な活用を図ること 

（４）個々の特性に応じた施策の推進 

・人のつながりやコミュニティ機能を向上するとともに、強靱化を推進する担い手が

適切に活動できる環境整備に努めること 

・女性、高齢者、子供、障がい者、外国人等に十分配慮して施策を講じること 

・自然との共生、環境との調和、景観の維持に配慮すること 

（５）国、県、市民、民間事業者等との連携･協働 

・地域強靱化を効果的に進めるため、国、県との相互連携による情報共有の確保、適
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切な役割分担に努めること 

・災害時の応急対応等に備えた協定を締結するなど、広く連携を促進すること 

・計画の内容が広く市民、民間事業者等に正しく理解され、適切に実行されるよう周

知に努めること 

５ 計画策定の進め方 

本計画の策定・改定は、国の発行した「国土強靱化地域計画策定ガイドライン」を参考

に、次の手順により行います。 

 

図 2 計画策定・改定の手順 

  

STEP1 地域を強靱化する上での目標の明確化 

STEP2 リスクシナリオ（最悪の事態）、施策分野の設定 

STEP3 脆弱性の分析・評価、課題の検討 

STEP4 リスクへの対応方策（事業）の推進方針の検討 

STEP5 対応方策（事業）について重点化 

計画的に実施 

結果の評価 

全体の取組の 
見直し・改善 

Plan 計画の策定・改定 

Do 

Check 

Action 
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６ SDGs との関係 

（１）SDGsとは 

SDGs（持続可能な開発目標：Sustainable「Development「Goals）とは、「持続可能な開

発のための2030 アジェンダ」に記載された、2030 年までに持続可能でよりよい世界を

めざす国際目標のことで、2015 年 9月の国連サミットにおいて加盟国の全会一致で採

択されました。 

この目標は、17のゴール・169のターゲットから構成され、「地球上の誰一人として

取り残さない」社会の実現を目指し、発展途上国のみならず先進国を含む国際社会全体

の目標として、経済・社会・環境の諸問題を総合的に解決することの重要性が示されて

います。 

 

図 3 SDGs の 17のゴール 

（２）SDGsと国土強靱化地域計画との関係 

国は、SDGs の 17のゴール・169のターゲットに示される多様な項目の追求が、日本

の各地域における諸課題の解決に貢献するとしています。 

本市では、第3次北杜市総合計画において、「「 サステナブル”持続可能な社会の実現

へ」として、行政活動及び産業・経済活動においても、SDGs の目標を意識した取組を

推進することで、各分野において持続可能なまちづくりと地域活性化を推進することが

求められているとしています。 

そこで、本計画においても、SDGs の理念と考え方を取り入れながら、持続可能な社

会の実現を目指した取組を推進します。 
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第２章 地域特性 

１ 自然的特性 

（１）位置及び面積 

本市は、甲府盆地の北西部に位置し、北は長野県南牧村、川上村、東は甲府市、甲斐

市、南は韮崎市、南アルプス市、西は長野県富士見町、原村に接しています。市の面積

は、県下で最も広大な602.48 平方キロメートルを有しています。 

表 1 北杜市の位置及び面積等 

位置（市役所） 総面積 最標高 広ぼう 

東経138度 51分 28秒 

北緯「35度 46分 23秒 
602.48km2 

2,966ｍ 

（甲斐駒ヶ岳） 

東西約39km 

南北約28.5km 

（２）地勢 

本市は、北は八ヶ岳連峰、北東は瑞牆山・金峰山を代表とする秩父山地、東は茅ヶ

岳、西は甲斐駒ヶ岳から連なる南アルプスに周囲を囲まれています。 

市域は、八ヶ岳及び茅ヶ岳南麓に広がる火山性の台地部分と、釜無川の沖積平野にあ

たる扇状地・低地及び須玉川の低地とに区分されます。 

（３）地質 

須玉地区においては、金峰山、瑞牆山、小川山一帯に黒雲母花崗岩が分布し、塩川地

域から信州峠へ至る一帯は小仏層の粘板岩・泥板岩・砂岩・硬砂岩等から形成されてい

ます。白州地区には、甲斐駒山系の黒雲母花崗岩からなり、東西10キロメートル、南

北50キロメートルにわたっています。この火成岩の北側は断層崖で、釜無川に面し、

東側から東南にかけて、御坂層と断層で接しています。西側では、秩父古生層に著しい

接触資質を与え、種々の変成岩を生じています。大泉地区を形成している溶岩は、いわ

ゆる輝石安山岩類で、南斜面の標高千数百メートル以上に多く分布し、それ以下の広大

な山麓斜面は溶岩の砕物や噴火による洪積層からなり、表土は火山灰土壌で黒褐色を呈

しています。南部は茅ヶ岳火山砕層纜石・石英・安山岩により形成されています。 

権現岳や編笠山及び観音平を含む山岳地の岩相は溶岩が主で、岩石は輝石安山岩から

成っています。山麓においては、砂礫層が総面積の約70パーセントを占め、砂、ロー

ム層等の薄層を伴っています。 

（４）気象 

本市は、太平洋気候の内陸性のため夏冬の寒暖の差が大きい特徴があります。県内で

は平均気温の低い地域に属し、盆地中心部よりおよそ3℃程度低い傾向にあります。 

夏季は、涼風がそよぐ高原地特有のしのぎやすい気候です。一方、冬季は、降水量が

特に少なく、八ヶ岳からの乾燥した北西風が強く吹き、晴天が多い特長を示していま

す。 

年間降水量は1,100 ミリメートル程度で、盆地中心部と同様雨量は少ないです。 
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※気象庁HPによる。 

図 4 降水量・気温の変化（大泉における1991～2020 年の平均値） 

２ 社会的特性 

（１）人口 

本市の人口は、45,373 人、世帯数は22,329 世帯、一世帯当たりの人口は2.03 人と

なっています（令和7年 1月 1日現在）。 

令和2年国勢調査と平成27年国勢調査を比較すると、5年間で人口が2.3％の減少と

なっています。 

また、65歳以上の高齢者人口の割合は40.01％で年々増加傾向にあり、県の割合の

31.1％を大きく上回っています（令和2年国勢調査）。 

 

図 5 人口の推移 
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（２）産業 

本市の産業別就業構造については、昭和35年には産業の中心として第1次産業が高

い割合を示していましたが、昭和50年代を転機に第2次産業へ移行し、昭和55年以降

は第3次産業へと大きく移行しています。 

現在、就業人口に占める第3次産業の割合は、50％を超えています。 

（３）土地利用 

本市の土地の利用は76.4％が森林等となっています。 

地域別には、須玉町、大泉町、白州町及び武川町において総面積の80％以上を森林

が占めています。 

一方、明野町、高根町、長坂町及び小淵沢町は、森林の占める割合が低く、農用地の

占める割合が高くなっています。 

（４）交通 

本市の中央を南北にJR中央本線が通っており、小淵沢駅から東へJR小海線が通って

います。 

また、JR中央本線と平行して中央自動車道が通っており、市内には須玉インターチ

ェンジ、長坂インターチェンジ及び小淵沢インターチェンジがあります。 

国道は、20号が韮崎方面から長野県富士見町方面へ、141号が韮崎方面から長野県南

牧村方面へ通じています。 

主要な幹線路線バスは、韮崎方面に運行されているほか、市内においては、市民バス

がそれぞれの生活圏を繋ぐように運行され、遠くの拠点施設への移動、生活圏内での移

動に利用されています。 

３ 過去の災害 

（１）地震災害 

近年の地震により本市で大きな被害が発生した記録はありませんが、過去に山梨県に

被害を及ぼした地震は、次のとおりです。 

表 2 山梨県における地震の履歴 

災害発生日 被害状況 

1703「（禄 16）11．23 

【禄 地震M8.2】 

江戸・関東諸国で震度大、甲府では城・町で潰134軒、半潰166軒、堤破損3,160

間、郡内で死者83人、潰家211軒、半潰115軒、山崩れ合計10万坪 

1707（宝永4）10．4 

【宝永地震M8.6】 

未刻、五畿七道、わが国最大級の地震の一つ、潰家は東海、近畿中部南部、四国

のほか信濃・甲斐でも多く、富士川は山崩れのために塞がった。 

1707（宝永4）10．5 
卯刻、甲斐を中心に大余震あり、甲斐等で本震より強く感じ、大きな被害（潰家

7,397軒、同寺254軒、死者24人）となった。 

1707（宝永4）11．23 未明から富士山大噴火、関東一円に砂が降り、宝永山が出現する。 

1854（嘉永7）11．4 

【安政東海地震M8.4】 

五ツ半過ぎ、東海・東山・南海諸道に大地震、甲府では町屋7割潰れ、鰍沢では住

家9割潰れ、死者150人 
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1891「（明 24）12．24 
山梨・静岡県境を震央とする地震（M6.5）、北都留郡で地割れ数箇所、家・土蔵の

壁落ち、落石あり 

1898（明 31）4．3 
山梨県中部を震央とする地震（M5.9）、南巨摩郡睦合村（現南部町）で山岳（安部

岳）の崩壊、地面の亀裂、石碑・石塔の転倒、家屋にも多少の被害 

1902（明 35）5．25 
山梨県東部を震央とする地震（M5.4）、南都留郡より神奈川県にわたって地面に

小亀裂、土蔵等に多少の破損、日影村（現甲州市）に小亀裂等 

1915（大正4）6．20 山梨県東部を震央とする地震（M5.9）、甲府市水道管亀裂4～5箇所 

1918（大正７）6．26 

神奈川県西部を震央とする地震（M6.3）、谷村（現都留市）で石垣崩壊、石塔転

倒、土蔵壁亀裂・剥離等多く、鰍沢町（現富士川町）でも墓石転倒、土蔵壁脱落

等あり、甲府市付近で水道管破裂7～8箇所 

1923（大正12）9．1 

【関東大地震（M7.9、甲府震度6）】 

県内死者20人、負傷者116人、全壊家屋1,761棟、半壊4,992棟、地盤の液状化現象

3箇所 

1924（大正13）1．15 
【丹沢地震（M7.3、甲府震度6）】 

県東部で負傷者30人、全壊家屋10棟、半壊87棟、破損439棟、水道破損60箇所 

1944（昭和19）12．7 

【東南海地震（M7.9）】 

甲府市付近で負傷者2人、全壊家屋26棟、半壊8棟、屋根瓦落下29箇所等（山梨日

日新聞） 

1976（昭和51）6．16 
山梨県東部を震央とする地震（M5.5）、県東部で住家等一部破損77棟、道路22箇

所、田畑31箇所、農業用施設79箇所等 

1983（昭和58）8．8 

山梨県東部を震央とする地震（M6.0）、県東部を中心に19市町村で被害、特に大月

市に集中、負傷者5人、住家半壊1棟、一部破損278棟、田147箇所、農林業用施設

55箇所、道路21箇所、商工被害78件、停電全世帯の66％等、被害総額3億5千万円 

1996（平成8）3．6 
山梨県東部を震央とする地震（M5.8）、県東部を中心に14市町村で被害、負傷者3

人、住家一部破損86棟、水道被害3,901戸等、被害総額1億5千万円 

2011（平成23）3．11 
【東日本大震災（M9.0、北杜市震度5弱）】 

市内で停電。輪番停電の実施等 

Ｍ：マグニチュード 

（２）風水害 

本市で過去に発生した風水害等は、次のとおりです。 

表 3 風水害等の履歴 

災害発生日 地区 被害状況 

1896（明 29）9.8 須玉 大雨により江草村において流失戸数7戸、負傷者30名 

1898（明 31）9.5 須玉 激雨、猛風に襲われ、須玉川が氾濫。堤防決壊、橋梁流失、家屋倒壊 

1898（明 31）9.6 大泉 
宮川沿岸地域の水害による家屋の崩壊流失90戸、死者55人、負傷者50人

の被害 

1901（明 34）8.1 武川 人的被害4人、家屋被害24戸、耕地被害40ha 

1906（明 39）7.15 須玉 
降雨が激しく大出水に至り、増富村、江草村、津金村において山崩れに

より家屋倒壊、大洪水により家屋流出 

1914（大正3）8.2 武川 人的被害1人、家屋被害6戸、耕地被害50ha 

1940（昭和15）2.28 須玉 
民家から出火し、人家27戸、55棟を焼き山林に飛び火。県下山林火災で

は最大 

1943（昭和18）9.5 長坂 流失家屋1戸 死者1人 

1958（昭和33）5.13  
50年ぶりの異常寒波による凍霜害、八ヶ岳、富士山などの農作物に被害、

この年、干天続きで田植用水が不足して県下各地で水争い深刻化 

1959（昭和34）8.14  
風水害共に稀にみる大規模な台風7号により被害甚大。前夜から早朝にか

け県下に豪雨、空前の大被害、死者90人 
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1959（昭和34）9.26  
台風15号（伊勢湾台風）来襲し、道路や橋梁流失・決壊、山崩れ、堤防

決壊、家屋の全壊、半壊多数 

1961（昭和36）6.25 須玉 
梅雨前線が活発化し豪雨に襲われる。流失家屋3戸、床上浸水4戸、床下

浸水34戸 

1961（昭和36）6.28 長坂 床下浸水50戸 道路損壊5箇所 橋梁流失6箇所 

1961（昭和36）9.16 長坂 家屋半壊6戸 一部破損14戸 道路損壊1箇所 堤防決壊2箇所 

1963（昭和38）1.21 長坂 家屋全壊2戸 半壊5戸 一部破損5戸 

1965（昭和40）9.17 須玉 
台風24号に伴う集中豪雨により各河川氾濫、堤防護岸決壊。床上浸水家

屋23戸、床下浸水家屋86戸 

1965（昭和40）9.18 長坂 台風24号により、床下浸水13戸、道路破壊6箇所、橋梁流失1箇所 

1966（昭和41）6.27 須玉 台風4号により道路決壊、橋梁流失、護岸・堤防決壊 

1966（昭和41）6.28 長坂 台風4号により床下浸水102戸、道路破壊1箇所 

1982（昭和57）8.1  
台風10号及び熱帯低気圧により道路の寸断、橋梁の破損を始め県下全域

に被害発生、死者7人。全消防団員が警戒、水防作業にあたる。 

1982（昭和57）8.12 大泉 台風10号により耕地に被害 

1982（昭和57）9.11 須玉 
台風18号により町内各地に被害が発生、全消防団員が警戒、水防作業に

あたる。 

1982（昭和57）9.12 大泉 台風18号により道路、河川、耕地等の被害 

1983（昭和58）8.15  台風5、6号に伴う大雨により県下全域に被害発生、死者2人 

1983（昭和58）8.16 須玉 
台風5号により町内各地に被害が発生、全消防団員が警戒、水防作業にあ

たる。市民1人が土砂に巻き込まれ死亡 

1991「（平成3）9.18「・19  秋雨前線と台風18号の大雨により県下に被害 

1993（平成5）6～9  
長雨・低温・寡照により、八ヶ岳・富士山麓標高800ｍ以上の地域の水稲

に甚大な冷害、被害額約20億円 

1998「（平成10）1.8～16  
8日、12日、15日と続けての降雪により県下に被害 最深積雪 甲府49cm、

河口湖89cm 

2002（平成14）７.10 須玉 
台風6号により「のろしの里ふれあい公園」の流失、下八巻地区町道の崩

落、小森川林道崩落など被害額１億8,031万円にのぼる。 

2003（平成15）8.8～9  

台風10号の大雨により、県東部及び中西部をはじめ県下全域で被害が発

生。河川増水による死者1名、重軽傷者4名、家屋一部損壊3棟等被害総額

約10億46百万円 

2014（平成26）2.8～9  大雪により倒木、農業用施設等に被害。甲府45cm、河口湖66cm 

2014「（平成26）2.14～15  

2週続けての大雪。1人が死亡、住宅、物置、農業用ハウス等の倒壊等甚

大な被害により、災害救助法の適用を受ける。須玉町、小淵沢町、白州

町、武川町で避難所開設、最大344人が避難。甲府112cm、河口湖112cm 

2017「（平成29）10.22～

23 
 台風21号の影響により、道路等に被害。復旧額約1億円 

2018（平成30）6.28～

7.8 
 平成30年7月豪雨。7.4～6の大雨により市道等に被害 

2018（平成30）9.4～5  台風21号により道路、耕地に被害。復旧額約4億4千万円 

2018（平成30）9.30～ 

10.1 
 台風24号により、道路、橋、耕地等554箇所、復旧額約10億8千万円 

2019「（令和1）10.10～13  

令和禄年東日本台風（台風19号） 

大泉144㎜、瑞牆山246㎜、小森川220㎜、甲川147㎜、白州小248㎜、 

大平546㎜、日向山396㎜、新奥236㎜ ※11日～13日の総雨量 

避難勧告発令（市内全域20,994世帯、46,229人） 

大雨特別警報発令 

特定非常災害特別措置法に基づく「特定非常災害」に指定 

避難所12施設、482世帯、1,048人 
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４ 自然災害の想定 

（１）地震災害 

山梨県は、県内に被害をもたらす可能性がある地震を対象として、最新の科学的知見

に基づき海溝型・活断層型の想定地震を設定し、被害想定調査（山梨県地震被害想定調

査結果（令和5年 5月 26日発表））を実施しています。 

このうち、本市に最も影響がある、南海トラフの巨大地震（東側ケース）、糸魚川−静

岡構造線断層帯中南部区間、糸魚川−静岡構造線断層帯南部区間、曽根丘陵断層帯で発

生する地震を本計画の前提とします。 

① 地震動 

４つの想定地震で予測された最大震度は、次のとおりとなっています。 

表 4 地震動予測 

想定地震 市域の最大震度 

南海トラフの巨大地震（東側ケース） 震度6弱 

糸魚川−静岡構造線断層帯中南部区間 震度7 

糸魚川−静岡構造線断層帯南部区間 震度7 

曽根丘陵断層帯 震度6弱 

 
図 6 南海トラフの巨大地震（東側ケース）の震度分布 
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図 7 糸魚川−静岡構造線断層帯中南部区間の震度分布 

 

 

図 8 糸魚川−静岡構造線断層帯南部区間の震度分布 
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図 9 曽根丘陵断層帯の震度分布 
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② 液状化危険度 

４つの想定地震で予測された液状化危険度は、次のとおりです。液状化は、塩川、

釜無川、大武川といった河川沿いの低地で発生が想定されていますが、いずれも、危

険度が「低い」又は「極めて低い」となっています。 

 
図 10 南海トラフの巨大地震（東側ケース）の液状化危険度分布 

 

図 11 糸魚川−静岡構造線断層帯中南部区間の液状化危険度分布 
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図 12 糸魚川−静岡構造線断層帯南部区間の液状化危険度分布 

 

 

図 13 曽根丘陵断層帯の液状化危険度分布 

③ 被害量 

４つの想定地震で予測された人的・物的被害は、次のとおりです。 

なお、地震発生時の条件は、冬季18時、風速 8m/s です。  
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表 5 地震による被害量 

想定地震 
南海トラフの巨大

地震 
糸魚川-静岡構造線 
断層帯中南部区間 

糸魚川-静岡構造線 
断層帯南部区間 

曽根丘陵断層帯 

建
物
被
害 

総
数 

木造 49,582 棟 

非木造 12,526 棟 

全
壊 

合計 610 棟 9,337 棟 3,986 棟 279 棟 

液状化 5 棟 4 棟 5 棟 1 棟 

揺れ 601 棟 9,319 棟 3,972 棟 277 棟 

急傾斜地 4 棟 4 棟 4 棟 2 棟 

半
壊 

合計 1,799 棟 7,529 棟 5,111 棟 931 棟 

液状化 38 棟 30 棟 35 棟 6 棟 

揺れ 1,753 棟 7,493 棟 5,068 棟 921 棟 

急傾斜地 8 棟 7 棟 8 棟 4 棟 

火災 ― 10 棟 5 棟 ― 

ブロック塀の倒壊 682 件 2,016 件 1,691 件 85 件 

自動販売機の転倒 2 台 6 台 7 台 0 台 

屋外落下物が生じる建物 3 棟 708 棟 107 棟 ― 

死者 35 人 490 人 217 人 16 人 

 ゆれ建物被害 34 人 489 人 217 人 16 人 

 （うち屋内収容物） 0 人 4 人 2 人 0 人 

火災 0 人 1 人 0 人 0 人 

急傾斜地 0 人 0 人 0 人 0 人 

ブロック塀・自動販売機の転倒 0 人 0 人 0 人 0 人 

屋外転倒物・落下物 0 人 0 人 0 人 ― 

負傷者 328 人 2,461 人 1,307 人 170 人 

 ゆれ建物被害 327 人 2,458 人 1,306 人 169 人 

 （うち屋内収容物） 9 人 66 人 33 人 3 人 

火災 0 人 2 人 1 人 0 人 

急傾斜地 0 人 0 人 0 人 0 人 

ブロック塀・自動販売機の転倒 0 人 0 人 0 人 0 人 

屋外転倒物・落下物 0 人 0 人 0 人 ― 

（うち重傷者） 48 人 758 人 327 人 23 人 

 ゆれ建物被害 47 人 756 人 326 人 23 人 

 （うち屋内収容物） 2 人 14 人 7 人 0 人 

火災 0 人 1 人 0 人 0 人 

急傾斜地 0 人 0 人 0 人 0 人 

ブロック塀・自動販売機の転倒 0 人 0 人 0 人 0 人 

屋外転倒物・落下物 0 人 0 人 0 人 ― 

要救助者数 55 人 878 人 352 人 25 人 

避難者
数 

1 日後 702 人 8,582 人 3,869 人 333 人 

1 週間後 1,276 人 9,515 人 5,695 人 390 人 

上水道断水人口（直後） 6,886 人 19,396 人 18,315 人 1,418 人 

下水道機能支障人口（直後） 4,403 人 10,551 人 9,680 人 2,534 人 

LP ガス漏洩 40 件 185 件 195 件 6 件 

停電人口（直後） 23,530 人 33,837 人 33,626 人 7,954 人 

固定電話通信支障（直後） 32,735 回線 47,074 回線 46,780 回線 11,065 回線 

空
き
家 

全壊 262 棟 4,013 棟 1,713 棟 120 棟 

焼失 ― 4 棟 2 棟 ― 

半壊 774 棟 3,240 棟 2,199 棟 400 棟 

別
荘 

全壊 189 棟 2,891 棟 1,234 棟 87 棟 

焼失 ― 3 棟 1 棟 ― 

半壊 558 棟 2,334 棟 1,584 棟 288 棟 

死者 29 人 405 人 179 人 13 人 

負傷者 271 人 2,034 人 1,080 人 140 人 

重傷者 39 人 626 人 270 人 19 人 

(数値の表示方法)：「－」は該当なし、「0」は 1 未満のわずかな数値 
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（２）風水害 

河川の氾濫については、山梨県の調査により、想定しうる最大の降雨による浸水想定

区域が公表されています。 

一方、土砂災害については、山梨県の調査により土砂災害警戒区域等（急傾斜の崩

壊、土石流、地すべり）が指定されています。 

これらの区域での複合的な浸水及び土砂災害の発生を本計画の前提とします。 

表 6 浸水想定区域が公表されている河川 

区分 河川名 

洪水予報河川 塩川 

水位周知河川 釜無川 

その他の河川 

大沢川、沓川、久保川、五反田川、小深沢川、小森川、塩

川（洪水予報河川指定区間の上流）、下湯沢川、正楽寺

川、須玉川、大門川、大林寺川、栃沢川、中ッ沢川、波竜

川、本谷川、南沢川、湯沢川、油川、井の川、甲川、釜無

川（水位周知河川指定区間の上流）、小武川、西川 

表 7 土砂災害警戒区域等の指定状況 

自然現象の種類 土砂警戒区域 うち特別警戒区域 

急傾斜の崩壊 238 箇所 229 箇所 

土石流 183 箇所 136 箇所 

地すべり 3 箇所 0 箇所 

合計 424 箇所 365 箇所 

令和6年 1月 29日現在 

 

なお、浸水想定区域及び土砂災害警戒区域は、北杜市ハザードマップで確認することが

できます。 
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第３章 基本目標 

１ 基本目標 

国土強靱化地域計画は、基本法第14条で、「国土強靱化基本計画との調和が保たれたも

のでなければならない」と規定されています。 

そこで、北杜市における強靱化を推進する基本目標として、国及び山梨県との調和を図

り、次の4つの基本目標を定めます。 

 

いかなる自然災害が発生しようとも、 

① 人命の保護が最大限図られること 

② 社会の重要な機能が致命的な障害を受けず維持されること 

③ 市民の財産及び公共施設に係る被害の最小化を図ること 

④ 迅速な復旧復興を図ること 

２ 事前に備えるべき目標 

4 つの基本目標を基に、大規模自然災害を想定して、より具体化し達成すべき目標とし

て、次の6つの「事前に備えるべき目標」を設定します。 

 

① あらゆる自然災害に対し、直接死を最大限防ぐ 

② 救助・救急、医療活動が迅速に行われるとともに、被災者等の健康・避難

生活環境を確実に確保することにより、関連死を最大限防ぐ 

③ 必要不可欠な行政機能を確保する 

④ 経済活動を機能不全に陥らせない 

⑤ 交通ネットワーク、情報通信サービス、電力等ライフライン、燃料供給関

連施設等の被害を最小限に留めるとともに、早期に復旧させる 

⑥ 社会・経済が迅速かつ従前より強靱な姿で復興できる条件を整備する 
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第４章 リスクシナリオ等の設定及び脆弱性評価 

１ リスクシナリオの設定 

本市に甚大な影響を及ぼす可能性がある大規模自然災害を、本計画の災害リスクの対象

とします。具体的には、第2章で示した地震及び風水害となります。 

この大規模自然災害によって引き起こされることが想定され、事前に備えるべき目標の

妨げとなる事態を、リスクシナリオ（起きてはならない最悪の事態）といいます。 

本計画では、国の国土強靱化基本計画の最悪の事態、山梨県強靱化計画のリスクシナリ

オを参考にしつつ、維持・早期回復が必要な重要機能を念頭に置きながら、本市の自然災

害リスク及び地域特性を踏まえて、次のとおり「リスクシナリオ（起きてはならない最悪

の事態）」を設定しました。 

表 8 リスクシナリオ 

 事前に備えるべき

目標 
起きてはならない最悪の事態 

1 

あらゆる自然災害

に対し、直接死を

最大限防ぐ 

1-1 

住宅・建物・交通施設等の複合的・大規模倒壊や不特定多数が集

まる施設の倒壊、密集市街地や不特定多数が集まる施設における

大規模火災による多数の死傷者の発生 

1-2 
突発的、複数、長期的な市街地等の浸水による多数の死傷者の発

生 

1-3 大規模な土砂災害、暴風雪や豪雪等に伴う多数の死傷者の発生 

2 

救助・救急、医療

活動が迅速に行わ

れるとともに、被

災者等の健康・避

難生活環境を確実

に確保することに

より、関連死を最

大限防ぐ 

2-1 
被災地での食料・飲料水・電力・燃料等、生命に関わる物資・エ

ネルギー供給の停止 

2-2 
山間地、別荘地等における孤立地域、孤立状態に陥った高齢者の

同時多発 

2-3 
自衛隊、警察、消防等の被災等による救助・救急活動等の絶対的

不足 

2-4 
観光シーズン、大規模イベント時等における想定を超える大量の

帰宅困難者の発生、混乱 

2-5 
医療施設及び関係者の絶対的不足・被災、支援ルートの途絶、エ

ネルギー供給の途絶による医療機能の麻痺 

2-6 被災地における疫病・感染症等の大規模発生 

2-7 
劣悪な避難生活環境、不十分な健康管理がもたらす、多数の被災

者の健康・心理状態の悪化による死者の発生 

2-8 
富士山噴火の影響による県東部エリアからの避難者受入が困難と

なる事態 

3 
必要不可欠な行政

機能を確保する 
3-1 市職員・市有施設等の被災市行政機能、警察機能の大幅な低下 

4 
経済活動を機能不

全に陥らせない 

4-1 
サプライチェーンの寸断等による企業の生産力・経営執行力低下

による国際競争力の低下 

4-2 
高圧ガス施設等の重要な産業施設の火災、爆発に伴う有害物質等

の大規模拡散・流出 

4-3 
食料等の安定供給の停滞、異常渇水等による用水供給途絶に伴

う、生産活動への甚大な影響 
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4-4 
農地・森林や生態系等の被害に伴う県土の荒廃・多面的機能の低

下 

5 

交通ネットワー

ク、情報通信サー

ビス、電力等ライ

フライン、燃料供

給関連施設等の被

害を最小限に留め

るとともに、早期

に復旧させる 

5-1 
災害時に活用する情報サービスが機能停止し、情報の収集・伝達

ができず、避難行動や救助・支援が遅れる事態  

5-2 

電力供給ネットワーク（発変電所、送配電設備）や都市ガス供

給、石油・LP ガスサプライチェーン等の長期間にわたる機能の

停止、上水道等の長期間にわたる供給停止、汚水処理施設等の長

期間にわたる機能停止 

5-3 
中央線等基幹的交通から地域交通網まで、各交通インフラの長期

間にわたる機能停止 

5-4 

大雪特別警報や大雪に対する緊急発表が行われるような異例の降

雪時における中央道須玉 IC～長坂 IC 区間チェーン規制に伴う市

内交通網の麻痺 

5-5 
幹線道路が分断するなど、基幹的交通ネットワークの機能停止に

よる物流・人流への甚大な影響 

6 

社会・経済が迅速

かつ従前より強靱

な姿で復興できる

条件を整備する 

6-1 
自然災害後の地域のより良い復興に向けた事前復興ビジョンや地

域合意の欠如等により、復興が大幅に遅れ地域が衰退する事態 

6-2 

災害対応・復旧復興を支える人材等（専門家、コーディネータ

ー、ボランティア、NPO、企業、労働者、地域に精通した技術者

等）の不足等により復興できなくなる事態 

6-3 
大量に発生する災害廃棄物の処理の停滞により復興が大幅に遅れ

る事態 

6-4 
事業用地の確保、仮設住宅・仮店舗・仮事業所等の整備が進まず

復興が大幅に遅れる事態 

6-5 
貴重な文化財や環境的資産の喪失、地域コミュニティの崩壊等に

よる有形・無形の文化の衰退・損失 

6-6 
風評被害や信用不安、生産力の回復遅れ、大量の失業・倒産等に

よる経済等への甚大な影響 

２ 施策分野の設定 

1 で設定したリスクシナリオを回避し、最悪の事態に至らないようにするために必要な

施策を念頭に置きつつ、次のとおり個別施策分野として8分野、横断的分野として6分野

を設定しました。 

この施策分野を用いて、リスクシナリオごとの事業を整理しました。 

表 9 個別施策分野 

① 行政機能／警察・消防／防災教育等 

② 住宅・都市 

③ 保健医療・福祉 

④ 産業（産業構造・金融・エネルギー） 

⑤ 情報通信 

⑥ 交通・物流 

⑦ 農林水産 

⑧ 国土保全（国土保全・環境・土地利用） 
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表 10 横断的分野 

ⅰ リスクコミュニケーション 

ⅱ 人材育成 

ⅲ 官民連携 

ⅳ 老朽化対策 

ⅴ 研究開発 

ⅵ デジタル活用 

３ 脆弱性評価 

脆弱性評価は、強靱化をすすめる上で、その前提となるリスクシナリオに対する弱点・

課題を洗い出すプロセスです。 

本市の脆弱性評価においては、直面するおそれがある大規模自然災害に対し、現行の取

組のどこに問題があり、どのような取組が必要かとの観点から、評価を行いました。 

なお、脆弱性評価の結果は、巻末資料1に示します。 
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表 11 リスクシナリオごとの施策分野と事業 

※1つの事業が複数のリスクシナリオに該当する場合は、2回目以降の記載は(再)として表示しています。 
※事業名の【№】は、共通の通し番号です。 

№ 
事前に備え
るべき目標 

リスクシナリオ 
（起きてはならない最悪の事態） 

個別施策分野 

① 行政機能／警察・消防／防
災教育等 

② 住宅・都
市 

③ 保健医療・福祉 ④ 産業 ⑤ 情報通信 ⑥ 交通・物流 ⑦ 農林水産 ⑧ 国土保全 

1 

あらゆる自
然災害に対
し、直接死
を最大限防
ぐ 

1-1 

住宅・建物・交通施設等の複
合的・大規模倒壊や不特定多
数が集まる施設の倒壊、密集
市街地や不特定多数が集まる
施設における大規模火災によ
る多数の死傷者の発生 

【№14】市営住宅の活用・長寿
命化の促進 

【№22】空き
家対策 

【№27】民間
建築物の耐
震化 

【№31】社会福祉施設の耐震化
促進 

【№36】避難行動要支援者対策 
【№37】認知症高齢者徘徊早期

発見ネットワークの構築 
【№39】要配慮者利用施設の避

難確保計画策定推進 

     

1-2 
突発的、複数、長期的な市街
地等の浸水による多数の死傷
者の発生 

【№2】ハザードマップの活用 
【№19】適切な避難行動に関す

る周知強化 

 【№33】避難施設の確保と周知
強化 

【№36】避難行動要支援者対策
(再) 

【№37】認知症高齢者徘徊早期
発見ネットワークの構築(再) 

【№39】要配慮者利用施設の避
難確保計画策定推進(再) 

   【№53】ため池の防災対
策  

【№58】河川等の維
持管理・改修 

【№59】河川等の防
災・減災対策 

【№60】河川構造物
等の維持管理対策 

1-3 
大規模な土砂災害、暴風雪や
豪雪等に伴う多数の死傷者の
発生 

【№2】ハザードマップの活用
(再) 

【№19】適切な避難行動に関す
る周知強化(再) 

【№26】大規
模盛土造成
地対策 

【№36】避難行動要支援者対策
(再) 

【№37】認知症高齢者徘徊早期
発見ネットワークの構築(再) 

【№39】要配慮者利用施設の避
難確保計画策定推進(再) 

   【№54】森林の保全・治
山対策 

【№55】里山の整備 

【№61】急傾斜地及
び道路のり面の崩
壊対策 

【№63】道路施設の
維持・長寿命化対
策 

2 

救助・救
急、医療活
動が迅速に
行われると
ともに、被
災者等の健
康・避難生
活環境を確
実に確保す
ることによ
り、関連死
を最大限防
ぐ 
 

2-1 
被災地での食料・飲料水・電
力・燃料等、生命に関わる物
資・エネルギー供給の停止 

【№1】被災地給水所の確保 
【№8】大規模災害発生時にお

ける物資調達等の協定締結の
推進 

【№12】公的備蓄の充実 

  【№40】再生
可能エネル
ギー設備及
び蓄電池の
導入促進 

 【№52】支援物資の輸送対策   

2-2 
山間地、別荘地等における孤
立地域、孤立状態に陥った高
齢者の同時多発 

【№2】ハザードマップの活用
(再） 

【№10】減災力の強いまちづく
り 

【№15】自主防災組織の育成 
【№19】適切な避難行動に関す

る周知強化(再) 

 【№36】避難行動要支援者対策
(再) 

【№37】認知症高齢者徘徊早期
発見ネットワークの構築(再) 

     

2-3 
自衛隊、警察、消防等の被災
等による救助・救急活動等の
絶対的不足 

【№10】減災力の強いまちづく
り(再) 

【№15】自主防災組織の育成
(再) 

【№16】周辺市町村、民間団体
との支援協定 

【№17】消防団員の確保・育成 
【№18】消防力の強化 

【№23】防災
拠点の整備 

   【№47】中央道のチェーン規制
に係る連携体制の整備 

【№48】中央道のチェーン規制
に係る情報提供の体制整備 

【№49】中央道のチェーン規制
に係る車両渋滞の解消 

【№50】道路ネットワークの確
保 

【№51】道路施設の早期復旧 

  

2-4 

観光シーズン、大規模イベン
ト時等における想定を超える
大量の帰宅困難者の発生、混
乱 

【№7】帰宅困難者対策    【№43】観光
客への情報
伝達 

   

2-5 

医療施設及び関係者の絶対的
不足・被災、支援ルートの途
絶、エネルギー供給の途絶に
よる医療機能の麻痺 

【№5】道路復旧に関する地元
建設業団体等との連携強化 

 【№28】医療救護体制の充実 
【№29】医療施設の整備 

【№40】再生
可能エネル
ギー設備及
び蓄電池の
導入促進
(再) 

 【№47】中央道のチェーン規制
に係る連携体制の整備(再) 

【№48】中央道のチェーン規制
に係る情報提供の体制整備(再) 

【№49】中央道のチェーン規制
に係る車両渋滞の解消(再) 

 【№61】急傾斜地及
び道路のり面の崩
壊対策(再) 

【№63】道路施設の
維持・長寿命化対
策(再) 
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№ 
事前に備え
るべき目標 

リスクシナリオ 
（起きてはならない最悪の事態） 

個別施策分野 

① 行政機能／警察・消防／防
災教育等 

② 住宅・都
市 

③ 保健医療・福祉 ④ 産業 ⑤ 情報通信 ⑥ 交通・物流 ⑦ 農林水産 ⑧ 国土保全 

【№50】道路ネットワークの確
保(再) 

【№51】道路施設の早期復旧(再) 

2-6 
被災地における疫病・感染症
等の大規模発生 

【№3】災害派遣トイレネット
ワークとの連携 

【№4】遺体の収容（安置）体
制の確立 

【№6】火葬体制の確立 
【№12】公的備蓄の充実(再) 

【№24】合併
処理浄化槽
への転換促
進 

【№30】感染症対策      

2-7 

劣悪な避難生活環境、不十分
な健康管理がもたらす、多数
の被災者の健康・心理状態の
悪化による死者の発生 

【№3】災害派遣トイレネット
ワークとの連携(再) 

【№10】減災力の強いまちづく
り(再) 

【№12】公的備蓄の充実(再) 
【№15】自主防災組織の育成

(再) 
【№20】特定地区総合防災訓練 

 【№32】災害ボランティア等受
援体制の整備 

【№34】避難所の機能確保とマ
ニュアルの作成 

【№35】福祉避難所の確保と周
知強化 

【№38】要配慮者対策 

     

2-8 
富士山噴火の影響による県東
部エリアからの避難者受入が
困難となる事態 

【№5】道路復旧に関する地元
建設業団体等との連携強化
(再) 

       

3 
必要不可欠
な行政機能
を確保する 

3-1 
市職員・市有施設等の被災市
行政機能、警察機能の大幅な
低下 

【№9】業務継続体制の強化 
【№11】公共施設に関する総合

的マネジメントの推進 
【№13】市役所本庁舎の災害対

応力の強化 
【№16】周辺市町村、民間団体

との支援協定(再) 

【№23】防災
拠点の整備
(再) 

  【№44】住民
情報システ
ムのバック
アップ体制
の強化 

   

4 
経済活動を
機能不全に
陥らせない 

4-1 

サプライチェーンの寸断等に
よる企業の生産力・経営執行
力低下による国際競争力の低
下 

   【№41】企業
の事業継続
支援 

【№42】企業
の事業再建
支援 

 【№50】道路ネットワークの確
保(再) 

【№51】道路施設の早期復旧(再) 

 【№61】急傾斜地及
び道路のり面の崩
壊対策(再) 

【№63】道路施設の
維持・長寿命化対
策(再) 

4-2 
高圧ガス施設等の重要な産業
施設の火災、爆発に伴う有害
物質等の大規模拡散・流出 

        

4-3 

食料等の安定供給の停滞、異
常渇水等による用水供給途絶
に伴う、生産活動への甚大な
影響 

 【№25】上水
道施設の耐
震化・老朽
化対策 

    【№56】農業施設の老朽
化対策等による機能の
維持・確保 

【№57】農地・農道の活
用 

 

4-4 
農地・森林や生態系等の被害
に伴う県土の荒廃・多面的機
能の低下 

      【№54】森林の保全・治
山対策(再) 

【№55】里山の整備(再) 
【№56】農業施設の老朽

化対策等による機能の
維持・確保(再) 

【№57】農地・農道の活
用(再) 

 

5 

交通ネット
ワーク、情
報通信サー
ビス、電力
等ライフラ
イン、燃料

5-1 

災害時に活用する情報サービ
スが機能停止し、情報の収
集・伝達ができず、避難行動
や救助・支援が遅れる事態  

【№9】業務継続体制の強化
(再) 

   【№45】情報
伝達ツール
の多重化 

【№46】防災
行政無線の
確保 
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№ 
事前に備え
るべき目標 

リスクシナリオ 
（起きてはならない最悪の事態） 

個別施策分野 

① 行政機能／警察・消防／防
災教育等 

② 住宅・都
市 

③ 保健医療・福祉 ④ 産業 ⑤ 情報通信 ⑥ 交通・物流 ⑦ 農林水産 ⑧ 国土保全 

供給関連施
設等の被害
を最小限に
留めるとと
もに、早期
に復旧させ
る 

5-2 

電力供給ネットワーク（発変
電所、送配電設備）や都市ガ
ス供給、石油・LPガスサプラ
イチェーン等の長期間にわた
る機能の停止、上水道等の長
期間にわたる供給停止、汚水
処理施設等の長期間にわたる
機能停止 

 【№21】下水
道施設の耐
震化・長寿
命対策 

【№24】合併
処理浄化槽
への転換促
進(再) 

【№25】上水
道施設の耐
震化・老朽
化対策(再) 

 【№40】再生
可能エネル
ギー設備及
び蓄電池の
導入促進
(再) 

    

5-3 
中央線等基幹的交通から地域
交通網まで、各交通インフラ
の長期間にわたる機能停止 

     【№47】中央道のチェーン規制
に係る連携体制の整備(再) 

【№48】中央道のチェーン規制
に係る情報提供の体制整備(再) 

【№49】中央道のチェーン規制
に係る車両渋滞の解消(再) 

【№50】道路ネットワークの確
保(再) 

  

5-4 

大雪特別警報や大雪に対する
緊急発表が行われるような異
例の降雪時における中央道須
玉IC～長坂IC区間チェーン
規制に伴う市内交通網の麻痺 

     【№47】中央道のチェーン規制
に係る連携体制の整備(再) 

【№48】中央道のチェーン規制
に係る情報提供の体制整備(再) 

【№49】中央道のチェーン規制
に係る車両渋滞の解消(再) 

  

5-5 

幹線道路が分断するなど、基
幹的交通ネットワークの機能
停止による物流・人流への甚
大な影響 

【№5】道路復旧に関する地元
建設業団体等との連携強化
(再) 

    【№47】中央道のチェーン規制
に係る連携体制の整備(再) 

【№48】中央道のチェーン規制
に係る情報提供の体制整備(再) 

【№49】中央道のチェーン規制
に係る車両渋滞の解消(再) 

【№51】道路施設の早期復旧(再) 

 【№61】急傾斜地及
び道路のり面の崩
壊対策(再) 

【№63】道路施設の
維持・長寿命化対
策(再) 

6 

社会・経済
が迅速かつ
従前より強
靱な姿で復
興できる条
件を整備す
る 

6-1 

自然災害後の地域のより良い
復興に向けた事前復興ビジョ
ンや地域合意の欠如等によ
り、復興が大幅に遅れ地域が
衰退する事態 

        

6-2 

災害対応・復旧復興を支える
人材等（専門家、コーディネ
ーター、ボランティア、NPO、
企業、労働者、地域に精通し
た技術者等）の不足等により
復興できなくなる事態 

【№16】周辺市町村、民間団体
との支援協定(再) 

 【№32】災害ボランティア等受
援体制の整備(再) 

     

6-3 
大量に発生する災害廃棄物の
処理の停滞により復興が大幅
に遅れる事態 

       【№62】災害廃棄物
処理体制の充実強
化 

6-4 

事業用地の確保、仮設住宅・
仮店舗・仮事業所等の整備が
進まず復興が大幅に遅れる事
態 

        

6-5 

貴重な文化財や環境的資産の
喪失、地域コミュニティの崩
壊等による有形・無形の文化
の衰退・損失 
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№ 
事前に備え
るべき目標 

リスクシナリオ 
（起きてはならない最悪の事態） 

個別施策分野 

① 行政機能／警察・消防／防
災教育等 

② 住宅・都
市 

③ 保健医療・福祉 ④ 産業 ⑤ 情報通信 ⑥ 交通・物流 ⑦ 農林水産 ⑧ 国土保全 

6-6 

風評被害や信用不安、生産力
の回復遅れ、大量の失業・倒
産等による経済等への甚大な
影響 

   【№41】企業
の事業継続
支援(再) 

【№42】企業
の事業再建
支援(再) 
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表 12 リスクシナリオごとの横断的分野と事業 

※1つの事業が複数のリスクシナリオに該当する場合は、2回目以降の記載は(再)として表示しています。 
※事業名の【№】は、共通の通し番号です。 

№ 
事前に備える
べき目標 

起きてはならない最悪の事態 
横断的分野 

ⅰ リスクコミュニケーション ⅱ 人材育成 ⅲ 官民連携 ⅳ 老朽化対策 ⅴ 研究開発 ⅵ デジタル活用 

1 

あらゆる自然
災害に対し、
直接死を最大
限防ぐ 

1-1 

住宅・建物・交通施設等の複合的・大規模倒壊や
不特定多数が集まる施設の倒壊、密集市街地や不
特定多数が集まる施設における大規模火災による
多数の死傷者の発生 

【№2】ハザードマップの活用 
【№36】避難行動要支援者対策 
【№37】認知症高齢者徘徊早期発見

ネットワークの構築 
【№39】要配慮者利用施設の避難確

保計画策定推進 

 【№8】大規模災害発生時に
おける物資調達等の協定締
結の推進 

【№14】市営住宅の活用・長
寿命化の促進 

【№27】民間建築物の耐震化 
【№31】社会福祉施設の耐震

化促進 

  

1-2 
突発的、複数、長期的な市街地等の浸水による多
数の死傷者の発生 

【№19】適切な避難行動に関する周
知強化 

【№36】避難行動要支援者対策(再) 
【№37】認知症高齢者徘徊早期発見

ネットワークの構築(再) 
【№39】要配慮者利用施設の避難確

保計画策定推進(再) 

  【№53】ため池の防災対策 
【№58】河川等の維持管理・

改修 
【№59】河川等の防災・減災

対策 
【№60】河川構造物等の維持

管理対策 

  

1-3 
大規模な土砂災害、暴風雪や豪雪等に伴う多数の
死傷者の発生 

【№2】ハザードマップの活用(再) 
【№19】適切な避難行動に関する周

知強化(再) 
【№36】避難行動要支援者対策(再) 
【№37】認知症高齢者徘徊早期発見

ネットワークの構築(再) 
【№39】要配慮者利用施設の避難確

保計画策定推進(再) 

  【№61】急傾斜地及び道路の
り面の崩壊対策 

【№63】道路施設の維持・長
寿命化対策 

  

2 

救助・救急、
医療活動が迅
速に行われる
とともに、被
災者等の健
康・避難生活
環境を確実に
確保すること
により、関連
死を最大限防
ぐ 

2-1 
被災地での食料・飲料水・電力・燃料等、生命に
関わる物資・エネルギー供給の停止 

  【№52】支援物資の輸送対策    

2-2 
山間地、別荘地等における孤立地域、孤立状態に
陥った高齢者の同時多発 

【№2】ハザードマップの活用(再) 
【№19】適切な避難行動に関する周

知強化(再) 
【№36】避難行動要支援者対策(再) 
【№37】認知症高齢者徘徊早期発見

ネットワークの構築(再) 

【№10】減災力の強いま
ちづくり 

【№15】自主防災組織の
育成 

    

2-3 
自衛隊、警察、消防等の被災等による救助・救急
活動等の絶対的不足 

【№48】中央道のチェーン規制に係
る情報提供の体制整備 

【№10】減災力の強いま
ちづくり(再) 

【№15】自主防災組織の
育成(再) 

【№17】消防団員の確
保・育成 

【№16】周辺市町村、民間団
体との支援協定 

【№47】中央道のチェーン規
制に係る連携体制の整備 

【№50】道路ネットワークの
確保 

  

2-4 
観光シーズン、大規模イベント時等における想定
を超える大量の帰宅困難者の発生、混乱 

【№43】観光客への情報伝達  【№7】帰宅困難者対策    

2-5 
医療施設及び関係者の絶対的不足・被災、支援ル
ートの途絶、エネルギー供給の途絶による医療機
能の麻痺 

【№48】中央道のチェーン規制に係
る情報提供の体制整備(再) 

 【№5】道路復旧に関する地
元建設業団体等との連携強
化 

【№47】中央道のチェーン規
制に係る連携体制の整備
(再) 

【№50】道路ネットワークの
確保(再) 

【№61】急傾斜地及び道路の
り面の崩壊対策(再) 

【№63】道路施設の維持・長
寿命化対策(再) 

  

2-6 被災地における疫病・感染症等の大規模発生       

2-7 
劣悪な避難生活環境、不十分な健康管理がもたら
す、多数の被災者の健康・心理状態の悪化による
死者の発生 

【№20】特定地区総合防災訓練 
【№32】災害ボランティア等受援体

制の整備 
【№38】要配慮者対策 

【№10】減災力の強いま
ちづくり(再) 

【№15】自主防災組織の
育成(再) 

    

2-8 
富士山噴火の影響による県東部エリアからの避難
者受入が困難となる事態 

  【№5】道路復旧に関する地
元建設業団体等との連携強
化(再) 
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№ 
事前に備える
べき目標 

起きてはならない最悪の事態 
横断的分野 

ⅰ リスクコミュニケーション ⅱ 人材育成 ⅲ 官民連携 ⅳ 老朽化対策 ⅴ 研究開発 ⅵ デジタル活用 

3 
必要不可欠な
行政機能を確
保する 

3-1 
市職員・市有施設等の被災市行政機能、警察機能
の大幅な低下 

【№44】住民情報システムのバック
アップ体制の強化 

 【№16】周辺市町村、民間団
体との支援協定(再) 

【№11】公共施設に関する総
合的マネジメントの推進 

  

4 
経済活動を機
能不全に陥ら
せない 

4-1 
サプライチェーンの寸断等による企業の生産力・
経営執行力低下による国際競争力の低下 

   【№50】道路ネットワークの
確保(再) 

【№61】急傾斜地及び道路の
り面の崩壊対策(再) 

【№63】道路施設の維持・長
寿命化対策(再) 

  

4-2 
高圧ガス施設等の重要な産業施設の火災、爆発に
伴う有害物質等の大規模拡散・流出 

      

4-3 
食料等の安定供給の停滞、異常渇水等による用水
供給途絶に伴う、生産活動への甚大な影響 

   【№56】農業施設の老朽化対
策等による機能の維持・確
保 

  

4-4 
農地・森林や生態系等の被害に伴う県土の荒廃・
多面的機能の低下 

   【№56】農業施設の老朽化対
策等による機能の維持・確
保(再) 

  

5 

交通ネットワ
ーク、情報通
信サービス、
電力等ライフ
ライン、燃料
供給関連施設
等の被害を最
小限に留める
とともに、早
期に復旧させ
る 

5-1 
災害時に活用する情報サービスが機能停止し、情
報の収集・伝達ができず、避難行動や救助・支援
が遅れる事態  

【№45】情報伝達ツールの多重化 
【№46】防災行政無線の確保 

     

5-2 

電力供給ネットワーク（発変電所、送配電設備）
や都市ガス供給、石油・LPガスサプライチェー
ン等の長期間にわたる機能の停止、上水道等の長
期間にわたる供給停止、汚水処理施設等の長期間
にわたる機能停止 

   【№21】下水道施設の耐震
化・長寿命対策 

  

5-3 
中央線等基幹的交通から地域交通網まで、各交通
インフラの長期間にわたる機能停止 

【№48】中央道のチェーン規制に係
る情報提供の体制整備(再) 

 【№47】中央道のチェーン規
制に係る連携体制の整備
(再) 

【№50】道路ネットワークの
確保(再) 

  

5-4 
大雪特別警報や大雪に対する緊急発表が行われる
ような異例の降雪時における中央道須玉IC～長
坂IC区間チェーン規制に伴う市内交通網の麻痺 

【№48】中央道のチェーン規制に係
る情報提供の体制整備(再) 

 【№47】中央道のチェーン規
制に係る連携体制の整備
(再) 

   

5-5 
幹線道路が分断するなど、基幹的交通ネットワー
クの機能停止による物流・人流への甚大な影響 

【№48】中央道のチェーン規制に係
る情報提供の体制整備(再) 

 【№5】道路復旧に関する地
元建設業団体等との連携強
化(再) 

【№47】中央道のチェーン規
制に係る連携体制の整備
(再) 

【№61】急傾斜地及び道路の
り面の崩壊対策(再) 

【№63】道路施設の維持・長
寿命化対策(再) 

  

6 

社会・経済が
迅速かつ従前
より強靱な姿
で復興できる
条件を整備す
る 

6-1 
自然災害後の地域のより良い復興に向けた事前復
興ビジョンや地域合意の欠如等により、復興が大
幅に遅れ地域が衰退する事態 

      

6-2 

災害対応・復旧復興を支える人材等（専門家、コ
ーディネーター、ボランティア、NPO、企業、労
働者、地域に精通した技術者等）の不足等により
復興できなくなる事態 

【№32】災害ボランティア等受援体
制の整備(再) 

 【№16】周辺市町村、民間団
体との支援協定(再) 

   

6-3 
大量に発生する災害廃棄物の処理の停滞により復
興が大幅に遅れる事態 

      

6-4 
事業用地の確保、仮設住宅・仮店舗・仮事業所等
の整備が進まず復興が大幅に遅れる事態 

      

6-5 
貴重な文化財や環境的資産の喪失、地域コミュニ
ティの崩壊等による有形・無形の文化の衰退・損
失 

      

6-6 
風評被害や信用不安、生産力の回復遅れ、大量の
失業・倒産等による経済等への甚大な影響 
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第５章 リスクシナリオ回避に向けた推進方針 

１ 事業の推進方針 

脆弱性評価結果を踏まえて、リスクシナリオを回避するための事業について、リスクシ

ナリオごとに推進方針をまとめました。 

なお、1つの事業の推進により、複数のリスクを回避することが可能な場合、事業の記

載は、最初に該当するリスクシナリオの箇所のみとし、2回目以降の記載は、（再掲）と

しています。 

※事業名の【№】は、共通の通し番号です。 

２ 事業の重点化 

大規模自然災害のリスクの大きさや緊急度、北杜市総合計画等との関連性及び事業の状

況を踏まえ、重点化する事業を選定しました。 

重点化する事業は、次のとおりです。 

表 13 重点化事業 

【№2】ハザードマップの活用 

【№3】災害派遣トイレネットワークとの連携 

【№10】減災力の強いまちづくり 

【№13】市役所本庁舎の災害対応力の強化 

【№15】自主防災組織の育成 

【№23】防災拠点の整備 

【№28】医療救護体制の充実 

【№47】中央道のチェーン規制に係る連携体制の整備 

【№53】ため池の防災対策 

【№58】河川等の維持管理・改修 

【№61】急傾斜地及び道路のり面の崩壊対策 

 

  



30 

【事前に備えるべき目標１】 あらゆる自然災害に対し、直接死

を最大限防ぐ 

1-1 住宅・建物・交通施設等の複合的・大規模倒壊や不特定多数が集

まる施設の倒壊、密集市街地や不特定多数が集まる施設におけ

る大規模火災による多数の死傷者の発生 

◆【№14】市営住宅の活用・長寿命化の促進 

災害時における入居者の安全を確保するため、「北杜市営住宅総合活用計画・長寿

命化計画」に基づき、適正な維持管理を行うとともに、用途廃止・維持保全・全面的

改善・建替え・耐震化等を進めます。 

◆【№22】空き家対策 

災害時における家屋の倒壊を回避するため、空き家の状況把握と所有者等の特定を

進め、危険な家屋については、所有者等に対し取り壊しを促します。 

◆【№27】民間建築物の耐震化 

住宅の倒壊による死傷者の発生及び交通麻痺を回避するため、「北杜市耐震改修促

進計画」に基づき、耐震化の重要性・必要性について啓発を行うとともに、国庫補助

などを活用して木造住宅耐震診断や耐震補強補助などの耐震化支援施策を推進し、耐

震改修の促進を図ります。 

◆【№31】社会福祉施設の耐震化促進 

民間の社会福祉施設に係る耐震化を促進するため、施設の指導や監査の場などの機

会を通じ、耐震化の必要性や各種支援策に関する情報提供を行います。 

◆【№36】避難行動要支援者対策 

災害時において避難行動に際し支援を要する市民が、安全に避難できるよう、避難

行動要支援者名簿を定期的に更新し把握するとともに、避難行動要支援者制度の利用

促進を図ります。 

◆【№37】認知症高齢者徘徊早期発見ネットワークの構築 

認知症高齢者が、災害時においても安全に避難行動が取れるよう、市民、行政、警

察、消防、介護事業所等が連携・情報共有し、地域での認知症高齢者の徘徊早期発見

ネットワーク体制の構築を図ります。 

◆【№39】要配慮者利用施設の避難確保計画策定推進 

指定介護老人福祉施設を利用する高齢者や障がい者の要配慮者が、災害時において

も、円滑な避難行動をとり、被災を免れることができるよう、各施設における非常災

害対策計画の策定と、それに基づく避難訓練の実施等を促進します。 
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1-2 突発的、複数、長期的な市街地等の浸水による多数の死傷者の

発生 

◆【№2】ハザードマップの活用 

市民一人ひとりが、自らの住む場所と周辺地域の危険箇所を把握し、危険を察知し

た際に早めの避難につなげることができるよう、市内の土砂災害危険区域や浸水想定

区域を示すハザードマップの活用について周知を行います。 

なお、事業推進にあたっては、別荘地等で滞在期間が限定的な者に対する周知方法

について工夫します。 

◆【№19】適切な避難行動に関する周知強化 

災害時において市民一人ひとりが適切な避難行動ができるよう、特に土砂災害特別

警戒区域では、一般住宅が土砂の力によって損壊する恐れがあるなど、早期の立ち退

き避難が求められることについて注意喚起するため、住民自らハザードマップにより

危険箇所の把握ができるよう、周知を強化します。また、その危険度に関する理解を

促進するため、WEB版をホームページに掲載するほか、出前塾や地域減災リーダー育

成事業等で、より積極的に活用します。 

併せて、農業用ため池の耐震化整備等の事業着工率は、令和5年度末現在で63%に

とどまっており、決壊の恐れがある施設があることから、ため池ハザードマップを活

用した危険箇所の周知についても強化を図ります。 

また、県で示した山腹崩壊危険地区についても、ハザードマップと併せて把握でき

るよう周知を強化します。 

さらに、平時からの防災用品の備蓄や避難先・経路の確認等について、周知を進め

ていきます。 

◆【№33】避難施設の確保と周知強化 

災害時における避難場所を確保するため、屋内49箇所・屋外36箇所を指定避難場

所としていますが、引き続き必要な施設を確保するとともに、広報紙やホームペー

ジ、SNSのほかハザードマップなどへの掲載を通じて、各施設に関する位置や設備な

どの基本情報について周知強化を図ります。 

また、避難者に指定避難場所以外の避難先の確保を平時から促すとともに、指定避

難場所における、資機材等の備蓄や空調機器などの公共施設の設備等の改修を行いま

す。 

◆【№36】避難行動要支援者対策（再掲） 

◆【№37】認知症高齢者徘徊早期発見ネットワークの構築（再掲） 

◆【№39】要配慮者利用施設の避難確保計画策定推進（再掲） 

◆【№53】ため池の防災対策 

農業用ため池の耐震化整備等の事業着工率は、令和5年度末現在で 63%となってお

重点化 

重点化 
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り、決壊の恐れがある施設があることから、災害時における農業用ため池の決壊を防

ぐため、堤体の補強、余水吐断面の拡大等を行います。 

また、危険箇所に関する周知を強化するため、ため池ハザードマップの作成・配布

を行います。 

◆【№58】河川等の維持管理・改修 

災害時において、河川等が十分に機能を発揮するよう、適切な維持管理を行いま

す。 

また、ゲリラ豪雨、台風等による増水に備え、集落内の未改修の河川等について

は、防災対策として護岸改修等、施設の整備を行います。 

〇河川改修事業 

準用河川古杣川改修等   

◆【№59】河川等の防災・減災対策 

雨の降り方が、局地化・集中化（ゲリラ豪雨、台風の大型化等）になり、水害（洪

水・内水）が頻発化・激甚化してきており、今後、地球温暖化に伴い災害リスクがさ

らに高まることが予想されることから、ハード対策・ソフト対策の両面を駆使した地

域特性を踏まえた防災・減災対策を推進します。 

また、災害リスクに備える防災意識社会の再構築を図るため、「施設では防ぎきれ

ない災害は必ず発生する」との意識の共有に取り組みます。 

〇河川維持管理事業  

準用河川支障木伐採等 

◆【№60】河川構造物等の維持管理対策 

市が管理する河川構造物等について、災害時に制御不能な二次災害を発生させない

ため、平常時から適切な維持管理を行います。 

1-3 大規模な土砂災害、暴風雪や豪雪等に伴う多数の死傷者の発

生 

◆【№2】ハザードマップの活用（再掲） 

◆【№19】適切な避難行動に関する周知強化（再掲） 

◆【№26】大規模盛土造成地対策 

大規模盛土造成地について、所有者による適切な対応を促すため、市内の大規模盛

土造成地の情報収集を行い、盛土マップの作成・公表などの情報提供を通じ、意識啓

発を行います。 

◆【№36】避難行動要支援者対策（再掲） 

◆【№37】認知症高齢者徘徊早期発見ネットワークの構築（再掲） 

◆【№39】要配慮者利用施設の避難確保計画策定推進（再掲） 

重点化 
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◆【№54】森林の保全・治山対策 

山地における自然災害を最小限に防止するため、山地災害が危惧される箇所におい

て 山施設（ 山ダム・土留め工・流路工等）の設置を進めてきましたが、 山施設

がその効果を確実に発揮するよう、維持管理を実施するとともに、必要に応じ災害に

対する安全性の向上を図ります。 

また、下流側地域などからの要望があった場合には、県へ要望を行うとともに、法

面崩落などの危険箇所については、小規模 山事業を活用した対策も進めます。 

◆【№55】里山の整備 

山地における自然災害を防止し、国土の保全及び水源涵養等の森林機能を最大限に

引き出すため、森林整備に対し支援を行います。 

◆【№61】急傾斜地及び道路のり面の崩壊対策 

総合的な土砂災害対策を計画的に進めるため、県が実施する土砂災害対策との連携

を図ります。 

また、道路のり面の落石・崩壊に係る対策については、被害実績などを踏まえ、適

切に実施します。「「「「「「「「「「「 

〇防災・安全社会資本整備交付金事業（修繕） 

①市道若神子・下黒澤線のり面修繕・補強 

②市道若神子・若神子新町１号線のり面修繕・補強 

◆【№63】道路施設の維持・長寿命化対策 

災害に強い健全な道路ネットワークの維持を図るため、老朽化の進行が見込まれる

橋梁、トンネル等について、予防保全的な対策を目的に、橋梁長寿命化修繕計画、ト

ンネル・カルバート長寿命化修繕計画等に基づき修繕工事を進めます。 

〇道路メンテナンス事業 

①橋梁長寿命化修繕 

【点検、北組橋、小森橋、下反保橋、下畑橋、早道場橋、南沢橋、山田橋、大

渡橋、釜瀬1号橋、川戸橋、琴平橋、小森川橋、御門橋、御門中橋、和田橋、

上和田橋、小深沢橋、津金大橋、天神橋、南部横断9号橋、湯沢橋、六ヶ村堰

上橋、八斗蒔橋、公会堂橋、第2跨線橋、塚川橋、長坂跨線人道橋、東前田

橋、戌亥原橋、新中原橋、滝の前橋、長谷沢橋、平井出橋】 

②トンネル・カルバート長寿命化修繕 

【点検、大穴トンネル、大平トンネル、多麻トンネル、神戸隧道、境之澤隧

道、小淵沢カルバート】 

③舗装長寿命化修繕 

 

  

重点化 
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【事前に備えるべき目標 2】 救助・救急、医療活動が迅速に

行われるとともに、被災者等の健康・避難生活環境を確実

に確保することにより、関連死を最大限防ぐ 

2-1 被災地での食料・飲料水・電力・燃料等、生命に関わる物資・エネ

ルギー供給の停止 

◆【№1】被災地給水所の確保 

本市が保有する給水車は現在2台ですが、災害時には、速やかに給水所を開設する

ことが重要であることから、さらに迅速な対応ができるよう、災害支援協定（給水車

支援等）の活用や、飲料水運搬車・給水用備品等を整備するほか、新たに給水訓練を

実施するなど体制の強化を図ります。 

◆【№8】大規模災害発生時における物資調達等の協定締結の推進 

災害時においても、市民生活に必要な食料や燃料等が確保されるよう、各種物資を

取り扱う12の民間企業等と協定を締結し、体制づくりに努めていますが、復旧まで

の期間が長期化した場合や、市内での滞留者数が大規模化した場合なども想定し、締

結先の拡大を図ります。 

◆【№12】公的備蓄の充実 

災害用食料を27,000 食備蓄していますが、発災時における避難者用の食料、飲料

水を毎年更新し、過去の災害を教訓とした備蓄品の整備を行います。 

◆【№40】再生可能エネルギー設備及び蓄電池の導入促進 

災害時において、公共施設、避難所及び住宅で停電時に非常用電源として活用でき

るよう、太陽光発電設備等の再生可能エネルギー設備及び蓄電池の導入を促進しま

す。 

◆【№52】支援物資の輸送対策 

災害時において、支援物資等の円滑な輸送を確保するため、関係する企業や団体等

と協定を締結し、物資輸送体制の構築を図っていますが、より万全な体制を整えるた

め、平時から情報交換や訓練参加により実行性を高めます。 

 

2-2 山間地、別荘地等における孤立地域、孤立状態に陥った高齢者

の同時多発 

◆【№2】ハザードマップの活用（再掲） 

◆【№10】減災力の強いまちづくり 

減災力の強いまちづくりを目指し、市民の自助力・共助力を高めるため、NPO法人

重点化 
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と協定を締結し、出前塾、地域減災リーダーの育成、特定地区総合防災訓練を行いま

す。 

また、被災地への派遣で得たことを活かして、出前塾等による地域及び学校教育に

おける防災教育を推進し意識改善を図ります。 

さらに、地域減災リーダーのフォローアップ研修として北杜市減災フォーラムを実

施します。 

◆【№15】自主防災組織の育成 

令和6年度末現在、本市では、94団体の自主防災組織が結成されていますが、さ

らなる地域の自主防災組織の組織化促進を目的に、防災資機材整備の支援を行うとと

もに、地域減災リーダーの育成を推進し、機能する自主防災組織を目指します。 

また、災害時における自主防災組織との連携体制の強化を推進します。 

◆【№19】適切な避難行動に関する周知強化（再掲） 

◆【№36】避難行動要支援者対策（再掲） 

◆【№37】認知症高齢者徘徊早期発見ネットワークの構築（再掲） 

 

2-3 自衛隊、警察、消防等の被災等による救助・救急活動等の絶対

的不足 

◆【№10】減災力の強いまちづくり（再掲） 

◆【№15】自主防災組織の育成（再掲） 

◆【№16】周辺市町村、民間団体との支援協定 

災害発生時における対応力の強化を目的に、広域的な相互連携を目指して周辺市町

村や民間団体と38の各種支援協定を締結していますが、さらなる強靱化を進めるた

め、山間地が多く、高齢化が進んでいるという本市の特性を踏まえて、新たな協定を

締結するほか、既に締結した協定内容の充実を図ります。 

また、八ヶ岳定住自立圏の柱の一つである圏域マネジメント能力の強化にかかる政

策分野においても、国土強靱化を構成市町村の共通テーマとして新たに加え、相互支

援体制強化について調査研究を行います。 

◆【№17】消防団員の確保・育成 

消防団を中核とした地域防災力の充実強化に資するため、消防団員の確保対策を実

施し、消防団の活性化を推進します。 

◆【№18】消防力の強化 

本市では、消防ポンプ自動車、可搬ポンプ積載車等117台を保有していますが、災

害時においてより効果的な消防活動ができるよう、消防ポンプ自動車管理整備計画に

基づき、消防車両やポンプの整備を行います。 

重点化 
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また、耐震性貯水槽や消火栓など、消防水利の整備を行うとともに、消防団員安全

装備品整備事業計画に基づく耐切創性手袋などの装備品の整備を行い、総合的な消防

力の強化を図ります。 

市内の消防署・分署については、峡北広域行政事務組合消防本部において、総合的

な消防力の強化を図ります。 

◆【№23】防災拠点の整備 

災害時における避難場所や救援活動拠点の確保、火災の延焼防止等の防災対策を強

化するため、避難者や避難車両の収容能力や交通のアクセスの優位性等を踏まえ、長

坂総合スポーツ公園を防災拠点の一つとして位置付け、防災拠点としての機能の維

持・向上を図ります。 

◆【№47】中央道のチェーン規制に係る連携体制の整備 

大雪の発生に伴い中央自動車道須玉IC～長坂 IC区間のチェーン規制が行われるに

際し、各種の事前準備を行い、市民生活への影響を最小限に抑えることができるよ

う、除雪等の各種対策に関し、国土交通省、中日本高速道路（株）、県等関係機関と

の連携体制を整えます。 

◆【№48】中央道のチェーン規制に係る情報提供の体制整備 

大雪の発生に伴い中央自動車道須玉IC～長坂 IC区間のチェーン規制が行われるに

際し、市内で渋滞等が発生する前に市民が準備を行うことができるよう、報道機関や

国土交通省等関係機関と連携し、迅速的確な情報提供に必要な体制を整備します。 

◆【№49】中央道のチェーン規制に係る車両渋滞の解消 

大雪の発生に伴う中央自動車道須玉IC～長坂 IC区間のチェーン規制の影響によ

り、市内道路等に多数の車両があふれた場合においても、その状況をできるだけ緩和

するため、迂回路としても活用できるよう、周辺の道路整備を国、県等関係機関と協

力して推進していきます。 

◆【№50】道路ネットワークの確保 

大規模地震後も生命に関わる物資の供給や救援活動に支障が生じないよう、緊急輸

送用車両等が通行できる機能を確保すること及び孤立集落の発生を防止することを目

的に、防災拠点を結ぶ道路等の橋梁の耐震化や無電柱化等を推進します。 

また、緊急輸送道路等に繋がる幹線道路等の整備についても、必要性等を勘案し、

橋梁の耐震化等災害に備えた対策を併せて進めます。 

〇中部横断自動車道推進事業（交通インフラの長期間機能停止、地域の孤立化、サ

プライチェーンの寸断等の不安解消） 

〇防災・安全社会資本整備交付金事業（交安） 

高根村山北割1号線外 2路線歩道整備「「「「「「「「「「 

長坂上条21号線歩道整備 

長坂上条30号線歩道整備 

白州白須15号線歩道整備 

重点化 

重点化 
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宮脇・牧原線外歩道整備 

〇防災・安全社会資本整備交付金事業（修繕）「「 

橋梁耐震補強整備事業 

〇道路メンテナンス事業 

橋梁長寿命化更新【比志北橋、西原尻橋、山の神大橋】 

〇地方創生道整備推進交付金事業【市道舗装修繕：江草・小笠原線、箕輪・小淵沢

線、鳥原・小淵沢線 市道改良改築：浅川線、藏原・村山西割線 林道改良：雨

乞尾白川線、釜無川右岸線、神宮線 林道舗装：茅ヶ岳線】 

〇道路交通安全施設等整備事業 

長坂上条・長坂上条1号線歩道整備 

〇地域未来交付金事業 

小淵沢3号線車道・歩道整備 

小淵沢3号線無電柱化整備 

小淵沢1号線外舗装修繕 

〇国道、県道整備事業（県執行事業への協力） 

◆【№51】道路施設の早期復旧 

災害時においても、安全･安心な生活環境が確保できるよう、道路寸断等による孤

立地域が発生した場合は最優先して解消に取り組むほか、被災地域のより迅速な再建

や回復ができるよう、道路施設の早期復旧に必要な体制を強化します。 

〇災害復旧事業(道路、橋梁等) 

 

2-4 観光シーズン、大規模イベント時等における想定を超える大量

の帰宅困難者の発生、混乱 

◆【№7】帰宅困難者対策 

災害発生時の鉄道や道路の寸断・途絶に伴い、多数の通勤者及び観光客等の帰宅困

難者が発生した場合において、その一時避難場所を確保することを目的に、市内の民

間8施設と市内3箇所の「道の駅」を避難場所として確保し、体制づくりに努めてい

ますが、市内での滞留者数が大規模化した場合を想定して、施設の確保を進めていき

ます。 

◆【№43】観光客への情報伝達 

災害時には、北杜市観光情報サイト「ほくとナビ」内に「観光客向け災害情報」を

特設し、観光客への情報伝達が行えるよう市内観光振興団体と連携を図ります。掲載

内容については、平時からテンプレート等を作成し、即時対応できるよう関係機関と

調整を図ります。 
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2-5 医療施設及び関係者の絶対的不足・被災、支援ルートの途絶、

エネルギー供給の途絶による医療機能の麻痺 

◆【№5】道路復旧に関する地元建設業団体等との連携強化 

災害時において、地域の力を結束し、迅速な道路復旧体制を構築するため、北杜市

建設安全協議会等との災害時応援協定を締結していますが、より万全な体制の整備を

目指し、防災訓練での情報伝達訓練などにより、相互の連携強化を図ります。 

〇災害復旧事業(道路、橋梁等) 

◆【№28】医療救護体制の充実 

災害時において、迅速かつ的確に市立病院をはじめ民間病院の医療救護体制が確保

されるよう、平時から防災に関する県や医療機関等との会議や訓練を通じて、全県的

な連携体制の構築を進めます。 

特に、市内については、市立の2病院と 2診療所が中心的役割を果たすとともに、

北巨摩医師会や富士見高原医療福祉センターとは、医療連携協定を独自に締結するな

ど、近隣の民間医療機関との連携強化を図ります。 

また、感染力の強い感染症の感染拡大に備え、市立の2病院と2診療所が連携する

中で、感染者、一般の患者、救急、入院患者を区分した受入れができる体制を整備

し、あわせて院内感染予防を強化するため、必要となる資機材等の整備を行います。 

◆【№29】医療施設の整備 

災害時に発生する傷病者に対し、市立病院等が機能するように、非常用発電機等の

設備をはじめ、各種の機器の整備を図ります。 

◆【№40】再生可能エネルギー設備及び蓄電池の導入促進（再掲） 

◆【№47】中央道のチェーン規制に係る連携体制の整備（再掲） 

◆【№48】中央道のチェーン規制に係る情報提供の体制整備（再掲） 

◆【№49】中央道のチェーン規制に係る車両渋滞の解消（再掲） 

◆【№50】道路ネットワークの確保（再掲） 

◆【№51】道路施設の早期復旧（再掲） 

◆【№61】急傾斜地及び道路のり面の崩壊対策（再掲） 

◆【№63】道路施設の維持・長寿命化対策（再掲） 

 

2-6 被災地における疫病・感染症等の大規模発生 

◆【№3】災害派遣トイレネットワークとの連携 重点化 

重点化 
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災害時のトイレ不足解消のため、災害派遣トイレネットワークによる支援が速やか

に実施できるよう、全国のトイレトレーラー所有自 体と連携強化を図ります。 

また、断水や下水道への排水が困難な場合に備え、消防タンク車の整備や汚泥運搬

業者との連携を進めていきます。 

◆【№4】遺体の収容（安置）体制の確立 

災害時においても、寺院、公共施設等遺体収容に適切な場所を選定し、遺体収容

（安置）所が開設できるよう、関係部局等と連携するとともに、感染力の強い感染症

には、国の「新型インフルエンザ等対策政府行動計画ガイドライン」に基づき、対応

することとし、必要となる資機材等の備蓄に努めていきます。 

◆【№6】火葬体制の確立 

災害時においても、火葬を的確に遅滞なく行うため、山梨県広域火葬計画に基づ

き、平常時からの情報交換等により、引き続き体制の充実を図ります。 

◆【№12】公的備蓄の充実（再掲） 

◆【№24】合併処理浄化槽への転換促進 

災害時においては、電力や水道の供給が停止し、みなし浄化槽（単独処理浄化槽）

やくみ取り便所を使用している家庭では、生活雑排水の適切な処理が困難となり、悪

臭や衛生環境の悪化、感染症の発生リスクが高まる可能性があります。 

また、平成13年度以前に設置されたみなし浄化槽は老朽化が進んでおり、災害時

に機能不全となることで、トイレの使用が困難になるおそれがあります。 

このため、下水道事業計画の認可区域外等においては、合併処理浄化槽への切り替

えを促進し、生活環境の保全と災害時における感染症の拡大防止を図ります。 

◆【№30】感染症対策 

本市では、消毒薬150L、防護服約800セット、マスク約84,000 枚を備蓄していま

すが、災害時における防疫体制をより充実させるため、衛生環境の悪化による感染症

等の発生及び拡大の防止を目的に、マスクや消毒液、簡易トイレ等の資機材等の備蓄

について、その内容や品目数を再検討し、備蓄を行います。 

また、避難所における感染症対策として「北杜市避難所開設・運営マニュアル」の

見直しを進めるとともに、「北杜市新型インフルエンザ等対策行動計画」が、実効性

のある計画となるよう、随時、計画を見直し、関係機関等との連携体制や庁内の体制

の整備の強化に努めます。 

このほか、予防接種により罹患を抑制できる感染症については、予防接種率の向上

を図るため、広報紙への掲載、医療機関の窓口へのポスターの掲示などを通じ、接種

の呼びかけを行うとともに、平時からの手洗いや咳エチケットの励行など、感染症発

生予防に関する啓発活動も併せて行います。 
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2-7 劣悪な避難生活環境、不十分な健康管理がもたらす、多数の被

災者の健康・心理状態の悪化による死者の発生 

◆【№3】災害派遣トイレネットワークとの連携（再掲） 

◆【№10】減災力の強いまちづくり（再掲） 

◆【№12】公的備蓄の充実（再掲） 

◆【№15】自主防災組織の育成（再掲） 

◆【№20】特定地区総合防災訓練 

災害時において公的機関も被災することを想定し、避難所の利用者が避難所の運営

を自主的に行えるよう、実践的な特定地区総合防災訓練を行い、自 会等が施設ごと

に策定する避難所マニュアルの策定を支援するとともに、施設管理者と地域で施設利

用合意書の締結を促進します。 

◆【№32】災害ボランティア等受援体制の整備 

災害時において、災害ボランティア等との連携による効果的な援助活動を展開する

ため、社会福祉協議会による災害ボランティア養成講座の開催を支援するほか、社会

福祉協議会の災害ボランティアセンター設置運営マニュアルに基づき、迅速かつ的確

に設置運営できるよう連携強化を図ります。 

また、災害ボランティアや物資の受け入れに関し、より万全な体制を整えることが

できるよう、業務継続計画(BCP)の災害対策業務について、随時見直しを行います。 

◆【№34】避難所の機能確保とマニュアルの作成 

災害時における避難所の機能を強化するとともに、感染力の強い感染症予防にも配

慮した施設や設備の維持管理、整備を適切に行います。 

また、避難所となる施設について、全面的な使用再開時にも円滑な移行ができるよ

う、自 会等と施設管理者との施設利用合意書に基づき策定される避難所マニュアル

などの作成に際し、本来の行政機能の早期復旧に配慮して作成を進めます。 

◆【№35】福祉避難所の確保と周知強化 

高齢者・障がい者等の災害時要配慮者に配慮した避難場所を確保するため、公共施

設と民間事業所の33箇所を福祉避難所に指定していますが、引き続き必要な施設を

確保するとともに、感染力の強い感染症に対応した施設としての体制整備のほか、広

報紙やホームページ、ハザードマップなどへの掲載を通じて、各施設に関する位置や

設備などの基本情報について、情報発信の一禄化を徹底し、周知強化を図ります。 

◆【№38】要配慮者対策 

要配慮者を対象とし、福祉避難所に向かうまでの道路情報、受入体制情報、健康チ

ェックの把握等、現場職員との交渉に必要とする情報収集を迅速的確に行うため、

SNSの活用による情報収集体制の整備を図ります。 
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2-8 富士山噴火の影響による県東部エリアからの避難者受入が困

難となる事態 

◆【№5】道路復旧に関する地元建設業団体等との連携強化（再掲） 
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【事前に備えるべき目標３】 必要不可欠な行政機能を確保す

る  

3-1 市職員・市有施設等の被災市行政機能、警察機能の大幅な低下 

◆【№9】業務継続体制の強化 

災害時においても、市役所の業務が継続できるよう、「北杜市業務継続計画（BCP）」

に基づき、非常時優先業務に必要な職員の参集予測や主要庁舎の非常用電源の確保な

どを実施していますが、非常時優先業務の執行環境をより確かなものとするため、被

災による登庁不能職員発生の抑制を目的とした地域減災リーダー研修等を行うととも

に、新たにICT「部門に係る業務継続計画（ICT-BCP)を策定します。 

併せて、感染力の強い感染症に配慮した対応を行います。 

また、被災地へ派遣した職員の経験を業務継続計画を含めた防災施策に反映すると

ともに、職員の異動等にも備え、各課等において対応マニュアル等を、必要に応じて

整備します。 

◆【№11】公共施設に関する総合的マネジメントの推進 

本市が保有する公共施設の多くは、平成8年から平成16年にかけて集中的に整備

されていることから、今後、一斉に老朽化が進み更新の時期を迎えます。このため、

長期的な視点を持って施設の更新・長寿命化などを実施する必要があるため、「北杜

市公共施設等総合管理計画」に基づき、公共施設の総合的なマネジメントを計画的に

進めます。 

◆【№13】市役所本庁舎の災害対応力の強化 

災害発生時に市民の生命及び財産を守るための中枢拠点となる市役所本庁舎につい

て、現在の庁舎は、建物の老朽化や耐震性、狭あい化、庁舎機能の分散化など多くの

課題を抱えています。このため、停電時のエネルギー供給や避難所開設に係る市民周

知、緊急支援物資の提供、被災状況の確認など、いかなる災害時においても業務継続

能力を備えた庁舎を整備する必要があります。 

◆【№16】周辺市町村、民間団体との支援協定（再掲） 

◆【№23】防災拠点の整備（再掲） 

◆【№44】住民情報システムのバックアップ体制の強化 

災害時においても、市の窓口業務等を遂行する上で必要な情報が確保されるよう、

各種システムに係るバックアップの体制強化を図ります。 

  

重点化 
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【事前に備えるべき目標４】 経済活動を機能不全に陥らせな

い  

4-１ サプライチェーンの寸断等による企業の生産力・経営執行力低

下による国際競争力の低下 

◆【№41】企業の事業継続支援 

災害時において、地域経済と雇用を支える中小企業の事業活動への影響を軽減し、

サプライチェーンの維持や早期復旧を図るため、防災、減災対策への啓発セミナーや

周知等を行い、中小企業の自主防災体制の強化を図るとともに、「事業継続力強化計

画」等の策定を促進します。 

◆【№42】企業の事業再建支援 

災害時において事業用資産の損壊等を受けた中小企業の再建を促進するため、県・

商工会の関係機関と連携し、災害融資・補助制度の周知や相談窓口開設等を円滑に実

施できる支援体制を強化します。 

◆【№50】道路ネットワークの確保（再掲） 

◆【№51】道路施設の早期復旧（再掲） 

◆【№61】急傾斜地及び道路のり面の崩壊対策（再掲） 

◆【№63】道路施設の維持・長寿命化対策（再掲） 

 

4-2 高圧ガス施設等の重要な産業施設の火災、爆発に伴う有害物

質等の大規模拡散・流出 

該当なし 

 

4-3 食料等の安定供給の停滞、異常渇水等による用水供給途絶に

伴う、生産活動への甚大な影響 

◆【№25】上水道施設の耐震化・老朽化対策 

上水道施設が機能の停止・低下をすることなく、安全・安心な水道水供給維持のた

め、基幹管路である導水管・送水管・送配水管・防災上重要な配水管を対象に、優先

的に耐震化や更新を進めます。 
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◆【№56】農業施設の老朽化対策等による機能の維持・確保 

災害時においても農業施設の用排水機能を確保するため、経年劣化が進行している

施設を対象に、機能保全計画の策定やこれに基づく長寿命化を行うとともに、施設の

防災機能強化を行います。 

◆【№57】農地・農道の活用 

農地・農道は、延焼防止や緊急時の退避場所及び避難経路としての機能も果たし得

るため、災害に強いまちづくりを目指し、その機能維持に取り組みます。 

また、農地・農業用施設の整備を進め、食料の安定供給を図ります。 

 

4-4 農地・森林や生態系等の被害に伴う県土の荒廃・多面的機能の

低下 

◆【№54】森林の保全・治山対策（再掲） 

◆【№55】里山の整備（再掲） 

◆【№56】農業施設の老朽化対策等による機能の維持・確保（再掲） 

◆【№57】農地・農道の活用（再掲） 
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【事前に備えるべき目標５】 交通ネットワーク、情報通信サー

ビス、電力等ライフライン、燃料供給関連施設等の被害を最

小限に留めるとともに、早期に復旧させる 

5-1 災害時に活用する情報サービスが機能停止し、情報の収集・伝

達ができず、避難行動や救助・支援が遅れる事態  

◆【№9】業務継続体制の強化（再掲） 

◆【№45】情報伝達ツールの多重化 

災害時における避難情報等の緊急情報を迅速かつ確実に伝達するため、緊急速報メ

ールをはじめ、LINE 等の SNS、北杜ほっとメール、コミュニティFM「への割り込み、

山梨県総合防災情報システムなど、多様なツールを活用し、情報提供体制の強化を図

ります。 

◆【№46】防災行政無線の確保 

災害時において、各地域において必要な情報が的確に伝わるよう、防災行政無線の

難聴地域における子局の整備や、停電に対応するための蓄電池の更新を行います。 

また、施設の老朽化に伴う、子局の更新を実施します。 

 

5-2 電力供給ネットワーク（発変電所、送配電設備）や都市ガス供

給、石油・LP ガスサプライチェーン等の長期間にわたる機能の停

止、上水道等の長期間にわたる供給停止、汚水処理施設等の長期

間にわたる機能停止 

◆【№21】下水道施設の耐震化・長寿命対策 

災害時においても、下水道が十分に機能し、衛生環境の維持を確保するため、施設

の統合及び長寿命対策の改築・更新時に合わせて、重要な管渠、マンホール及び処理

施設の耐震補強を計画的に進めます。 

◆【№24】合併処理浄化槽への転換促進（再掲） 

◆【№25】上水道施設の耐震化・老朽化対策（再掲） 

◆【№40】再生可能エネルギー設備及び蓄電池の導入促進（再掲） 
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5-3 中央線等基幹的交通から地域交通網まで、各交通インフラの長

期間にわたる機能停止 

◆【№47】中央道のチェーン規制に係る連携体制の整備（再掲） 

◆【№48】中央道のチェーン規制に係る情報提供の体制整備（再掲） 

◆【№49】中央道のチェーン規制に係る車両渋滞の解消（再掲） 

◆【№50】道路ネットワークの確保（再掲） 

 

5-4 大雪特別警報や大雪に対する緊急発表が行われるような異例

の降雪時における中央道須玉 IC～長坂 IC 区間チェーン規制に伴

う市内交通網の麻痺 

◆【№47】中央道のチェーン規制に係る連携体制の整備（再掲） 

◆【№48】中央道のチェーン規制に係る情報提供の体制整備（再掲） 

◆【№49】中央道のチェーン規制に係る車両渋滞の解消（再掲） 

 

5-5 幹線道路が分断するなど、基幹的交通ネットワークの機能停止

による物流・人流への甚大な影響 

◆【№5】道路復旧に関する地元建設業団体等との連携強化（再掲） 

◆【№47】中央道のチェーン規制に係る連携体制の整備（再掲） 

◆【№48】中央道のチェーン規制に係る情報提供の体制整備（再掲） 

◆【№49】中央道のチェーン規制に係る車両渋滞の解消（再掲） 

◆【№51】道路施設の早期復旧（再掲） 

◆【№61】急傾斜地及び道路のり面の崩壊対策（再掲） 

◆【№63】道路施設の維持・長寿命化対策（再掲） 
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【事前に備えるべき目標６】 社会・経済が迅速かつ従前より

強靱な姿で復興できる条件を整備する 

6-1 自然災害後の地域のより良い復興に向けた事前復興ビジョン

や地域合意の欠如等により、復興が大幅に遅れ地域が衰退する事

態 

該当なし 

 

6-2 災害対応・復旧復興を支える人材等（専門家、コーディネータ

ー、ボランティア、NPO、企業、労働者、地域に精通した技術者等）

の不足等により復興できなくなる事態 

◆【№16】周辺市町村、民間団体との支援協定（再掲） 

◆【№32】災害ボランティア等受援体制の整備（再掲） 

 

6-3 大量に発生する災害廃棄物の処理の停滞により復興が大幅に

遅れる事態 

◆【№62】災害廃棄物処理体制の充実強化 

災害時において、災害廃棄物を適正かつ速やかに処理するため、災害廃棄物処理計

画に基づき、仮置き場候補地を選定しておりますが、水害発生時や道路障害などの影

響を受けずに効率的に処分が可能な用地の選定を行い、復旧復興の促進を図ります。 

また、令和13年度からごみ処理を行う新たなごみ処理施設建設（エネルギー回収

型廃棄物処理施設及びマテリアルリサイクル推進施設）について、循環型社会形成推

進交付金を活用し、災害に強い施設となるよう、山梨西部広域環境組合と協議しなが

ら、廃棄物処理施設の整備及び処理体制の充実強化を図ります。 

 

6-4 事業用地の確保、仮設住宅・仮店舗・仮事業所等の整備が進ま

ず復興が大幅に遅れる事態 

該当なし 
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6-5 貴重な文化財や環境的資産の喪失、地域コミュニティの崩壊等

による有形・無形の文化の衰退・損失 

該当なし 

 

6-6 風評被害や信用不安、生産力の回復遅れ、大量の失業・倒産等

による経済等への甚大な影響 

◆【№41】企業の事業継続支援（再掲） 

◆【№42】企業の事業再建支援（再掲） 
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３ SDGs との関係 

国土強靱化の事業については、国連サミットで定めた人類がこの地球で暮らし続けてい

くために、2030 年までに達成すべき目標に合致するものです。そこで、それぞれの事業

とSDGsの 17のゴールとの関係をまとめました。 

本市の事業と関係するSDGs のゴールは、次のとおりです。 

 

 

図 14 国土強靱化の事業に関連するSDGs のゴール 

  

目標３ [保健] 

あらゆる年齢のすべての人々の健康

的な生活を確保し、福祉を促進する 

目標６ [水・衛生] 

すべての人々の水と衛生の利用可能

性と持続可能な管理を確保する 

目標 8 [経済成長と雇用] 

包摂的かつ持続可能な経済成長及びす

べての人々の完全かつ生産的な雇用と

働きがいのある人間らしい雇用（ディ

ーセント・ワーク）を促進する 

目標７ [エネルギー] 

すべての人々の、安価かつ信頼できる 

持続可能な近代的なエネルギーへのア

クセスを確保する 

目標９ [インフラ、産業化、イノベー 

ション] 

強靱（レジリエント）なインフラ構

築、包摂的かつ持続可能な産業化の促

進及びイノベーションの推進を図る 

目標１１ [持続可能な都市] 

包摂的で安全かつ強靱（レジリエント）

で持続可能な都市及び人間居住を実現す

る 

目標１3 [気候変動] 

気候変動及びその影響を軽減するための

緊急対策を講じる 

目標１5 [陸上資源] 

陸域生態系の保護、回復、持続可能な利

用の推進、持続可能な森林の経営、砂漠

化への対処ならびに土地の劣化の阻止・

回復及び生物多様性の損失を阻止する 

目標１7 [実施手段] 

持続可能な開発のための実施手段を強化

し、グローバル・パートナーシップを活

性化する 

「持続可能な開発目標（SDGs）と日本の取組」（外務

省国際協力局）より引用 
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表 14 各事業が該当するSDGs のゴール 

№ 事業名 
関連する SDGs のゴール 

目標 3 目標 6 目標 7 目標 8 目標 9 目標 11 目標 13 目標 15 目標 17 

1 被災地給水所の確保  ●        

2 
ハザードマップの活

用 
     ●    

3 
災害派遣トイレネッ

トワークとの連携 
        ● 

4 
遺体の収容（安置）

体制の確立 
●        ● 

5 

道路復旧に関する地

元建設業団体等との

連携強化 

     ●   ● 

6 火葬体制の確立         ● 

7 帰宅困難者対策      ●   ● 

8 

大規模災害発生時に

おける物資調達等の

協定締結の推進 

     ●    

9 業務継続体制の強化 ●     ●    

10 
減災力の強いまちづ

くり 
     ●    

11 

公共施設に関する総

合的マネジメントの

推進 

     ●    

12 公的備蓄の充実      ●    

13 
市役所本庁舎の災害

対応力の強化 
     ●    

14 
市営住宅の活用・長

寿命化の促進 
     ●    

15 自主防災組織の育成      ●   ● 

16 
周辺市町村、民間団

体との支援協定 
        ● 

17 
消防団員の確保・育

成 
     ●    

18 消防力の強化      ●    

19 
適切な避難行動に関

する周知強化 
     ●    

20 
特定地区総合防災訓

練 
●        ● 

21 
下水道施設の耐震

化・長寿命対策 
 ●        

22 空き家対策      ●    

23 防災拠点の整備      ●    

24 
合併処理浄化槽への

転換促進 
 ●        

25 
上水道施設の耐震

化・老朽化対策 
 ●        

26 
大規模盛土造成地対

策 
     ●    
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№ 事業名 
関連する SDGs のゴール 

目標 3 目標 6 目標 7 目標 8 目標 9 目標 11 目標 13 目標 15 目標 17 

27 民間建築物の耐震化      ●    

28 医療救護体制の充実 ●         

29 医療施設の整備 ●         

30 感染症対策 ●         

31 
社会福祉施設の耐震

化促進 
     ●    

32 
災害ボランティア等

受援体制の整備 
        ● 

33 
避難施設の確保と周

知強化 
     ●    

34 
避難所の機能確保と

マニュアルの作成 
●         

35 
福祉避難所の確保と

周知強化 
●         

36 
避難行動要支援者対

策 
●        ● 

37 

認知症高齢者徘徊早

期発見ネットワーク

の構築 

●        ● 

38 要配慮者対策 ●        ● 

39 

要配慮者利用施設の

避難確保計画策定推

進 

●        ● 

40 

再生可能エネルギー

設備及び蓄電池の導

入促進 

  ●   ●    

41 企業の事業継続支援    ● ●     

42 企業の事業再建支援    ● ●     

43 観光客への情報伝達         ● 

44 

住民情報システムの

バックアップ体制の

強化 

     ●    

45 
情報伝達ツールの多

重化 
        ● 

46 防災行政無線の確保      ●    

47 

中央道のチェーン規

制に係る連携体制の

整備 

        ● 

48 

中央道のチェーン規

制に係る情報提供の

体制整備 

        ● 

49 

中央道のチェーン規

制に係る車両渋滞の

解消 

        ● 

50 
道路ネットワークの

確保 
     ●    

51 道路施設の早期復旧      ●    

52 支援物資の輸送対策         ● 
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№ 事業名 
関連する SDGs のゴール 

目標 3 目標 6 目標 7 目標 8 目標 9 目標 11 目標 13 目標 15 目標 17 

53 ため池の防災対策      ●    

54 
森林の保全・治山対

策 
     ●  ●  

55 里山の整備      ●  ●  

56 

農業施設の老朽化対

策等による機能の維

持・確保 

    ●     

57 農地・農道の活用    ● ●     

58 
河川等の維持管理・

改修 
     ● ●   

59 
河川等の防災・減災

対策 
     ● ●   

60 
河川構造物等の維持

管理対策 
     ● ●   

61 
急傾斜地及び道路の

り面の崩壊対策 
     ●    

62 
災害廃棄物処理体制

の充実強化 
  ●   ●    

63 
道路施設の維持・長

寿命化対策 
     ●    
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第６章 計画の推進・見直し 

１ アクションプラン策定と PDCA サイクルによる改善 

本計画の進捗管理を的確に行うため、各推進方針に対応するアクションプランを策定

し、PDCAサイクルを繰り返し行い、他の計画等も併せて、改善を重ねていきます。 

また、アクションプランについては、「見える化」を図るため、できる限り具体的な数

値目標を（KPI）用いて進捗管理を行うとともに、必要に応じて事業の見直しを行いま

す。 

なお、詳細は、巻末資料2「指標(KPI)」、巻末資料3「アクションプラン」に示しま

す。 

２ 計画の見直し 

本計画は、北杜市総合計画と整合を図るため、基本計画の改定にあわせて見直しを行い

ます。 

さらに、国、県の計画と調和を図るとともに、アクションプランの進捗状況、社会状況

の変化等を踏まえ、適宜、見直しを行います。 
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１ 脆弱性評価 

 

№ 事業名 脆弱性評価 
該当するリス

クシナリオ 

1 
被災地給水所

の確保 

本市が保有する給水車は現在 2台ですが、災害時には、速やかに

給水所を開設することが重要であることから、さらに迅速な対応

ができるよう、災害支援協定（給水車支援等）の活用や、飲料水

運搬車・給水用備品等を整備するほか、新たに給水訓練を実施す

るなど体制の強化を図る必要があります。 

2-1 

2 
ハザードマッ

プの活用 

市民一人ひとりが、自らの住む場所と周辺地域の危険箇所を把握

し、危険を察知した際に早めの避難につなげることができるよう、

市内の土砂災害危険区域や浸水想定区域を示すハザードマップの

活用について周知を行う必要があります。 

なお、事業推進にあたっては、別荘地等で滞在期間が限定的な者

に対する周知方法について工夫する必要があります。 

1-2 

1-3 

2-2 

3 
災害派遣トイ

レネットワー

クとの連携 

災害時のトイレ不足解消のため、災害派遣トイレネットワークに

よる支援が速やかに実施できるよう、全国のトイレトレーラー所

有自 体と連携強化を図る必要があります。 

また、断水や下水道への排水が困難な場合に備え、消防タンク車

の整備や汚泥運搬業者との連携を進める必要があります。 

2-6 

2-7 

4 
遺体の収容

（安置）体制

の確立 

災害時においても、寺院、公共施設等遺体収容に適切な場所を選

定し、遺体収容（安置）所が開設できるよう、関係部局等と連携

するとともに、感染力の強い感染症には、国の「新型インフルエ

ンザ等対策政府行動計画ガイドライン」に基づき、対応すること

とし、必要となる資機材等の備蓄に努めていく必要があります。 

2-6 

5 

道路復旧に関

する地禄建設

業団体等との

連携強化 

災害時において、地域の力を結束し、迅速な道路復旧体制を構築

するため、北杜市建設安全協議会等との災害時応援協定を締結し

ていますが、より万全な体制の整備を目指し、防災訓練での情報

伝達訓練などにより、相互の連携強化を図る必要があります。 

2-5 

2-8 

5-5 

6 
火葬体制の確

立 

災害時においても、火葬を的確に遅滞なく行うため、山梨県広域

火葬計画に基づき、平常時からの情報交換等により、引き続き体

制の充実を図る必要があります。 
2-6 

7 
帰宅困難者対

策 

災害発生時の鉄道や道路の寸断・途絶に伴い、多数の通勤者及び観

光客等の帰宅困難者が発生した場合において、その一時避難場所

を確保することを目的に、市内の民間 8 施設と市内 3 箇所の「道

の駅」を避難場所として確保し、体制づくりに努めていますが、市

内での滞留者数が大規模化した場合を想定して、施設の確保を進

める必要があります。 

2-4 

8 

大規模災害発

生時における

物資調達等の

協定締結の推

進 

災害時においても、市民生活に必要な食料や燃料等が確保される

よう、各種物資を取り扱う 12の民間企業等と協定を締結し、体

制づくりに努めていますが、復旧までの期間が長期化した場合

や、市内での滞留者数が大規模化した場合なども想定し、締結先

の拡大を図る必要があります。 

2-1 
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№ 事業名 脆弱性評価 
該当するリス

クシナリオ 

9 
業務継続体制

の強化 

災害時においても、市役所の業務が継続できるよう、「北杜市業務

継続計画（BCP）」に基づき、非常時優先業務に必要な職員の参集

予測や主要庁舎の非常用電源の確保などを実施していますが、非

常時優先業務の執行環境をより確かなものとするため、被災によ

る登庁不能職員発生の抑制を目的とした地域減災リーダー研修等

を行うとともに、新たに ICT 部門に係る業務継続計画（ICT-BCP)

を策定する必要があります。 

併せて、感染力の強い感染症に配慮した対応を行う必要がありま

す。 

また、被災地へ派遣した職員の経験を業務継続計画を含めた防災

施策に反映するとともに、職員の異動等にも備え、各課等におい

て対応マニュアル等を、必要に応じて整備する必要があります。 

3-1 

5-1 

10 
減災力の強い

まちづくり 

減災力の強いまちづくりを目指し、市民の自助力・共助力を高める

ため、NPO法人と協定を締結し、出前塾や地域減災リーダーの育成、

特定地域総合防災訓練を行う必要があります。 

また、被災地への派遣で得たことを活かして、出前塾等による地域

及び学校教育における防災教育を推進し意識改善を図る必要があ

ります。 

さらに、地域減災リーダーのフォローアップ研修として北杜市減

災フォーラムを実施する必要があります。 

2-2 

2-3 

2-7 

11 

公共施設に関

する総合的マ

ネジメントの

推進 

本市が保有する公共施設の多くは、平成 8年から平成 16年にか

けて集中的に整備されていることから、今後、一斉に老朽化が進

み更新の時期を迎えます。このため、長期的な視点を持って施設

の更新・長寿命化などを実施する必要があるため、「北杜市公共

施設等総合管理計画」に基づき、公共施設の総合的なマネジメン

トを計画的に進める必要があります。 

3-1 

12 
公的備蓄の充

実 

災害用食料を 27,000食備蓄していますが、発災時における避難

者用の食料、飲料水を毎年更新し、過去の災害を教訓とした備蓄

品の整備を行う必要があります。 

2-1 

2-6 

2-7 

13 
市役所本庁舎

の災害対応力

の強化 

災害発生時に市民の生命及び財産を守るための中枢拠点となる市

役所本庁舎について、現在の庁舎は、建物の老朽化や耐震性、狭

あい化、庁舎機能の分散化など多くの課題を抱えています。この

ため、停電時のエネルギー供給や避難所開設に係る市民周知、緊

急支援物資の提供、被災状況の確認など、いかなる災害時におい

ても業務継続能力を備えた庁舎を整備する必要があります。 

3-1 

14 
市営住宅の活

用・長寿命化

の促進 

災害時における入居者の安全を確保するため、「北杜市営住宅総

合活用計画・長寿命化計画」に基づき、適正な維持管理を行うと

ともに、用途廃止・維持保全・全面的改善・建替え・耐震化等を

進める必要があります。 

1-1 

15 
自主防災組織

の育成 

令和 6年度末現在、本市では、94団体の自主防災組織が結成され

ていますが、さらなる地域の自主防災組織の組織化促進を目的に、

防災資機材整備の支援を行うとともに、地域減災リーダーの育成

を推進し、機能する自主防災組織を目指す必要があります。 

また、災害時における自主防災組織との連携体制の強化を推進す

る必要があります。 

2-2 

2-3 

2-7 
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№ 事業名 脆弱性評価 
該当するリス

クシナリオ 

16 
周辺市町村、

民間団体との

支援協定 

災害発生時における対応力の強化を目的に、広域的な相互連携を

目指して周辺市町村や民間団体と 38の各種支援協定を締結して

いますが、さらなる強靱化を進めるため、山間地が多く、高齢化

が進んでいるという本市の特性を踏まえて、新たな協定を締結す

るほか、既に締結した協定内容の充実を図る必要があります。 

また、八ヶ岳定住自立圏の柱の一つである圏域マネジメント能力

の強化にかかる政策分野においても、国土強靱化を構成市町村の

共通テーマとして新たに加え、相互支援体制強化について調査研

究を行う必要があります。 

2-3 

3-1 

6-2 

17 
消防団員の確

保・育成 

消防団を中核とした地域防災力の充実強化に資するため、消防団

員の確保対策を実施し、消防団の活性化を推進する必要がありま

す。 

2-3 

18 消防力の強化 

本市では、消防ポンプ自動車、可搬ポンプ積載車等 117 台を保有

していますが、災害時においてより効果的な消防活動ができるよ

う、消防ポンプ自動車管理整備計画に基づき、消防車両やポンプの

整備を行う必要があります。 

また、耐震性貯水槽や消火栓など、消防水利の整備を行うととも

に、消防団員安全装備品整備事業計画に基づく耐切創性手袋など

装備品の整備を行い、総合的な消防力の強化を図る必要がありま

す。 

市内の消防署・分署については、峡北広域行政事務組合消防本部

において、総合的な消防力の強化を図る必要があります。 

2-3 

19 
適切な避難行

動に関する周

知強化 

災害時において市民一人ひとりが適切な避難行動ができるよう、

特に土砂災害特別警戒区域では、一般住宅が土砂の力によって損

壊する恐れがあるなど、早期の立ち退き避難が求められることに

ついて注意喚起するため、住民自らハザードマップにより危険箇

所の把握ができるよう、周知を強化する必要があります。また、そ

の危険度に関する理解を促進するため、WEB版をホームページに掲

載するほか、出前塾や地域減災リーダー育成事業等で、より積極的

に活用する必要があります。 

併せて、農業用ため池の耐震化整備等の事業着工率は、令和 5 年

度末現在で 63%にとどまっており、決壊の恐れがある施設があるこ

とから、ため池ハザードマップを活用した危険箇所の周知につい

ても強化を図る必要があります。 

また、県で示した山腹崩壊危険地区についても、ハザードマップと

併せて把握できるよう周知を強化する必要があります。 

さらに、平時からの防災用品の備蓄や避難先・経路の確認等につ

いて、周知を進める必要があります。 

1-2 

1-3 

2-2 

20 
特定地区総合

防災訓練 

災害時において公的機関も被災することを想定し、避難所の利用

者が避難所の運営を自主的に行えるよう、実践的な特定地区総合

防災訓練を行い、自 会等が施設ごとに策定する避難所マニュア

ルの策定を支援するとともに、施設管理者と地域で施設利用合意

書の締結を促進する必要があります。 

2-7 
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№ 事業名 脆弱性評価 
該当するリス

クシナリオ 

21 
下水道施設の

耐震化・長寿

命対策 

災害時においても、下水道が十分に機能し、衛生環境の維持を確

保するため、施設の統合及び長寿命対策の改築・更新時に合わせ

て、重要な管渠、マンホール及び処理施設の耐震補強を計画的に

進める必要があります。 

5-2 

22 空き家対策 
災害時における家屋の倒壊を回避するため、空き家の状況把握と

所有者等の特定を進め、危険な家屋については、所有者等に対し

取り壊しを促す必要があります。 
1-1 

23 
防災拠点の整

備 

災害時における避難場所や救援活動拠点の確保、火災の延焼防止

等の防災対策を強化するため、避難者や避難車両の収容能力や交

通のアクセスの優位性等を踏まえ、長坂総合スポーツ公園を防災

拠点の一つとして位置付け、防災拠点としての機能の維持・向上

を図る必要があります。 

2-3 

3-1 

24 
合併処理浄化

槽への転換促

進 

災害時においては、電力や水道の供給が停止し、みなし浄化槽（単

独処理浄化槽）やくみ取り便所を使用している家庭では、生活雑排

水の適切な処理が困難となり、悪臭や衛生環境の悪化、感染症の発

生リスクが高まる可能性があります。 

また、平成 13年度以前に設置されたみなし浄化槽は老朽化が進ん

でおり、災害時に機能不全となることで、トイレの使用が困難にな

るおそれがあります。 

このため、下水道事業計画の認可区域外等においては、合併処理浄

化槽への切り替えを促進し、生活環境の保全と災害時における感

染症の拡大防止を図る必要があります。 

2-6 

5-2 

25 
上水道施設の

耐震化・老朽

化対策 

上水道施設が機能の停止・低下をすることなく、安全・安心な水

道水供給維持のため、基幹管路である導水管・送水管・送配水

管・防災上重要な配水管を対象に、優先的に耐震化や更新を進め

る必要があります。 

4-3 

5-2 

26 
大規模盛土造

成地対策 

大規模盛土造成地について、所有者による適切な対応を促すた

め、市内の大規模盛土造成地の情報収集を行い、盛土マップの作

成・公表などの情報提供を通じ、意識啓発を行う必要がありま

す。 

1-3 

27 
民間建築物の

耐震化 

住宅の倒壊による死傷者の発生及び交通麻痺を回避するため、

「北杜市耐震改修促進計画」に基づき、耐震化の重要性・必要性

について啓発を行うとともに、国庫補助などを活用して木造住宅

耐震診断や耐震補強補助などの耐震化支援施策を推進し、耐震改

修の促進を図る必要があります。 

1-1 
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№ 事業名 脆弱性評価 
該当するリス

クシナリオ 

28 
医療救護体制

の充実 

災害時において、迅速かつ的確に市立病院をはじめ民間病院の医

療救護体制が確保されるよう、平時から防災に関する県や医療機

関等との会議や訓練を通じて、全県的な連携体制の構築を進める

必要があります。 

特に、市内については、市立の 2 病院と 2 診療所が中心的役割を

果たすとともに、北巨摩医師会や富士見高原医療福祉センターと

は、医療連携協定を独自に締結するなど、近隣の民間医療機関との

連携強化を図る必要があります。 

また、感染力の強い感染症の感染拡大に備え、市立の 2病院と 2

診療所が連携する中で、感染者、一般の患者、救急、入院患者を

区分した受入れができる体制を整備し、あわせて院内感染予防を

強化するため、資機材等の整備を行う必要があります。 

2-5 

29 
医療施設の整

備 

災害時に発生する傷病者に対し、市立病院等が機能するように、

非常用発電機等の設備をはじめ、各種の機器の整備を図る必要が

あります。 
2-5 

30 感染症対策 

本市では、消毒薬 150L、防護服約 800セット、マスク約 84,000枚

を備蓄していますが、災害時における防疫体制をより充実させる

ため、衛生環境の悪化による感染症等の発生及び拡大の防止を目

的に、マスクや消毒液、簡易トイレ等の資機材等の備蓄について、

その内容や品目数を再検討し、備蓄を行う必要があります。 

また、避難所における感染症対策として「北杜市避難所開設・運営

マニュアル」の見直しを進めるとともに、「北杜市新型インフルエ

ンザ等対策行動計画」が、実効性のある計画となるよう、随時、計

画を見直し、関係機関等との連携体制や庁内の体制の整備の強化

に努める必要があります。 

このほか、予防接種により罹患を抑制できる感染症については、

予防接種率の向上を図るため、広報紙への掲載、医療機関の窓口

へのポスターの掲示などを通じ、接種の呼びかけを行うととも

に、平時からの手洗いや咳エチケットの励行など、感染症発生予

防に関する啓発活動も併せて行う必要があります。 

2-6 

31 
社会福祉施設

の耐震化促進 

民間の社会福祉施設に係る耐震化を促進するため、施設の指導や

監査の場などの機会を通じ、耐震化の必要性や各種支援策に関す

る情報提供を行う必要があります。 
1-1 

32 
災害ボランテ

ィア等受援体

制の整備 

災害時において、災害ボランティア等との連携による効果的な援

助活動を展開するため、社会福祉協議会による災害ボランティア

養成講座の開催を支援するほか、社会福祉協議会の災害ボランテ

ィアセンター設置運営マニュアルに基づき、迅速かつ的確に設置

運営できるよう連携強化を図る必要があります。 

また、災害ボランティアや物資の受け入れに関し、より万全な体

制を整えることができるよう、業務継続計画(BCP)の災害対策業

務について、随時見直しを行う必要があります。 

2-7 

6-2 
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№ 事業名 脆弱性評価 
該当するリス

クシナリオ 

33 
避難施設の確

保と周知強化 

災害時における避難場所を確保するため、屋内 49箇所・屋外 36箇

所を指定避難場所としていますが、引き続き必要な施設を確保す

るとともに、広報紙やホームページ、SNSのほかハザードマップな

どへの掲載を通じて、各施設に関する位置や設備などの基本情報

について周知強化を図る必要があります。 

また、避難者に指定避難場所以外の避難先の確保を平時から促す

とともに、指定避難場所における、資機材等の備蓄や空調機器な

どの公共施設の設備等の改修を行う必要があります。 

1-2 

34 
避難所の機能

確保とマニュ

アルの作成 

災害時における避難所の機能を強化するとともに、感染力の強い

感染症予防にも配慮した施設や設備の維持管理、整備を適切に行

う必要があります。 

また、避難所となる施設について、全面的な使用再開時にも円滑

な移行ができるよう、自 会等と施設管理者との施設利用合意書

に基づき策定される避難所マニュアルなどの作成に際し、本来の

行政機能の早期復旧に配慮して作成を進める必要があります。 

2-7 

35 
福祉避難所の

確保と周知強

化 

高齢者・障がい者等の災害時要配慮者に配慮した避難場所を確保

するため、公共施設と民間事業所の 33箇所を福祉避難所に指定

していますが、引き続き必要な施設を確保するとともに、感染力

の強い感染症に対応した施設としての体制整備のほか、広報紙や

ホームページ、ハザードマップなどへの掲載を通じて、各施設に

関する位置や設備などの基本情報について、情報発信の一禄化を

徹底し、周知強化を図る必要があります。 

2-7 

36 
避難行動要支

援者対策 

災害時において避難行動に際し支援を要する市民が、安全に避難

できるよう、避難行動要支援者名簿を定期的に更新し把握すると

ともに、避難行動要支援者制度の利用促進を図る必要がありま

す。 

1-1 

1-2 

1-3 

2-2 

37 

認知症高齢者

徘徊早期発見

ネットワーク

の構築 

認知症高齢者が、災害時においても安全に避難行動が取れ
るよう、市民、行政、警察、消防、介護事業所等が連携・
情報共有し、地域での認知症高齢者の徘徊早期発見ネット
ワーク体制の構築を図る必要があります。 

1-1 

1-2 

1-3 

2-2 

38 要配慮者対策 

要配慮者を対象とし、福祉避難所に向かうまでの道路情報、受入

体制情報、健康チェックの把握等、現場職員との交渉に必要とす

る情報収集を迅速的確に行うため、SNSの活用による情報収集体

制の整備を図る必要があります。 

2-7 

39 

要配慮者利用

施設の避難確

保計画策定推

進 

指定介護老人福祉施設を利用する高齢者や障がい者の要配慮者

が、災害時においても、円滑な避難行動をとり、被災を免れるこ

とができるよう、各施設における非常災害対策計画の策定と、そ

れに基づく避難訓練の実施等を促進する必要があります。 

1-1 

1-2 

1-3 

40 

再生可能エネ

ルギー設備及

び蓄電池の導

入促進 

災害時において、公共施設、避難所及び住宅で停電時に非常用電

源として活用できるよう、太陽光発電設備等の再生可能エネルギ

ー設備及び蓄電池の導入を促進する必要があります。 

2-1 

2-5 

5-2 



 

61 

№ 事業名 脆弱性評価 
該当するリス

クシナリオ 

41 
企業の事業継

続支援 

災害時において、地域経済と雇用を支える中小企業の事業活動へ

の影響を軽減し、サプライチェーンの維持や早期復旧を図るた

め、防災、減災対策への啓発セミナーや周知等を行い、中小企業

の自主防災体制の強化を図るとともに、「事業継続力強化計画」

等の策定を促進する必要があります。 

4-1 

6-6 

42 
企業の事業再

建支援 

災害時において事業用資産の損壊等を受けた中小企業の再建を促

進するため、県・商工会の関係機関と連携し、災害融資・補助制

度の周知や相談窓口開設等を円滑に実施できる支援体制を強化す

る必要があります。 

4-1 

6-6 

43 
観光客への情

報伝達 

災害時には、北杜市観光情報サイト「ほくとナビ」内に「観光客

向け災害情報」を特設し、観光客への情報伝達が行えるよう市内

観光振興団体と連携を図る必要があります。掲載内容について

は、平時からテンプレート等を作成し、即時対応できるよう関係

機関と調整を図る必要があります。 

2-4 

44 

住民情報シス

テムのバック

アップ体制の

強化 

災害時においても、市の窓口業務等を遂行する上で必要な情報が

確保されるよう、各種システムに係るバックアップの体制強化を

図る必要があります。 
3-1 

45 
情報伝達ツー

ルの多重化 

災害時における避難情報等の緊急情報を迅速かつ確実に伝達する

ため、LINE 等の SNS、緊急速報メールをはじめ、北杜ほっとメー

ル、コミュニティ FM への割り込み、山梨県総合防災情報システム

など、多様なツールを活用し、情報提供体制の強化を図る必要があ

ります。 

5-1 

46 
防災行政無線

の確保 

災害時において、各地域において必要な情報が的確に伝わるよう、

防災行政無線の難聴地域における子局の整備や、停電に対応する

ための蓄電池の更新を行う必要があります。 

また、施設の老朽化に伴い、子局の更新を実施する必要がありま

す。 

5-1 

47 

中央道のチェ

ーン規制に係

る連携体制の

整備 

大雪の発生に伴い中央自動車道須玉 IC～長坂 IC区間のチェーン

規制が行われるに際し、各種の事前準備を行い、市民生活への影

響を最小限に抑えることができるよう、除雪等の各種対策に関

し、国土交通省、中日本高速道路（株）、県等関係機関との連携

体制を整える必要があります。 

2-3 

2-5 

5-3 

5-4 

5-5 

48 

中央道のチェ

ーン規制に係

る情報提供の

体制整備 

大雪の発生に伴い中央自動車道須玉 IC～長坂 IC区間のチェーン

規制が行われるに際し、市内で渋滞等が発生する前に市民が準備

を行うことができるよう、報道機関や国土交通省等関係機関と連

携し、迅速的確な情報提供に必要な体制を整備する必要がありま

す。 

2-3 

2-5 

5-3 

5-4 

5-5 

49 

中央道のチェ

ーン規制に係

る車両渋滞の

解消 

大雪の発生に伴う中央自動車道須玉 IC～長坂 IC区間のチェーン

規制の影響により、市内道路等に多数の車両があふれた場合にお

いても、その状況をできるだけ緩和するため、迂回路としても活

用できるよう、周辺の道路整備を国、県等関係機関と協力して推

進していく必要があります。 

2-3 

2-5 

5-3 

5-4 

5-5 
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№ 事業名 脆弱性評価 
該当するリス

クシナリオ 

50 
道路ネットワ

ークの確保 

大規模地震後も生命に関わる物資の供給や救援活動に支障が生じ

ないよう、緊急輸送用車両等が通行できる機能を確保すること及

び孤立集落の発生を防止することを目的に、防災拠点を結ぶ道路

等の橋梁の耐震化や無電柱化等を推進する必要があります。 

また、緊急輸送道路等に繋がる幹線道路等の整備についても、必

要性等を勘案し、橋梁の耐震化等災害に備えた対策を併せて進め

る必要があります。 

2-3 

2-5 

4-1 

5-3 

51 
道路施設の早

期復旧 

災害時においても、安全･安心な生活環境が確保できるよう、道

路寸断等による孤立地域が発生した場合は最優先して解消に取り

組むほか、被災地域のより迅速な再建や回復ができるよう、道路

施設の早期復旧に必要な体制を強化する必要があります。 

・災害復旧事業(道路、橋梁等) 

2-3 

2-5 

4-1 

5-5 

52 
支援物資の輸

送対策 

災害時において、支援物資等の円滑な輸送を確保するため、関係

する企業や団体等と協定を締結し、物資輸送体制の構築を図って

いますが、より万全な体制を整えるため、平時から情報交換や訓

練参加により実行性を高める必要があります。 

2-1 

53 
ため池の防災

対策 

農業用ため池の耐震化整備等の事業着工率は、令和 5年度末現在

で 63%となっており、決壊の恐れがある施設があることから、災

害時における農業用ため池の決壊を防ぐため、堤体の補強、余水

吐断面の拡大等を行う必要があります。 

また、危険箇所に関する周知を強化するため、ため池ハザードマ

ップの作成・配布を行う必要があります。 

1-2 

54 
森林の保全・

 山対策 

山地における自然災害を最小限に防止するため、山地災害が危惧

される箇所において 山施設（ 山ダム・土留め工・流路工等）

の設置を進めてきましたが、 山施設がその効果を確実に発揮す

るよう、維持管理を実施するとともに、必要に応じ災害に対する

安全性の向上を図る必要があります。 

また、下流側地域などからの要望があった場合には、県へ要望を

行うとともに、法面崩落などの危険箇所については、小規模 山

事業を活用した対策も進める必要があります。 

1-3 

4-4 

55 里山の整備 
山地における自然災害を防止し、国土の保全及び水源涵養等の森

林機能を最大限に引き出すため、森林整備に対し支援を行う必要

があります。 

1-3 

4-4 

56 

農業施設の老

朽化対策等に

よる機能の維

持・確保 

災害時においても農業施設の用排水機能を確保するため、経年劣

化が進行している施設を対象に、機能保全計画の策定やこれに基

づく長寿命化を行うとともに、施設の防災機能強化を行う必要が

あります。 

4-3 

4-4 

57 
農地・農道の

活用 

農地・農道は、延焼防止や緊急時の退避場所及び避難経路として

の機能も果たし得るため、災害に強いまちづくりを目指し、その

機能維持に取り組む必要があります。 

また、農地・農業用施設の整備を進め、食料の安定供給を図る必

要があります。 

4-3 

4-4 
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№ 事業名 脆弱性評価 
該当するリス

クシナリオ 

58 
河川等の維持

管理・改修 

災害時において、河川等が十分に機能を発揮するよう、適切な維

持管理を行う必要があります。また、ゲリラ豪雨、台風等による

増水に備え、集落内の未改修の河川等については、防災対策とし

て護岸改修等、施設の整備を行う必要があります。 

1-2 

59 
河川等の防

災・減災対策 

雨の降り方が、局地化・集中化（ゲリラ豪雨、台風の大型化等）

になり、水害（洪水・内水）が頻発化・激甚化してきており、今

後、地球温暖化に伴い災害リスクがさらに高まることが予想され

ることから、ハード対策・ソフト対策の両面を駆使した地域特性

を踏まえた防災・減災対策を推進する必要があります。また、災

害リスクに備える防災意識社会の再構築を図るため、「施設では

防ぎきれない災害は必ず発生する」との意識の共有に取り組む必

要があります。  

1-2 

60 
河川構造物等

の維持管理対

策 

市が管理する河川構造物等について、災害時に制御不能な二次災

害を発生させないため、平常時から適切な維持管理を行う必要が

あります。 
1-2 

61 
急傾斜地及び

道路のり面の

崩壊対策 

総合的な土砂災害対策を計画的に進めるため、県が実施する総合

的な土砂災害対策との連携を図る必要があります。 

また、道路のり面の落石・崩壊に係る対策については、被害実績

などを踏まえ、適切に実施する必要があります。    

1-3 

2-5 

4-1 

5-5 

62 
災害廃棄物処

理体制の充実

強化 

災害時において、災害廃棄物を適正かつ速やかに処理するため、

災害廃棄物処理計画に基づき、仮置き場候補地を選定しておりま

すが、水害発生時や道路障害などの影響を受けずに効率的に処分

が可能な用地の選定を行い、復旧復興の促進を図る必要がありま

す。 

また、令和 13年度からごみ処理を行う新たなごみ処理施設建設

（エネルギー回収型廃棄物処理施設及びマテリアルリサイクル推

進施設）について、循環型社会形成推進交付金を活用し、災害に

強い施設となるよう、山梨西部広域環境組合と協議しながら、廃

棄物処理施設の整備及び処理体制の充実強化を図る必要がありま

す。 

6-3 

63 
道路施設の維

持・長寿命化

対策 

災害に強い健全な道路ネットワークの維持を図るため、老朽化の

進行が見込まれる橋梁、トンネル等について、予防保全的な対策

を目的に、橋梁長寿命化修繕計画、トンネル・カルバート長寿命

化修繕計画等に基づき修繕工事を進める必要があります。 

1-3 

2-5 

4-1 

5-5 
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２ 指標(KPI)  

 

№ 

重

点

化 

事業名 所管課 

活動指標(KPI) 
※KPI（Key Performance Indicators) 

＝重要業績評価指標 

2025 年度（R7)  2029 年度（R11) 

1  被災地給水所の確保 
上下水道維

持課 

・給水車保有台数 2 台 

・給水訓練実施 1 回／年 
→ 

・給水車保有台数 2 台 

・給水訓練実施 1 回／年 

2 ☆ 
ハザードマップの活

用 
消防防災課 

・出前塾や特定地区防災訓

練での活用 

・WEB 版の周知 

→ 

・出前塾や特定地区防災訓

練での活用 

・WEB 版の周知 

3 ☆ 
災害派遣トイレネッ

トワークとの連携 
消防防災課 ・トイレトレーラー１台 → ・トイレトレーラー１台 

4  
遺体の収容（安置）

体制の確立 

市民サービ

ス課、福祉

課、生涯学

習課 

－ → 

（体制づくりが主眼であ

り、数値化になじまないた

め設定しない。） 

5  

道路復旧に関する地

元建設業団体等との

連携強化 

消防防災

課、道路河

川課 

・防災訓練実施１回/年 → ・防災訓練実施１回/年 

6  火葬体制の確立 福祉課 － → 

（体制づくりが主眼であ

り、数値化になじまないた

め設定しない。） 

7  帰宅困難者対策 

消防防災

課、観光

課、商工・

食農課、生

涯学習課 

・協定締結施設累計 12 施

設 
→ 

・協定締結施設累計 16 施

設 

8  

大規模災害発生時に

おける物資調達等の

協定締結の推進 

消防防災課 ・協定締結数累計 13 企業 → ・協定締結数累計 17 企業 

9  業務継続体制の強化 

消防防災

課、健康増

進課 

・職員研修 2 回/年 → ・職員研修 2 回/年 

10 ☆ 
減災力の強いまちづ

くり 

消防防災

課、教育総

務課 

・出前塾開催 20 回 

・地域減災リーダー研修

140 人 

・減災フォーラム 1 回/年 

→ 

・出前塾開催 20 回 

・地域減災リーダー研修

220 人 

・減災フォーラム 1 回/年 

11  

公共施設に関する総

合的マネジメントの

推進 

政策推進課 

・北杜市公共施設個別施設

計画に基づく取組の進捗

率 100% 

→ 

・北杜市公共施設個別施設

計画に基づく取組の進捗

率 100% 

12  公的備蓄の充実 

消防防災

課、介護支

援課、健康

増進課、生

涯学習課 

・災害用備蓄食 27,000 食 → ・災害用備蓄食 27,000 食 

13 ☆ 
市役所本庁舎の災害

対応力の強化 

政策推進

課、管財課 

・施設、設備等の定期点検

の実施 9 項目 
→ 

・施設、設備等の定期点検

の実施 9 項目 
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№ 

重

点

化 

事業名 所管課 

活動指標(KPI) 
※KPI（Key Performance Indicators) 

＝重要業績評価指標 

2025 年度（R7)  2029 年度（R11) 

14  
市営住宅の活用・長

寿命化の促進 
住宅課 

・市営住宅改修１棟 

・市営住宅解体 7 戸 
→ 

・市営住宅改修 2 棟 

・市営住宅解体 12 戸 

15 ☆ 自主防災組織の育成 消防防災課 
・自主防災組織の結成数累

計 95 団体 
→ 

・自主防災組織の結成数累

計 105 団体 

16  
周辺市町村、民間団

体との支援協定 
消防防災課 

・協定済数累計 40 自治体

等 
→ 

・協定済数累計 44 自治体

等 

17  
消防団員の確保・育

成 
消防防災課 ・消防団員数 1,548 人 → ・消防団員数 1,548 人 

18  消防力の強化 消防防災課 
・消防ポンプ自動車等保有

台数 117 台 
→ 

・消防ポンプ自動車等保有

台数 117 台 

19  
適切な避難行動に関

する周知強化 

消防防災

課、健康増

進課、農地

整備課、林

政課、道路

河川課 

・出前塾開催 20 回 

・地域減災リーダー研修

140 人 

・減災フォーラム 1 回/年 

→ 

・出前塾開催 20 回 

・地域減災リーダー研修

220 人 

・減災フォーラム 1 回/年 

20  
特定地区総合防災訓

練 
消防防災課 

・施設利用合意書締結数累

計 5 施設 
→ 

・施設利用合意書締結数累

計 17 施設 

21  
下水道施設の耐震

化・長寿命対策 

上下水道施

設課 

・調査・点検マンホール

370 箇所・管路 914ｍ 
→ 

・調査・点検マンホール

430 箇所・管路 680ｍ 

22  空き家対策 
まちづくり

推進課 

・空き家所有者等への指導

数 10 件 

・苦情に対する対応割合

100％ 

→ 

・空き家所有者等への指導

数 10 件 

・苦情に対する対応割合

100％ 

23 ☆ 防災拠点の整備 

消防防災

課、生涯学

習課 

－ → － 

24  
合併処理浄化槽への

転換促進 
環境課 

・補助金交付申請件数 102

件 
→ 

・補助金交付申請件数 102

件 

25  
上水道施設の耐震

化・老朽化対策 

上下水道施

設課 
・重要管布設 L=2,400ｍ → ・重要管布設 L=1,800m 

26  
大規模盛土造成地対

策 

まちづくり

推進課 
－ → 

（対象事業地の発生に応じ

た対策を主眼としており、

数値化になじまないため設

定しない。） 

27  民間建築物の耐震化 住宅課 ・耐震化率 76％ → ・耐震化率 84％ 

28 ☆ 医療救護体制の充実 健康増進課 

・連絡会議等の開催回数１

回 

・訓練の開催回数１回 

・院内感染予防強化に必要

な資機材等の整備 

→ 

・連絡会議等の開催回数１

回 

・訓練の開催回数１回 

・院内感染予防強化に必要

な資機材等の整備 
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№ 

重

点

化 

事業名 所管課 

活動指標(KPI) 
※KPI（Key Performance Indicators) 

＝重要業績評価指標 

2025 年度（R7)  2029 年度（R11) 

29  医療施設の整備 健康増進課 － → － 

30  感染症対策 

消防防災

課、健康増

進課 

・備蓄量（消毒薬）1,200L 

・備蓄量累計（防護服）

500 セット 

・備蓄量（マスク） 

50,000 枚 

→ 

・備蓄量（消毒薬）1,200L 

・備蓄量累計（防護服）

500 セット 

・備蓄量（マスク） 

50,000 枚 

31  
社会福祉施設の耐震

化促進 

介護支援

課、福祉課 

・耐震化率 70.0％（民間介

護施設福祉避難所） 
→ 

・耐震化率 70.0％（民間介

護施設福祉避難所） 

32  
災害ボランティア等

受援体制の整備 

介護支援

課、福祉課 

・災害ボランティア登録者

数 25 人 

・災害ボランティア養成講

座開催回数 1 回 

・災害ボランティア受援施

設 1 箇所 

→ 

・災害ボランティア登録者

数 25 人 

・災害ボランティア養成講

座開催回数 1 回 

･災害ボランティア受援施設

1 箇所 

33  
避難施設の確保と周

知強化 

消防防災

課、介護支

援課、福祉

課、教育総

務課、生涯

学習課 

・指定避難場所屋内 49 箇

所、屋外 36 箇所 
→ 

・指定避難場所屋内 49 箇

所、屋外 36 箇所 

34  
避難所の機能確保と

マニュアルの作成 

介護支援

課、福祉

課、ネウボ

ラ推進課、

教育総務

課、生涯学

習課 

・小中学校屋内運動場空

調・断熱改修工事 

・トイレ改修工事 

・和便器 10 基を洋式化改 

修  

・多目的トイレ及びスロー

プ改修によるバリアフリ

ー化の整備完了 

・洋式化率 92.1% 

→ 

・小中学校屋内運動場空

調・断熱改修工事 

・トイレ改修工事 

・和便器２基を洋式化改修  

・多目的トイレ及びスロー

プ改修によるバリアフリ

ー化の整備完了 

・洋式化率 100% 

35  
福祉避難所の確保と

周知強化 

介護支援

課、福祉

課、ネウボ

ラ推進課 

・福祉避難所数 

公共 8 箇所、民間 25 箇

所 

→ 

・福祉避難所数 

公共 8 箇所、民間 25 箇

所 

36  
避難行動要支援者対

策 
消防防災課 ・名簿 2 回更新/年 → ・名簿 2 回更新/年 

37  

認知症高齢者徘徊早

期発見ネットワーク

の構築 

介護支援課 

・認知症高齢者等支援ネッ

トワーク事業（おかえり

ネット）協力登録機関数

45 か所 

→ 

（介護保険事業計画で活動

指標を定めており、次期計

画時に見直しをするため、

現時点では設定しない。） 

38  要配慮者対策 

介護支援

課、福祉

課、ネウボ

ラ推進課 

－ → 

（体制づくりが主眼であ

り、数値化になじまないた

め設定しない。） 
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№ 

重

点

化 

事業名 所管課 

活動指標(KPI) 
※KPI（Key Performance Indicators) 

＝重要業績評価指標 

2025 年度（R7)  2029 年度（R11) 

39  

要配慮者利用施設の

避難確保計画策定推

進 

介護支援

課、福祉課 

・非常災害対策計画策定済

施設数 5 箇所 

（対象施設数 介護：4 箇

所、障がい者：2 箇所） 

→ 

・非常災害対策計画策定済

施設数 5 箇所 

（対象施設数 介護：4 箇

所、障がい者：2 箇所） 

40  

再生可能エネルギー

設備及び蓄電池の導

入促進 

環境課 

・太陽光発電設備設置数 30

件   

・蓄電池設置数 20 件 

→ 

・太陽光発電設備設置数 30

件 

・蓄電池設置数 20 件 

41  企業の事業継続支援 商工･食農課 
・セミナー参加企業数 10

社 
→ 

・セミナー参加企業数 10

社 

42  企業の事業再建支援 商工･食農課 － → 

（支援体制の強化が主眼で

あり、数値化になじまない

ため設定しない。） 

43 ☆ 観光客への情報伝達 観光課 － → 

（体制づくりが主眼であ

り、数値化になじまないた

め設定しない。） 

44  

住民情報システムの

バックアップ体制の

強化 

管財課 
・各種システムの管理・保

守 
→ 

・各種システムの管理・保

守 

45  
情報伝達ツールの多

重化 

秘書広報

課、総務

課、消防防

災課、福祉

課、各総合

支所 

－ → 

（体制づくりが主眼であ

り、数値化になじまないた

め設定しない。） 

46  防災行政無線の確保 消防防災課 

・子局数 367 基（蓄電池

は、更新計画に基づき整

備） 

→ 

・子局数 367 基（蓄電池

は、更新計画に基づき整

備） 

47 ☆ 

中央道のチェーン規

制に係る連携体制の

整備 

道路河川課 － → 

（体制づくりが主眼であ

り、数値化になじまないた

め設定しない。） 

48  

中央道のチェーン規

制に係る情報提供の

体制整備 

道路河川課 － → 

（体制づくりが主眼であ

り、数値化になじまないた

め設定しない。） 

49  

中央道のチェーン規

制に係る車両渋滞の

解消 

道路河川課  → 

（体制づくりが主眼であ

り、数値化になじまないた

め設定しない。） 

50  
道路ネットワークの

確保 
道路河川課 

・橋梁更新 4 橋 

・道路改良 L=480ｍ 

・舗装修繕 L=2,660m 

→ ・橋梁更新 2 橋 

51  道路施設の早期復旧 道路河川課 － → 

（体制づくりが主眼であ

り、数値化になじまないた

め設定しない。） 

52  支援物資の輸送対策 消防防災課 － → 

（体制づくりが主眼であ

り、数値化になじまないた

め設定しない。） 
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№ 

重

点

化 

事業名 所管課 

活動指標(KPI) 
※KPI（Key Performance Indicators) 

＝重要業績評価指標 

2025 年度（R7)  2029 年度（R11) 

53 ☆ ため池の防災対策 農地整備課 
・整備率（事業着手率）

73% 
→ 

・整備率（事業着手率）

91% 

54  
森林の保全・治山対

策 
林政課 － → － 

55  里山の整備 林政課 ・300ha → ・300ha 

56  

農業施設の老朽化対

策等による機能の維

持・確保 

農地整備課 ・30 か所 → ・30 か所 

57  農地・農道の活用 

農業振興

課、農地整

備課 

・3 か所 → ・3 か所 

58 ☆ 
河川等の維持管理・

改修 
道路河川課 ・改修延長 L=20m → － 

59  
河川等の防災・減災

対策 

道路河川

課、用地課 

・原材料支給 61 件 

・支障木伐採 1 件 
→ 

・原材料支給 61 件 

・支障木伐採 1 件 

60  
河川構造物等の維持

管理対策 
道路河川課 － → 

（施設の維持管理が主眼で

あり、数値化になじまない

ため設定しない。） 

61 ☆ 
急傾斜地及び道路の

り面の崩壊対策 
道路河川課 

・のり面修繕・補強工事 

2 箇所 
→ － 

62  
災害廃棄物処理体制

の充実強化 
環境課 － → 

（体制づくりが主眼であ

り、数値化になじまないた

め設定しない。） 

63  
道路施設の維持・長

寿命化対策 
道路河川課 

・市道の橋梁等の健全性Ⅱ

以上 93.0% 
→ 

・市道の橋梁等の健全性Ⅱ

以上 97.0% 
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３ アクションプラン 

№ 
重
点
化 

事業名 所管課 推進方針（概要） 
総合計画の事

業区分 

2025 年度（R7)目標値 2026 年度（R8)目標値 2027 年度（R9)目標値 2028 年度（R10)目標値 2029 年度（R11)目標値 

活動指標 
(KPI) 

事業費 
（千円） 

活動指標 
(KPI) 

事業費 
（千円） 

活動指標 
(KPI) 

事業費 
（千円） 

活動指標 
(KPI) 

事業費 
（千円） 

活動指標 
(KPI) 

事業費 
（千円） 

1  被災地給水所
の確保 

上下水道維
持課 

本市が保有する給水車は現在 2 台ですが、
災害時には、速やかに給水所を開設すること
が重要であることから、さらに迅速な対応が
できるよう、災害支援協定（給水車支援等）
の活用や、飲料水運搬車・給水用備品等を整
備するほか、新たに給水訓練を実施するなど
体制の強化を図ります。 

 

・給水車保有
台数 2 台 

・給水訓練実
施 1 回／年 

0 

・給水車保有
台数 2 台 

・給水訓練実
施 1 回／年 

0 

・給水車保有台
数 2 台 

・給水訓練実施
1 回／年 

0 

・給水車保有
台数 2 台 

・給水訓練実
施 1 回／年 

0 

・給水車保有
台数 2 台 

・給水訓練実
施 1 回／年 

0 

2 ☆ 
ハザードマッ
プの活用 

消防防災課 

市民一人ひとりが、自らの住む場所と周辺
地域の危険箇所を把握し、危険を察知した際
に早めの避難につなげることができるよう、
市内の土砂災害危険区域や浸水想定区域を
示すハザードマップの活用について周知を
行います。 

なお、事業推進にあたっては、別荘地等で
滞在期間が限定的な者に対する周知方法に
ついて工夫します。 

災害対策事業
費 

・出前塾や特
定地区防災
訓練での活
用 

・WEB 版の周
知  

957 

・出前塾や特
定地区防災
訓練での活
用 

・WEB 版の周
知  

957 

・出前塾や特定
地 区 防 災 訓
練での活用 

・WEB版の周知 

957 

・出前塾や特
定地区防災
訓練での活
用 

・WEB 版の周
知 

957 

・出前塾や特
定地区防災
訓練での活
用 

・WEB 版の周
知  

957 

3 ☆ 
災害派遣トイ
レネットワー
クとの連携 

消防防災課 

災害時のトイレ不足解消のため、災害派遣
トイレネットワークによる支援が速やかに 
実施できるよう、全国のトイレトレーラー所
有自治体と連携強化を図ります。 

また、断水や下水道への排水が困難な場合
に備え、消防タンク車の整備や汚泥運搬業者
との連携を進めていきます。 

  
・トイレトレ

ーラー1 台 
910 

・トイレトレ
ーラー1 台 

910 
・トイレトレー

ラー1 台 
910 

・トイレトレ
ーラー1 台 

910 
・トイレトレ

ーラー1 台 
910 

4  遺体の収容（安
置）体制の確立 

市民サービ
ス課、福祉
課、生涯学
習課 

災害時においても、寺院、公共施設等遺体
収容に適切な場所を選定し、遺体収容（安置）
所が開設できるよう、関係部局等と連携する
とともに、感染力の強い感染症には、国の「新
型インフルエンザ等対策政府行動計画ガイ
ドライン」に基づき、対応することとし、必
要となる資機材等の備蓄に努めていきます。 

防災備蓄品整
備事業費 

（体制づくり
が主眼であり、
数値化になじ
まないため設
定しない。） 

  

（体制づくり
が主眼であり、
数値化になじ
まないため設
定しない。） 

  

（体制づくり
が主眼であり、
数値化になじ
まないため設
定しない。） 

  

（体制づくり
が主眼であり、
数値化になじ
まないため設
定しない。） 

  

（体制づくり
が主眼であり、
数値化になじ
まないため設
定しない。） 

  

5  

道路復旧に関
する地元建設
業団体等との
連携強化 

消 防 防 災
課、道路河
川課 

 災害時において、地域の力を結束し、迅速
な道路復旧体制を構築するため、北杜市建設
安全協議会等との災害時応援協定を締結し
ていますが、より万全な体制の整備を目指
し、防災訓練での情報伝達訓練などにより、
相互の連携強化を図ります。 
・災害復旧事業(道路、橋梁等) 

防災訓練事業
費 

・防災訓練実
施１回/年 

1,576 
・防災訓練実
施１回/年 

1,576 
・防災訓練実施
１回/年 

1,576 
・防災訓練実
施１回/年 

1,576 
・防災訓練実
施１回/年 

1,576 

6  火葬体制の確
立 

福祉課 

災害時においても、火葬を的確に遅滞なく
行うため、山梨県広域火葬計画に基づき、平
常時からの情報交換等により、引き続き体制
の充実を図ります。 

  

（体制づくり
が主眼であり、
数値化になじ
まないため設
定しない。） 

  

（体制づくり
が主眼であり、
数値化になじ
まないため設
定しない。） 

  

（体制づくり
が主眼であり、
数値化になじ
まないため設
定しない。） 

  

（体制づくり
が主眼であり、
数値化になじ
まないため設
定しない。） 

  

（体制づくり
が主眼であり、
数値化になじ
まないため設
定しない。） 

  

7  帰宅困難者対
策 

消 防 防 災
課、観光課、
商工・食農
課、生涯学
習課 

災害発生時の鉄道や道路の寸断・途絶に伴
い、多数の通勤者及び観光客等の帰宅困難者
が発生した場合において、その一時避難場所
を確保することを目的に、市内の民間 8 施設
と市内 3 箇所の「道の駅」を避難場所として
確保し、体制づくりに努めていますが、市内
での滞留者数が大規模化した場合を想定し
て、施設の確保を進めていきます。 

地域防災計画
推進事業費 

・協定締結施
設累計 12 施
設 

－ 
・協定締結施

設累計 13 施
設 

－ 
・協定締結施設

累計 14 施設 
－ 

・協定締結施
設累計 15 施
設 

－ 
・協定締結施

設累計 16 施
設 

－ 
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№ 
重
点
化 

事業名 所管課 推進方針（概要） 
総合計画の事

業区分 

2025 年度（R7)目標値 2026 年度（R8)目標値 2027 年度（R9)目標値 2028 年度（R10)目標値 2029 年度（R11)目標値 

活動指標 
(KPI) 

事業費 
（千円） 

活動指標 
(KPI) 

事業費 
（千円） 

活動指標 
(KPI) 

事業費 
（千円） 

活動指標 
(KPI) 

事業費 
（千円） 

活動指標 
(KPI) 

事業費 
（千円） 

8  

大規模災害発
生時における
物資調達等の
協定締結の推
進 

消防防災課 

 災害時においても、市民生活に必要な食料
や燃料等が確保されるよう、各種物資を取り
扱う 12 の民間企業等と協定を締結し、体制
づくりに努めていますが、復旧までの期間が
長期化した場合や、市内での滞留者数が大規
模化した場合なども想定し、締結先の拡大を
図ります。 

  
・協定締結数

累計 13 企業 
  
・協定締結数

累計 14 企業 
  
・協定締結数累

計 15 企業 
  

・協定締結数
累計 16 企業 

  
・協定締結数

累計 17 企業 

  

9  業務継続体制
の強化 

消 防 防 災
課、健康増
進課 

災害時においても、市役所の業務が継続で
きるよう、「北杜市業務継続計画（BCP）」に
基づき、非常時優先業務に必要な職員の参集
予測や主要庁舎の非常用電源の確保などを
実施していますが、非常時優先業務の執行環
境をより確かなものとするため、被災による
登庁不能職員発生の抑制を目的とした地域
減災リーダー研修等を行うとともに、新たに
ICT 部門に係る業務継続計画（ICT-BCP)を策
定します。 

併せて、感染力の強い感染症に配慮した対
応を行います。 

また、被災地へ派遣した職員の経験を業務
継続計画を含めた防災施策に反映するとと
もに、職員の異動等にも備え、各課等におい
て対応マニュアル等を、必要に応じて整備し
ます。 

  
・職員研修2回

/年 
  
・職員研修2回

/年 
  
・職員研修 2 回

/年 
  
・職員研修2回

/年 
  
・職員研修2回

/年 
  

10 ☆ 
減災力の強い
まちづくり 

消 防 防 災
課、教育総
務課 

減災力の強いまちづくりを目指し、市民の
自助力・共助力を高めるため、NPO 法人と協
定を締結し、出前塾、地域減災リーダーの育
成、特定地区総合防災訓練を行います。 
 また、被災地への派遣で得たことを活かし
て、出前塾等による地域及び学校教育におけ
る防災教育を推進し意識改善を図ります。 

さらに、地域減災リーダーのフォローアッ
プ研修として北杜市減災フォーラムを実施
します。 

減災力の強い
まちづくり推
進事業費 

・出前塾開催
20 回 

・地域減災リ
ーダー研修 
140 人 

・減災フォー
ラム 1 回/年 

2,354 

・出前塾開催
20 回 

・地域減災リ
ーダー研修
160 人 

・減災フォー
ラム 1 回/年 

2,354 

・出前塾開催
20 回 

・地域減災リー
ダー研修180
人 

・減災フォーラ
ム 1 回/年 

2,354 

・出前塾開催
20 回 

・地域減災リ
ーダー研修 
200 人 

・減災フォー
ラム 1 回/年 

2,354 

・出前塾開催
20 回 

・地域減災リ
ーダー研修 
220 人 

・減災フォー
ラム 1 回/年 

2,354 

11  

公共施設に関
する総合的マ
ネジメントの
推進 

政策推進課 

本市が保有する公共施設の多くは、平成 8
年から平成 16 年にかけて集中的に整備され
ていることから、今後、一斉に老朽化が進み
更新の時期を迎えます。このため、長期的な
視点を持って施設の更新・長寿命化などを実
施する必要があるため、「北杜市公共施設等
総合管理計画」に基づき、公共施設の総合的
なマネジメントを計画的に進めます。 

行政改革推進
事業費 
公共施設等総
合管理計画推
進事業費 

・北杜市公共
施設個別施
設計画に基
づく取組の
進捗率 100% 

－ 

・北杜市公共
施設個別施
設計画に基
づく取組の
進捗率 100% 

－ 

・北杜市公共施
設 個 別 施 設
計 画 に 基 づ
く 取 組 の 進
捗率 100% 

－ 

・北杜市公共
施設個別施
設計画に基
づく取組の
進捗率 100% 

－ 

・北杜市公共
施設個別施
設計画に基
づく取組の
進捗率 100% 

－ 

12  公的備蓄の充
実 

消 防 防 災
課、介護支
援課、健康
増進課、生
涯学習課 

災害用食料を 27,000 食備蓄しています
が、発災時における避難者用の食料、飲料水
を毎年更新し、過去の災害を教訓とした備蓄
品の整備を行います。 

防災備蓄品整
備事業費 

・災害用備蓄
食 27,000 食 

3,075 
・災害用備蓄

食 27,000 食 
3,075 

・災害用備蓄食
27,000 食 

3,075 
・災害用備蓄

食 27,000 食 
3,075 

・災害用備蓄
食 27,000 食 

3,075 
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№ 
重
点
化 

事業名 所管課 推進方針（概要） 
総合計画の事

業区分 

2025 年度（R7)目標値 2026 年度（R8)目標値 2027 年度（R9)目標値 2028 年度（R10)目標値 2029 年度（R11)目標値 

活動指標 
(KPI) 

事業費 
（千円） 

活動指標 
(KPI) 

事業費 
（千円） 

活動指標 
(KPI) 

事業費 
（千円） 

活動指標 
(KPI) 

事業費 
（千円） 

活動指標 
(KPI) 

事業費 
（千円） 

13 ☆ 
市役所本庁舎
の災害対応力
の強化 

政 策 推 進
課、管財課 

災害発生時に市民の生命及び財産を守る
ための中枢拠点となる市役所本庁舎につい
て、現在の庁舎は、建物の老朽化や耐震性、
狭あい化、庁舎機能の分散化など多くの課題
を抱えています。このため、停電時のエネル
ギー供給や避難所開設に係る市民周知、緊急
支援物資の提供、被災状況の確認など、いか
なる災害時においても業務継続能力を備え
た庁舎を整備する必要があります。 

新庁舎建設推
進事業費 
庁舎等維持管
理費 

・施設、設備等
の定期点検
の実施 9 項
目 

  

・施設、設備等
の定期点検
の実施 9 項
目 

 
・施設、設備等

の 定 期 点 検
の実施9項目 

  

・施設、設備等
の定期点検
の実施 9 項
目 

  

・施設、設備等
の定期点検
の実施 9 項
目 

 

14  
市営住宅の活
用・長寿命化の
促進 

住宅課 

災害時における入居者の安全を確保する
ため、「北杜市営住宅総合活用計画・長寿命化
計画」に基づき、適正な維持管理を行うとと
もに、用途廃止・維持保全・全面的改善・建
替え・耐震化等を進めます。 

市営住宅維持
管理事業費 
市営住宅等改
修事業費 
市営住宅解体
事業費 

・市営住宅改修
１棟 

・市営住宅解体
７戸 

 

・市営住宅改修
１棟 

・市営住宅解体
７戸 

 ・市営住宅改修
2棟 

  

・市営住宅改修
２棟 

・市営住宅解体
16戸 

 

・市営住宅改修
２棟 

・市営住宅解体
12戸 

 

15 ☆ 
自主防災組織
の育成 

消防防災課 

令和 6 年度末現在、本市では、94 団体の
自主防災組織が結成されていますが、さらな
る地域の自主防災組織の組織化促進を目的
に、防災資機材整備の支援を行うとともに、
地域減災リーダーの育成を推進し、機能する
自主防災組織を目指します。 

また、災害時における自主防災組織との連
携体制の強化を推進します。 

自主防災組織
資機材整備費
補助金 

・自主防災組
織の結成数
累計 95 団体 

1,050 
・自主防災組

織の結成数
累計 98 団体 

1,050 
・自主防災組織

の 結 成 数 累
計 101 団体 

1,050 

・自主防災組
織の結成数
累計 104 団
体 

1,050 

・自主防災組
織の結成数
累計 105 団
体 

1,050 

16  
周辺市町村、民
間団体との支
援協定 

消防防災課 

災害発生時における対応力の強化を目的
に、広域的な相互連携を目指して周辺市町村
や民間団体と 38 の各種支援協定を締結して
いますが、さらなる強靱化を進めるため、山
間地が多く、高齢化が進んでいるという本市
の特性を踏まえて、新たな協定を締結するほ
か、既に締結した協定内容の充実を図りま
す。また、八ヶ岳定住自立圏の柱の一つであ
る圏域マネジメント能力の強化にかかる政
策分野においても、国土強靱化を構成市町村
の共通テーマとして新たに加え、相互支援体
制強化について調査研究を行います。 

  
・協定済数累

計 40 自治体
等 

 
・協定済数累

計 41 自治体
等 

 ・協定済数累計
42 自治体等 

 
・協定済数累

計 43 自治体
等 

 
・協定済数累

計 44 自治体
等 

 

17  消防団員の確
保・育成 

消防防災課 
消防団を中核とした地域防災力の充実強

化に資するため、消防団員の確保対策を実施
し、消防団の活性化を推進します。 

消防団員活動
推進事業費 
消防団運営事
業費 
女性消防団員
活動支援事業
費 
消防団員運転
免許取得事業
補助金 
消防団員安全
装備品整備事
業費 

・消防団員数
1,548 人 

  
・消防団員数

1,548 人 
  
・消防団員数

1,548 人 
  
・消防団員数

1,548 人 
  
・消防団員数

1,548 人 
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№ 
重
点
化 

事業名 所管課 推進方針（概要） 
総合計画の事

業区分 

2025 年度（R7)目標値 2026 年度（R8)目標値 2027 年度（R9)目標値 2028 年度（R10)目標値 2029 年度（R11)目標値 

活動指標 
(KPI) 

事業費 
（千円） 

活動指標 
(KPI) 

事業費 
（千円） 

活動指標 
(KPI) 

事業費 
（千円） 

活動指標 
(KPI) 

事業費 
（千円） 

活動指標 
(KPI) 

事業費 
（千円） 

18  消防力の強化 消防防災課 

本市では、消防ポンプ自動車、可搬ポンプ
積載車等 117 台を保有していますが、災害時
においてより効果的な消防活動ができるよ
う、消防ポンプ自動車管理整備計画に基づ
き、消防車両やポンプの整備を行います。 
 また、耐震性貯水槽や消火栓など、消防水
利の整備を行うとともに、消防団員安全装備
品整備事業計画に基づく耐切創性手袋など
の装備品の整備を行い、総合的な消防力の強
化を図ります。 

市内の消防署・分署については、峡北広域
行政事務組合消防本部において、総合的な消
防力の強化を図ります。 

消防施設維持
管理事業費 
消防施設整備
事業費（単独） 

・消防ポンプ
自動車等保
有台数 117
台 

  

・消防ポンプ
自動車等保
有台数 117
台 

  
・消防ポンプ自

動 車 等 保 有
台数 117 台 

  

・消防ポンプ
自動車等保
有台数 117
台 

  

・消防ポンプ
自動車等保
有台数 117
台 

  

19  
適切な避難行
動に関する周
知強化 

消 防 防 災
課、健康増
進課、農地
整備課、林
政課、道路
河川課 

災害時において市民一人ひとりが適切な
避難行動ができるよう、特に土砂災害特別警
戒区域では、一般住宅が土砂の力によって損
壊する恐れがあるなど、早期の立ち退き避難
が求められることについて注意喚起するた
め、住民自らハザードマップにより危険箇所
の把握ができるよう、周知を強化します。ま
た、その危険度に関する理解を促進するた
め、WEB 版をホームページに掲載するほか、
出前塾や地域減災リーダー育成事業等で、よ
り積極的に活用します。 

併せて、農業用ため池の耐震化整備等の事
業着工率は、令和 5 年度末現在で 63%にとど
まっており、決壊の恐れがある施設があるこ
とから、ため池ハザードマップを活用した危
険箇所の周知についても強化を図ります。 

また、県で示した山腹崩壊危険地区につい
ても、ハザードマップと併せて把握できるよ
う周知を強化します。 

さらに、平時からの防災用品の備蓄や避難
先・経路の確認等について、周知を進めてい
きます。 

減災力の強い
まちづくり推
進事業費 

・出前塾開催
20 回 

・地域減災リ
ーダー研修
140 人 

・減災フォー
ラム 1 回/年 

1,727 

・出前塾開催
20 回 

・地域減災リ
ーダー研修
160 人 

・減災フォー
ラム 1 回/年 

1,727 

・出前塾開催
20 回 

・地域減災リー
ダー研修180
人 

・減災フォーラ
ム 1 回/年 

1,727 

・出前塾開催
20 回 

・地域減災リ
ーダー研修
200 人 

・減災フォー
ラム 1 回/年 

1,727 

・出前塾開催
20 回 

・地域減災リ
ーダー研修
220 人 

・減災フォー
ラム 1 回/年 

1,727 

20  特定地区総合
防災訓練 

消防防災課 

災害時において公的機関も被災すること
を想定し、避難所の利用者が避難所の運営を
自主的に行えるよう、実践的な特定地区総合
防災訓練を行い、自治会等が施設ごとに策定
する避難所マニュアルの策定を支援すると
ともに、施設管理者と地域で施設利用合意書
の締結を促進します。 

減災力の強い
まちづくり推
進事業費 

・施設利用合
意書締結数
累計 5 施設 

627 
・施設利用合

意書締結数
累計 8 施設 

627 
・施設利用合意

書 締 結 数 累
計 11 施設 

627 
・施設利用合

意書締結数
累計 14 施設 

627 
・施設利用合

意書締結数
累計 17 施設 

627 

21  
下水道施設の
耐震化・長寿命
対策 

上下水道施
設課 

 災害時においても、下水道が十分に機能
し、衛生環境の維持を確保するため、施設の
統合及び長寿命対策の改築・更新時に合わせ
て、重要な管渠、マンホール及び処理施設の
耐震補強を計画的に進めます。 

下水道運営事
業費 
下水道施設整
備等事業費 

・調査・点検    
マンホール
370 箇所・管
路 914ｍ 

13,200 

・調査・点検    
マンホール
450 箇所・管
路 572ｍ 

13,200 

・調査・点検    
マ ン ホ ー ル
410 箇所・管
路 716ｍ 

13,200 

・調査・点検    
マンホール
430 箇所・管
路 644ｍ 

13,200 

・調査・点検    
マンホール
430 箇所・管
路 680ｍ 

14,000 



 

73 

№ 
重
点
化 

事業名 所管課 推進方針（概要） 
総合計画の事

業区分 

2025 年度（R7)目標値 2026 年度（R8)目標値 2027 年度（R9)目標値 2028 年度（R10)目標値 2029 年度（R11)目標値 

活動指標 
(KPI) 

事業費 
（千円） 

活動指標 
(KPI) 

事業費 
（千円） 

活動指標 
(KPI) 

事業費 
（千円） 

活動指標 
(KPI) 

事業費 
（千円） 

活動指標 
(KPI) 

事業費 
（千円） 

22  空き家対策 
まちづくり
推進課 

災害時における家屋の倒壊を回避するた
め、空き家の状況把握と所有者等の特定を進
め、危険な家屋については、所有者等に対し
取り壊しを促します。 

空き家等及び
所有者不明土
地対策事業費 

・空き家所有
者等への指
導数 10 件 

・苦情に対す
る対応割合
100％ 

5,200 

・空き家所有
者等への指
導数 10 件 

・苦情に対す
る対応割合
100％ 

5,200 

・空き家所有者
等 へ の 指 導
数 10 件 

・苦情に対する
対 応 割 合
100％ 

5,200 

・空き家所有
者等への指
導数 10 件 

・苦情に対す
る対応割合
100％ 

5,200 

・空き家所有
者等への指
導数 10 件 

・苦情に対す
る対応割合
100％ 

5,200 

23 ☆ 
防災拠点の整
備 

消 防 防 災
課、生涯学
習課 

 災害時における避難場所や救援活動拠点
の確保、火災の延焼防止等の防災対策を強化
するため、避難者や避難車両の収容能力や交
通のアクセスの優位性等を踏まえ、長坂総合
スポーツ公園を防災拠点の一つとして位置
付け、防災拠点としての機能の維持・向上を
図ります。 

社会体育施設
管理事業費 
社会体育施設
整備事業費 

－  －  －   －   
（事業実施は
あるが、指標設
定はしない。） 

 

24  
合併処理浄化
槽への転換促
進 

環境課 

災害時においては、電力や水道の供給が
停止し、みなし浄化槽（単独処理浄化槽）
やくみ取り便所を使用している家庭では、
生活雑排水の適切な処理が困難となり、悪
臭や衛生環境の悪化、感染症の発生リスク
が高まる可能性があります。 

また、平成 13 年度以前に設置されたみな
し浄化槽は老朽化が進んでおり、災害時に
機能不全となることで、トイレの使用が困
難になるおそれがあります。 

このため、下水道事業計画の認可区域外等
においては、合併処理浄化槽への切り替えを
促進し、生活環境の保全と災害時における感
染症の拡大防止を図ります。 

合併浄化槽設
置費補助金 

・補助金交付
申 請 件 数
102 件 

36,204 
・補助金交付

申 請 件 数
102 件 

36,204 
・補助金交付申

請 件 数 102
件 

36,204 
・補助金交付

申 請 件 数
102 件 

36,204 
・補助金交付

申 請 件 数
102 件 

36,204 

25  
上水道施設の
耐震化・老朽化
対策 

上下水道施
設課 

上水道施設が機能の停止・低下をすること
なく、安全・安心な水道水供給維持のため、
基幹管路である導水管・送水管・送配水管・
防災上重要な配水管を対象に、優先的に耐震
化や更新を進めます。 

上水道施設整
備等事業費 

・重要管布設 
L=2,400ｍ 

223,000 
・重要管布設 

L=1,800m 
163,000 

・重要管布設 
L=1,800m 

163,000 
・重要管布設 

L=1,800m 
163,000 

・重要管布設 
L=1,800m 

163,000 

26  大規模盛土造
成地対策 

まちづくり
推進課 

大規模盛土造成地について、所有者による
適切な対応を促すため、市内の大規模盛土造
成地の情報収集を行い、盛土マップの作成・
公表などの情報提供を通じ、意識啓発を行い
ます。 

  

（対象事業地
の発生に応じ
た対策を主眼
としており、数
値化になじま
ないため設定
しない。） 

0 

（対象事業地
の発生に応じ
た対策を主眼
としており、数
値化になじま
ないため設定
しない。） 

0 
・大規模盛土造

成 地 変 動 調
査の実施 

4,000 

（対象事業地
の発生に応じ
た対策を主眼
としており、数
値化になじま
ないため設定
しない。） 

0 

（対象事業地
の発生に応じ
た対策を主眼
としており、数
値化になじま
ないため設定
しない。） 

0 

27  民間建築物の
耐震化 

住宅課 

 住宅の倒壊による死傷者の発生及び交通
麻痺を回避するため、「北杜市耐震改修促進
計画」に基づき、耐震化の重要性・必要性に
ついて啓発を行うとともに、国庫補助などを
活用して木造住宅耐震診断や耐震補強補助
などの耐震化支援施策を推進し、耐震改修の
促進を図ります。 

木造住宅耐震
化支援事業費 
木造住宅耐震
化支援事業費
補助金 

・ 耐 震 化 率
76％ 

  
・ 耐 震 化 率
78％ 

  ・耐震化率80％   
・ 耐 震 化 率
82％ 

  
・ 耐 震 化 率
84％ 
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№ 
重
点
化 

事業名 所管課 推進方針（概要） 
総合計画の事

業区分 

2025 年度（R7)目標値 2026 年度（R8)目標値 2027 年度（R9)目標値 2028 年度（R10)目標値 2029 年度（R11)目標値 

活動指標 
(KPI) 

事業費 
（千円） 

活動指標 
(KPI) 

事業費 
（千円） 

活動指標 
(KPI) 

事業費 
（千円） 

活動指標 
(KPI) 

事業費 
（千円） 

活動指標 
(KPI) 

事業費 
（千円） 

28 ☆ 
医療救護体制
の充実 

健康増進課 

災害時において、迅速かつ的確に市立病院
をはじめ民間病院の医療救護体制が確保さ
れるよう、平時から防災に関する県や医療機
関等との会議や訓練を通じて、全県的な連携
体制の構築を進めます。 

特に、市内については、市立の 2 病院と 2
診療所が中心的役割を果たすとともに、北巨
摩医師会や富士見高原医療福祉センターと
は、医療連携協定を独自に締結するなど、近
隣の民間医療機関との連携強化を図ります。 

また、感染力の強い感染症の感染拡大に備
え、市立の 2 病院と 2 診療所が連携する中
で、感染者、一般の患者、救急、入院患者を
区分した受入れができる体制を整備し、あわ
せて院内感染予防を強化するため、必要とな
る資機材等の整備を行います。 

  

・連絡会議等
の開催回数
１回 

・訓練の開催
回数１回 

・院内感染予
防強化に必
要な資機材
等の整備 

4,638 

・連絡会議等
の開催回数
１回 

・訓練の開催
回数１回 

・院内感染予
防強化に必
要な資機材
等の整備 

4,638 

・連絡会議等の
開 催 回 数 １
回 

・訓練の開催回
数１回 

・院内感染予防
強 化 に 必 要
な 資 機 材 等
の整備 

4,638 

・連絡会議等
の開催回数
１回 

・訓練の開催
回数１回 

・院内感染予
防強化に必
要な資機材
等の整備 

4,638 

・連絡会議等
の開催回数
１回 

・訓練の開催
回数１回 

・院内感染予
防強化に必
要な資機材
等の整備 

4,638 

29  医療施設の整
備 

健康増進課 
災害時に発生する傷病者に対し、市立病院

等が機能するように、非常用発電機等の設備
をはじめ、各種の機器の整備を図ります。 

市立病院等施
設整備等事業
費 

－   －   －  －  

（現段階では、
方向性が決定
していない施
設が多いため、
目標値に設定
することは難
しい） 

 

30  感染症対策 
消 防 防 災
課、健康増
進課 

本市では、消毒薬 150L、防護服約 800 セ
ット、マスク約 84,000 枚を備蓄しています
が、災害時における防疫体制をより充実させ
るため、衛生環境の悪化による感染症等の発
生及び拡大の防止を目的に、マスクや消毒
液、簡易トイレ等の資機材等の備蓄につい
て、その内容や品目数を再検討し、備蓄を行
います。 

また、避難所における感染症対策として
「北杜市避難所開設・運営マニュアル」の見
直しを進めるとともに、「北杜市新型インフ
ルエンザ等対策行動計画」が、実効性のある
計画となるよう、随時、計画を見直し、関係
機関等との連携体制や庁内の体制の整備の
強化に努めます。 

このほか、予防接種により罹患を抑制でき
る感染症については、予防接種率の向上を図
るため、広報紙への掲載、医療機関の窓口へ
のポスターの掲示などを通じ、接種の呼びか
けを行うとともに、平時からの手洗いや咳エ
チケットの励行など、感染症発生予防に関す
る啓発活動も併せて行います。 

防災備蓄品整
備事業費 

・備蓄量（消毒
薬）1,200L 

・備蓄量累計
（防護服）
500  セ ッ
ト 

・備蓄量（マス
ク ） 50,000
枚 

  

・備蓄量（消毒
薬）1,200L 

・備蓄量累計
（防護服）
500 セット 

・備蓄量（マス
ク ） 50,000
枚 

  

・備蓄量（消毒
薬）1,200L 

・備蓄量累計
（ 防 護 服 ）
500 セット 

・備蓄量（マス
ク）50,000 枚 

 

・備蓄量（消毒
薬）1,200L 

・備蓄量累計
（防護服）
500 セット 

・備蓄量（マス
ク ） 50,000
枚 

 

・備蓄量（消毒
薬）1,200L 

・備蓄量累計
（防護服）
500 セット 

・備蓄量（マス
ク ） 50,000
枚 

 

31  社会福祉施設
の耐震化促進 

介 護 支 援
課、福祉課 

 民間の社会福祉施設に係る耐震化を促進
するため、施設の指導や監査の場などの機会
を通じ、耐震化の必要性や各種支援策に関す
る情報提供を行います。 

 

・ 耐 震 化 率
70.0％（民間
介護施設福
祉避難所） 

  

・ 耐 震 化 率
70.0％（民間
介護施設福
祉避難所） 

  

・ 耐 震 化 率
70.0％（民間
介 護 施 設 福
祉避難所） 

  

・ 耐 震 化 率
70.0％（民間
介護施設福
祉避難所） 

  

・ 耐 震 化 率
70.0％（民間
介護施設福
祉避難所） 
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№ 
重
点
化 

事業名 所管課 推進方針（概要） 
総合計画の事

業区分 

2025 年度（R7)目標値 2026 年度（R8)目標値 2027 年度（R9)目標値 2028 年度（R10)目標値 2029 年度（R11)目標値 

活動指標 
(KPI) 

事業費 
（千円） 

活動指標 
(KPI) 

事業費 
（千円） 

活動指標 
(KPI) 

事業費 
（千円） 

活動指標 
(KPI) 

事業費 
（千円） 

活動指標 
(KPI) 

事業費 
（千円） 

32  
災害ボランテ
ィア等受援体
制の整備 

介 護 支 援
課、福祉課 

災害時において、災害ボランティア等との
連携による効果的な援助活動を展開するた
め、社会福祉協議会による災害ボランティア
養成講座の開催を支援するほか、社会福祉協
議会の災害ボランティアセンター設置運営
マニュアルに基づき、迅速かつ的確に設置運
営できるよう連携強化を図ります。 

また、災害ボランティアや物資の受け入れ
に関し、より万全な体制を整えることができ
るよう、業務継続計画(BCP)の災害対策業務
について、随時見直しを行います。 

  

・災害ボラン
ティア登録
者数 25 人 

・災害ボラン
ティア養成
講座開催回
数１回 

・災害ボラン
ティア受援
施設１箇所 

950 

・災害ボラン
ティア登録
者数 25 人 

・災害ボラン
ティア養成
講座開催回
数１回 

・災害ボラン
ティア受援
施設１箇所 

950 

・災害ボランテ
ィ ア 登 録 者
数 25 人 

・災害ボランテ
ィ ア 養 成 講
座 開 催 回 数
１回 

・災害ボランテ
ィ ア 受 援 施
設１箇所 

950 

・災害ボラン
ティア登録
者数 25 人 

・災害ボラン
ティア養成
講座開催回
数１回 

・災害ボラン
ティア受援
施設１箇所 

950 

・災害ボラン
ティア登録
者数 25 人 

・災害ボラン
ティア養成
講座開催回
数１回 

・災害ボラン
ティア受援
施設１箇所 

950 

33 

 

避難施設の確
保と周知強化 

消 防 防 災
課、介護支
援課、福祉
課、教育総
務課、生涯
学習課 

災害時における避難場所を確保するため、
屋外 36 箇所・屋内 49 箇所を指定避難場所
としていますが、引き続き必要な施設を確保
するとともに、広報紙やホームページ、SNS
のほかハザードマップなどへの掲載を通じ
て、各施設に関する位置や設備などの基本情
報について周知強化を図ります。 

また、避難者に指定避難場所以外の避難先
の確保を平時から促すとともに、指定避難場
所における、資機材等の備蓄や空調機器など
の公共施設の設備等の改修を行います。 

災害対策事業
費 

・指定避難場
所屋内 49 箇
所、屋外 36
箇所 

  

・指定避難場
所屋内 49 箇
所、屋外 36
箇所 

  

・指定避難場
所屋内 49 箇
所、屋外 36
箇所 

  

・指定避難場
所屋内 49 箇
所、屋外 36
箇所 

  

・指定避難場
所屋内 49 箇
所、屋外 36
箇所 

  

34 

 

避難所の機能
確保とマニュ
アルの作成 

介 護 支 援
課、福祉課、
ネウボラ推
進課、教育
総務課、生
涯学習課 

災害時における避難所の機能を強化する
とともに、感染力の強い感染症予防にも配慮
した施設や設備の維持管理、整備を適切に行
います。 

また、避難所となる施設について、全面的
な使用再開時にも円滑な移行ができるよう、
自治会等と施設管理者との施設利用合意書
に基づき策定される避難所マニュアルなど
の作成に際し、本来の行政機能の早期復旧に
配慮して作成を進めます。 

庁舎等維持管
理費 

・小中学校屋

内運動場空

調・断熱改

修工事 
・トイレ改修

工事 
・和便器 10 基  

を洋式化改
修 

・多目的トイ
レ及びスロ
ープ改修に
よるバリア
フリー化の
整備完了 

・ 洋 式 化 率
92.1% 

 

・小中学校屋

内運動場空

調・断熱改

修工事 
・トイレ改修

工事 
・和便器２基

を洋式化改
修 

・多目的トイ
レ及びスロ
ープ改修に
よるバリア
フリー化の
整備完了 

・ 洋 式 化 率
94.4% 

 

・小中学校屋

内運動場空

調・断熱改

修工事 
・トイレ改修工

事  
・和便器２基を

洋式化改修 
・多目的トイレ

及 び ス ロ ー
プ 改 修 に よ
る バ リ ア フ
リ ー 化 の 整
備完了 

・ 洋 式 化 率
96.7% 

 

・小中学校屋

内運動場空

調・断熱改

修工事 
・トイレ改修

工事 
・和便器１基

を洋式化改
修 

・多目的トイ
レ及びスロ
ープ改修に
よるバリア
フリー化の
整備完了 

・ 洋 式 化 率
97.8% 

 

・トイレ改修
工事 

・和便器２基
を洋式化改
修 

・多目的トイ
レ及びスロ
ープ改修に
よるバリア
フリー化の
整備完了 

・ 洋 式 化 率
100% 

 

35 

 

福祉避難所の
確保と周知強
化 

介 護 支 援
課、福祉課、
ネウボラ推
進課 

 高齢者・障がい者等の災害時要配慮者に配
慮した避難場所を確保するため、公共施設と
民間事業所の 33 箇所を福祉避難所に指定し
ていますが、引き続き必要な施設を確保する
とともに、感染力の強い感染症に対応した施
設としての体制整備のほか、広報紙やホーム
ページ、ハザードマップなどへの掲載を通じ
て、各施設に関する位置や設備などの基本情
報について、情報発信の一元化を徹底し、周
知強化を図ります。 

  

・福祉避難所
数 
公共 8 箇所、
民間25箇所 

  

・福祉避難所
数 
公共 8 箇所、
民間25箇所 

  
・福祉避難所数 

公共 8 箇所、
民間 25 箇所 

  

・福祉避難所
数 
公共 8 箇所、
民間25箇所 

  

・福祉避難所
数 
公共 8 箇所、
民間25箇所 
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№ 
重
点
化 

事業名 所管課 推進方針（概要） 
総合計画の事

業区分 

2025 年度（R7)目標値 2026 年度（R8)目標値 2027 年度（R9)目標値 2028 年度（R10)目標値 2029 年度（R11)目標値 

活動指標 
(KPI) 

事業費 
（千円） 

活動指標 
(KPI) 

事業費 
（千円） 

活動指標 
(KPI) 

事業費 
（千円） 

活動指標 
(KPI) 

事業費 
（千円） 

活動指標 
(KPI) 

事業費 
（千円） 

36  避難行動要支
援者対策 

消防防災課 

 災害時において避難行動に際し支援を要
する市民が、安全に避難できるよう、避難行
動要支援者名簿を定期的に更新し把握する
とともに、避難行動要支援者制度の利用促進
を図ります。 

災害時要援護
者支援事業費 

・名簿2回更新
/年 

  
・名簿2回更新

/年 
  

・名簿 2 回更新
/年 

  
・名簿2回更新

/年 
  

・名簿2回更新
/年 

  

37  

認知症高齢者
徘徊早期発見
ネットワーク
の構築 

介護支援課 

 認知症高齢者が、災害時においても安全に
避難行動が取れるよう、市民、行政、警察、
消防、介護事業所等が連携・情報共有し、地
域での認知症高齢者の徘徊早期発見ネット
ワーク体制の構築を図ります。 

高齢者緊急一
時保護事業費 

・認知症高齢
者等支援ネ
ットワーク
事業（おかえ
りネット）協
力登録機関
数 45 か所 

  

・認知症高齢
者等支援ネ
ットワーク
事業（おかえ
りネット）協
力登録機関
数 50 か所 

  

（介護保険事
業計画で活動
指標を定めて
おり、次期計画
時に見直しを
するため、現時
点では設定し
ない。） 

  

（介護保険事
業計画で活動
指標を定めて
おり、次期計画
時に見直しを
するため、現時
点では設定し
ない。） 

 

（介護保険事
業計画で活動
指標を定めて
おり、次期計画
時に見直しを
するため、現時
点では設定し
ない。） 

  

38 

 

要配慮者対策 

介 護 支 援
課、福祉課、
ネウボラ推
進課 

 要配慮者を対象とし、福祉避難所に向かう
までの道路情報、受入体制情報、健康チェッ
クの把握等、現場職員との交渉に必要とする
情報収集を迅速的確に行うため、SNS の活用
による情報収集体制の整備を図ります。 

  

（体制づくり
が主眼であり、
数値化になじ
まないため設
定しない。） 

  

（体制づくり
が主眼であり、
数値化になじ
まないため設
定しない。） 

  

（体制づくり
が主眼であり、
数値化になじ
まないため設
定しない。） 

  

（体制づくり
が主眼であり、
数値化になじ
まないため設
定しない。） 

  

（体制づくり
が主眼であり、
数値化になじ
まないため設
定しない。） 

  

39  

要配慮者利用
施設の避難確
保計画策定推
進 

介 護 支 援
課、福祉課 

 指定介護老人福祉施設を利用する高齢者
や障がい者の要配慮者が、災害時において
も、円滑な避難行動をとり、被災を免れるこ
とができるよう、各施設における非常災害対
策計画の策定と、それに基づく避難訓練の実
施等を促進します。 

  

・非常災害対
策計画策定
済施設数 5
箇所 

（対象施設数
介護：4 箇
所、障がい
者：2 箇所） 

  

・非常災害対
策計画策定
済施設数 5
箇所 

（対象施設数
介護：4 箇
所、障がい
者：2 箇所） 

  

・非常災害対策
計 画 策 定 済
施設数5箇所 

（対象施設数
介護：4 箇所、
障がい者：2
箇所） 

  

・非常災害対
策計画策定
済施設数 5
箇所 

（対象施設数
介護：4 箇
所、障がい
者：2 箇所） 

  

・非常災害対
策計画策定
済施設数 5
箇所 

（対象施設数
介護：4 箇
所、障がい
者：2 箇所） 

  

40  

 
再生可能エネ
ルギー設備及
び蓄電池の導
入促進 

環境課 

 災害時において、公共施設、避難所及び住
宅で停電時に非常用電源として活用できる
よう、太陽光発電設備等の再生可能エネルギ
ー設備及び蓄電池の導入を促進します。 

再生可能エネ
ルギー設備設
置費補助金 
再生可能エネ
ルギー導入促
進事業費 

・太陽光発電
設備設置数
30 件 

・蓄電池設置
数 20 件 

5,000 

・太陽光発電
設備設置数
30 件 

・蓄電池設置
数 20 件 

5,000 

・太陽光発電設
備設置数 30
件 

・蓄電池設置数
20 件 

5,000 

・太陽光発電
設備設置数
30 件 

・蓄電池設置
数 20 件 

5,000 

・太陽光発電
設備設置数
30 件 

・蓄電池設置
数 20 件 

5,000 

41  企業の事業継
続支援 

商 工 ･ 食 農
課 

 災害時において、地域経済と雇用を支える
中小企業の事業活動への影響を軽減し、サプ
ライチェーンの維持や早期復旧を図るため、
防災、減災対策への啓発セミナーや周知等を
行い、中小企業の自主防災体制の強化を図る
とともに、「事業継続力強化計画」等の策定を
促進します。 

  
・セミナー参

加企業数 10
社 

  
・セミナー参

加企業数 10
社 

  
・セミナー参加

企業数 10 社 
  

・セミナー参
加企業数 10
社 

  
・セミナー参

加企業数 10
社 

  

42  企業の事業再
建支援 

商 工 ･ 食 農
課 

 災害時において事業用資産の損壊等を受
けた中小企業の再建を促進するため、県・商
工会の関係機関と連携し、災害融資・補助制
度の周知や相談窓口開設等を円滑に実施で
きる支援体制を強化します。 

  

（支援体制の
強化が主眼で
あり、数値化に
なじまないた
め 設 定 し な
い。） 

  

（支援体制の
強化が主眼で
あり、数値化に
なじまないた
め 設 定 し な
い。） 

  

（支援体制の
強化が主眼で
あり、数値化に
なじまないた
め 設 定 し な
い。） 

  

（支援体制の
強化が主眼で
あり、数値化に
なじまないた
め 設 定 し な
い。） 

  

（支援体制の
強化が主眼で
あり、数値化に
なじまないた
め 設 定 し な
い。） 

  

43 ☆ 
観光客への情
報伝達 

観光課 

 災害時には、北杜市観光情報サイト「ほく
とナビ」内に「観光客向け災害情報」を特設
し、観光客への情報伝達が行えるよう市内観
光振興団体と連携を図ります。掲載内容につ
いては、平時からテンプレート等を作成し、
即時対応できるよう関係機関と調整を図り
ます。 

観光 PR 事業費 

（体制づくり
が主眼であり、
数値化になじ
まないため設
定しない。） 

－ 

（体制づくり
が主眼であり、
数値化になじ
まないため設
定しない。） 

－ 

（体制づくり
が主眼であり、
数値化になじ
まないため設
定しない。） 

－ 

（体制づくり
が主眼であり、
数値化になじ
まないため設
定しない。） 

－ 

（体制づくり
が主眼であり、
数値化になじ
まないため設
定しない。） 

－ 
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№ 
重
点
化 

事業名 所管課 推進方針（概要） 
総合計画の事

業区分 

2025 年度（R7)目標値 2026 年度（R8)目標値 2027 年度（R9)目標値 2028 年度（R10)目標値 2029 年度（R11)目標値 

活動指標 
(KPI) 

事業費 
（千円） 

活動指標 
(KPI) 

事業費 
（千円） 

活動指標 
(KPI) 

事業費 
（千円） 

活動指標 
(KPI) 

事業費 
（千円） 

活動指標 
(KPI) 

事業費 
（千円） 

44  

住民情報シス
テムのバック
アップ体制の
強化 

管財課 

 災害時においても、市の窓口業務等を遂行
する上で必要な情報が確保されるよう、各種
システムに係るバックアップの体制強化を
図ります。 

情報系システ
管理事業費 
基幹系システ
ム管理事業費 
ネットワーク
管理事業費 

・各種システ
ムの管理・保
守 

  
・各種システ

ムの管理・保
守 

  
・各種システム

の管理・保守 
  

・各種システ
ムの管理・保
守 

  
・各種システ

ムの管理・保
守 

  

45 

 

情報伝達ツー
ルの多重化 

秘 書 広 報
課、総務課、
消 防 防 災
課、福祉課、
各総合支所 

災害時における避難情報等の緊急情報を
迅速かつ確実に伝達するため、緊急速報メー
ルをはじめ、LINE 棟の SNS、北杜ほっとメー
ル、コミュニティ FM への割り込み、山梨県
総合防災情報システムなど、多様なツールを
活用し、情報提供体制の強化を図ります。 

情報推進化事
業費 

（体制づくり
が主眼であり、
数値化になじ
まないため設
定しない。） 

  

（体制づくり
が主眼であり、
数値化になじ
まないため設
定しない。） 

  

（体制づくり
が主眼であり、
数値化になじ
まないため設
定しない。） 

  

（体制づくり
が主眼であり、
数値化になじ
まないため設
定しない。） 

  

（体制づくり
が主眼であり、
数値化になじ
まないため設
定しない。） 

  

46  防災行政無線
の確保 

消防防災課 

災害時において、各地域において必要な情
報が的確に伝わるよう、防災行政無線の難聴
地域における子局の整備や、停電に対応する
ための蓄電池の更新を行います。 

また、施設の老朽化に伴う、子局の更新を
実施します。 

防災行政無線
維持管理事業
費 

・子局数 367
基（蓄電池
は、更新計画
に基づき整
備） 

30,000 

・子局数 367
基（蓄電池
は、更新計画
に基づき整
備） 

30,000 

・子局数 367 基
（蓄電池は、
更 新 計 画 に
基づき整備） 

30,000 

・子局数 367
基（蓄電池
は、更新計画
に基づき整
備） 

30,000 

・子局数 367
基（蓄電池
は、更新計画
に基づき整
備） 

30,000 

47 ☆ 

中央道のチェ
ーン規制に係
る連携体制の
整備 

道路河川課 

大雪の発生に伴い中央自動車道須玉 IC～
長坂 IC 区間のチェーン規制が行われるに際
し、各種の事前準備を行い、市民生活への影
響を最小限に抑えることができるよう、除雪
等の各種対策に関し、国土交通省、中日本高
速道路（株）、県等関係機関との連携体制を整
えます。 

  

（体制づくり
が主眼であり、
数値化になじ
まないため設
定しない。） 

  

（体制づくり
が主眼であり、
数値化になじ
まないため設
定しない。） 

  

（体制づくり
が主眼であり、
数値化になじ
まないため設
定しない。） 

  

（体制づくり
が主眼であり、
数値化になじ
まないため設
定しない。） 

  

（体制づくり
が主眼であり、
数値化になじ
まないため設
定しない。） 

 

48  

中央道のチェ
ーン規制に係
る情報提供の
体制整備 

道路河川課 

 大雪の発生に伴い中央自動車道須玉 IC～
長坂 IC 区間のチェーン規制が行われるに際
し、市内で渋滞等が発生する前に市民が準備
を行うことができるよう、報道機関や国土交
通省等関係機関と連携し、迅速的確な情報提
供に必要な体制を整備します。 

  

（体制づくり
が主眼であり、
数値化になじ
まないため設
定しない。） 

  

（体制づくり
が主眼であり、
数値化になじ
まないため設
定しない。） 

  

（体制づくり
が主眼であり、
数値化になじ
まないため設
定しない。） 

  

（体制づくり
が主眼であり、
数値化になじ
まないため設
定しない。） 

  

（体制づくり
が主眼であり、
数値化になじ
まないため設
定しない。） 

  

49  

中央道のチェ
ーン規制に係
る車両渋滞の
解消 

道路河川課 

 大雪の発生に伴う中央自動車道須玉 IC～
長坂 IC 区間のチェーン規制の影響により、
市内道路等に多数の車両があふれた場合に
おいても、その状況をできるだけ緩和するた
め、迂回路としても活用できるよう、周辺の
道路整備を国、県等関係機関と協力して推進
していきます。 

  

（体制づくり
が主眼であり、
数値化になじ
まないため設
定しない。） 

  

（体制づくり
が主眼であり、
数値化になじ
まないため設
定しない。） 

  

（体制づくり
が主眼であり、
数値化になじ
まないため設
定しない。） 

  

（体制づくり
が主眼であり、
数値化になじ
まないため設
定しない。） 

  

（体制づくり
が主眼であり、
数値化になじ
まないため設
定しない。） 
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№ 
重
点
化 

事業名 所管課 推進方針（概要） 
総合計画の事

業区分 

2025 年度（R7)目標値 2026 年度（R8)目標値 2027 年度（R9)目標値 2028 年度（R10)目標値 2029 年度（R11)目標値 

活動指標 
(KPI) 

事業費 
（千円） 

活動指標 
(KPI) 

事業費 
（千円） 

活動指標 
(KPI) 

事業費 
（千円） 

活動指標 
(KPI) 

事業費 
（千円） 

活動指標 
(KPI) 

事業費 
（千円） 

50  道路ネットワ
ークの確保 

道路河川課 

 大規模地震後も生命に関わる物資の供給
や救援活動に支障が生じないよう、緊急輸送
用車両等が通行できる機能を確保すること
及び孤立集落の発生を防止することを目的
に、防災拠点を結ぶ道路等の橋梁の耐震化や
無電柱化等を推進します。  
 また、緊急輸送道路等に繋がる幹線道路等
の整備についても、必要性等を勘案し、橋梁
の耐震化等災害に備えた対策を併せて進め
ます。 
・中部横断自動車道推進事業(交通インフラ

の長期間機能停止、地域の孤立化、サプラ
イチェーンの寸断等の不安解消) 

・防災・安全社会資本整備交付金事業（交安） 
高根村山北割 1 号線外 2 路線歩道整備 
長坂上条 21 号線歩道整備 
長坂上条 30 号線歩道整備 
白州白須 15 号線歩道整備 
宮脇･牧原線外歩道整備 

・防災・安全社会資本整備交付金事業（修繕） 
橋梁耐震補強整備事業 

・道路メンテナンス事業 
橋梁長寿命化更新【比志北橋、西原尻橋、
山の神大橋】 

・地方創生道整備推進交付金事業【市道舗装
修繕：江草・小笠原線、箕輪・小淵沢線、
鳥原・小淵沢線 市道改良改築：浅川線、
藏原・村山西割線 林道改良：雨乞尾白川
線、釜無川右岸線、神宮線 林道舗装：茅
ヶ岳線】 

・道路交通安全施設等整備事業 
長坂上条・長坂上条 1 号線歩道整備 

・地域未来交付金事業 
小淵沢 3 号線車道・歩道整備 
小淵沢 3 号線無電柱化整備 
小淵沢 1 号線外舗装修繕 

・国道、県道整備事業（県執行事業への協力） 

中部横断自動
車道推進事業
費 
中部横断自動
車道関係負担
金 
防災・安全社会
資本整備交付
金事業費（交
安） 
防災・安全社会
資本整備交付
金事業費（修
繕） 
道路メンテナ
ンス事業費 
地方創生道整
備推進交付金 

・橋梁更新4橋 
・ 道 路 改 良

L=480ｍ 
・ 舗 装 修 繕

L=2,660m 

579,100 

・橋梁更新3橋 
・ 道 路 改 良

L=350ｍ 
・ 舗 装 修 繕

L=2,760m 

648,765 
・橋梁更新 3 橋 
・ 道 路 改 良

L=300ｍ 
515,627 

・橋梁更新3橋 
・ 道 路 改 良

L=150ｍ 
277,088 ・橋梁更新2橋 47,000 

51  道路施設の早
期復旧 

道路河川課 

災害時においても、安全･安心な生活環境
が確保できるよう、道路寸断等による孤立地
域が発生した場合は最優先して解消に取り
組むほか、被災地域のより迅速な再建や回復
ができるよう、道路施設の早期復旧に必要な
体制を強化します。 
・災害復旧事業(道路、橋梁等) 

道路橋梁災害
復旧事業費 

（体制づくり
が主眼であり、
数値化になじ
まないため設
定しない。） 

  

（体制づくり
が主眼であり、
数値化になじ
まないため設
定しない。） 

  

（体制づくり
が主眼であり、
数値化になじ
まないため設
定しない。） 

  

（体制づくり
が主眼であり、
数値化になじ
まないため設
定しない。） 

  

（体制づくり
が主眼であり、
数値化になじ
まないため設
定しない。） 

  

52  支援物資の輸
送対策 

消防防災課 

 災害時において、支援物資等の円滑な輸送
を確保するため、関係する企業や団体等と協
定を締結し、物資輸送体制の構築を図ってい
ますが、より万全な体制を整えるため、平時
から情報交換や訓練参加により実行性を高
めます。 

  

（体制づくり
が主眼であり、
数値化になじ
まないため設
定しない。） 

  

（体制づくり
が主眼であり、
数値化になじ
まないため設
定しない。） 

  

（体制づくり
が主眼であり、
数値化になじ
まないため設
定しない。） 

  

（体制づくり
が主眼であり、
数値化になじ
まないため設
定しない。） 

  

（体制づくり
が主眼であり、
数値化になじ
まないため設
定しない。） 
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№ 
重
点
化 

事業名 所管課 推進方針（概要） 
総合計画の事

業区分 

2025 年度（R7)目標値 2026 年度（R8)目標値 2027 年度（R9)目標値 2028 年度（R10)目標値 2029 年度（R11)目標値 

活動指標 
(KPI) 

事業費 
（千円） 

活動指標 
(KPI) 

事業費 
（千円） 

活動指標 
(KPI) 

事業費 
（千円） 

活動指標 
(KPI) 

事業費 
（千円） 

活動指標 
(KPI) 

事業費 
（千円） 

53 ☆ 
ため池の防災
対策 

農地整備課 

農業用ため池の耐震化整備等の事業着工
率は、令和 5 年度末現在で 63%となってお
り、決壊の恐れがある施設があることから、
災害時における農業用ため池の決壊を防ぐ
ため、堤体の補強、余水吐断面の拡大等を行
います。 

また、危険箇所に関する周知を強化するた
め、ため池ハザードマップの作成・配布を行
います。 

県営土地改良
事業費 
県単土地改良
事業費 
団体営土地改
良事業費 

・整備率（事業
着手率）73% 

  
・整備率（事業

着手率）79% 
  

・整備率（事業
着手率）84% 

  
・整備率（事業

着手率）91% 
  

・整備率（事業
着手率）91% 

  

54  森林の保全・治
山対策 

林政課 

山地における自然災害を最小限に防止す
るため、山地災害が危惧される箇所において
治山施設（治山ダム・土留め工・流路工等）
の設置を進めてきましたが、治山施設がその
効果を確実に発揮するよう、維持管理を実施
するとともに、必要に応じ災害に対する安全
性の向上を図ります。 

また、下流側地域などからの要望があった
場合には、県へ要望を行うとともに、法面崩
落などの危険箇所については、小規模治山事
業を活用した対策も進めます。 

小規模治山事
業費 

－  ・１か所  －  ・１か所  －  

55  里山の整備 林政課 

山地における自然災害を防止し、国土の保
全及び水源涵養等の森林機能を最大限に引
き出すため、森林整備に対し支援を行いま
す。 

里山整備事業
費補助金 
ふるさとの杜整備
事業費補助金 

・300ha   ・300ha   ・300ha   ・300ha   ・300ha   

56  

農業施設の老
朽化対策等に
よる機能の維
持・確保 

農地整備課 

災害時においても農業施設の用排水機能
を確保するため、経年劣化が進行している施
設を対象に、機能保全計画の策定やこれに基
づく長寿命化を行うとともに、施設の防災機
能強化を行います。 

県営土地改良
事業費 
県単土地改良
事業費 
団体営土地改
良事業費 

・30 か所 18,500 ・30 か所 18,500 ・30 か所 18,500 ・30 か所 18,500 ・30 か所 18,500 

57  農地・農道の活
用 

農 業 振 興
課、農地整
備課 

農地・農道は、延焼防止や緊急時の退避場
所及び避難経路としての機能も果たし得る
ため、災害に強いまちづくりを目指し、その
機能維持に取り組みます。 

また、農地・農業用施設の整備を進め、食
料の安定供給を図ります。 

県営土地改良
事業費 
県単土地改良
事業費 
団体営土地改
良事業費 

・3 か所 1,500 ・3 か所 1,500 ・3 か所 1,500 ・3 か所 1,500 ・3 か所 1,500 

58 ☆ 
河川等の維持
管理・改修 

道路河川課 

災害時において、河川等が十分に機能を発
揮するよう、適切な維持管理を行います。 

また、ゲリラ豪雨、台風等による増水に備
え、集落内の未改修の河川等については、防
災対策として護岸改修等、施設の整備を行い
ます。 
・河川改修事業 

準用河川古杣川改修等    

河川改修事業
費 

・ 改 修 延 長
L=20m 

28,105 －   －   －   －   
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№ 
重
点
化 

事業名 所管課 推進方針（概要） 
総合計画の事

業区分 

2025 年度（R7)目標値 2026 年度（R8)目標値 2027 年度（R9)目標値 2028 年度（R10)目標値 2029 年度（R11)目標値 

活動指標 
(KPI) 

事業費 
（千円） 

活動指標 
(KPI) 

事業費 
（千円） 

活動指標 
(KPI) 

事業費 
（千円） 

活動指標 
(KPI) 

事業費 
（千円） 

活動指標 
(KPI) 

事業費 
（千円） 

59  河川等の防災・
減災対策 

道 路 河 川
課、用地課 

雨の降り方が、局地化・集中化（ゲリラ豪
雨、台風の大型化等）になり、水害（洪水・
内水）が頻発化・激甚化してきており、今後、
地球温暖化に伴い災害リスクがさらに高ま
ることが予想されることから、ハード対策・
ソフト対策の両面を駆使した地域特性を踏
まえた防災・減災対策を推進します。 

また、災害リスクに備える防災意識社会の
再構築を図るため、「施設では防ぎきれない
災害は必ず発生する」との意識の共有に取り
組みます。 
・河川維持管理事業 

準用河川支障木伐採等 

河川維持管理
事業費 

・原材料支給
61 件 

・支障木伐採 1
件  

4,917 

・原材料支給
61 件 

・支障木伐採 1
件  

4,917 

・原材料支給
61 件 

・支障木伐採 1
件  

4,917 

・原材料支給
61 件 

・支障木伐採 1
件  

4,917 

・原材料支給
61 件 

・支障木伐採 1
件  

4,917 

60  
河川構造物等
の維持管理対
策 

道路河川課 
市が管理する河川構造物等について、災害

時に制御不能な二次災害を発生させないた
め、平常時から適切な維持管理を行います。 

河川維持管理
事業費 

（施設の維持
管理が主眼で
あり、数値化に
なじまないた
め 設 定 し な
い。） 

  

（施設の維持
管理が主眼で
あり、数値化に
なじまないた
め 設 定 し な
い。） 

  

（施設の維持
管理が主眼で
あり、数値化に
なじまないた
め 設 定 し な
い。） 

  

（施設の維持
管理が主眼で
あり、数値化に
なじまないた
め 設 定 し な
い。） 

  

（施設の維持
管理が主眼で
あり、数値化に
なじまないた
め 設 定 し な
い。） 

  

61 ☆ 
急傾斜地及び
道路のり面の
崩壊対策 

道路河川課 

総合的な土砂災害対策を計画的に進める
ため、県が実施する土砂災害対策との連携を
図ります。 

また、道路のり面の落石・崩壊に係る対策
については、被害実績などを踏まえ、適切に
実施します。 
・防災・安全社会資本整備交付金事業（修繕）                                                  

①市道若神子・下黒澤線のり面修繕・補強 
②市道若神子・若神子新町１号線のり面修

繕・補強 

防災・安全社会
資本整備交付
金事業（修繕）    

・のり面修繕・
補強工事 2
箇所 

 189,029 
・のり面修繕・

補強工事 1
箇所 

124,500 
・のり面修繕・

補強工事 1
箇所 

124,500 －   －   

62  
災害廃棄物処
理体制の充実
強化 

環境課 

災害時において、災害廃棄物を適正かつ速
やかに処理するため、災害廃棄物処理計画に
基づき、仮置き場候補地を選定しております
が、水害発生時や道路障害などの影響を受け
ずに効率的に処分が可能な用地の選定を行
い、復旧復興の促進を図ります。 

また、令和 13 年度からごみ処理を行う新
たなごみ処理施設建設（エネルギー回収型廃
棄物処理施設及びマテリアルリサイクル推
進施設）について、循環型社会形成推進交付
金を活用し、災害に強い施設となるよう、山
梨西部広域環境組合と協議しながら、廃棄物
処理施設の整備及び処理体制の充実強化を
図ります。 

  

（体制づくり
が主眼であり、
数値化になじ
まないため設
定しない。） 

  

（体制づくり
が主眼であり、
数値化になじ
まないため設
定しない。） 

  

（体制づくり
が主眼であり、
数値化になじ
まないため設
定しない。） 

  

（体制づくり
が主眼であり、
数値化になじ
まないため設
定しない。） 

  

（体制づくり
が主眼であり、
数値化になじ
まないため設
定しない。） 
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№ 
重
点
化 

事業名 所管課 推進方針（概要） 
総合計画の事

業区分 

2025 年度（R7)目標値 2026 年度（R8)目標値 2027 年度（R9)目標値 2028 年度（R10)目標値 2029 年度（R11)目標値 

活動指標 
(KPI) 

事業費 
（千円） 

活動指標 
(KPI) 

事業費 
（千円） 

活動指標 
(KPI) 

事業費 
（千円） 

活動指標 
(KPI) 

事業費 
（千円） 

活動指標 
(KPI) 

事業費 
（千円） 

63  
道路施設の維
持・長寿命化対
策 

道路河川課 

災害に強い健全な道路ネットワークの維
持を図るため、老朽化の進行が見込まれる橋
梁、トンネル等について、予防保全的な対策
を目的に、橋梁長寿命化修繕計画、トンネル・
カルバート長寿命化修繕計画等に基づき修
繕工事を進めます。 
・道路メンテナンス事業 

①橋梁長寿命化修繕 
【点検、北組橋、小森橋、下反保橋、下
畑橋、早道場橋、南沢橋、山田橋、大渡
橋、釜瀬 1 号橋、川戸橋、琴平橋、小森
川橋、御門橋、御門中橋、和田橋、上和
田橋、小深沢橋、津金大橋、天神橋、南
部横断 9 号橋、湯沢橋、六ヶ村堰上橋、
八斗蒔橋、公会堂橋、第 2 跨線橋、塚川
橋、長坂跨線人道橋、東前田橋、戌亥原
橋、新中原橋、滝の前橋、長谷沢橋、平
井出橋】 

②トンネル・カルバート長寿命化修繕 
【点検、大穴トンネル、大平トンネル、
多麻トンネル、神戸隧道、境之澤隧道、
小淵沢カルバート】 

③舗装長寿命化修繕 

道路メンテナ
ンス事業費 

・市道の橋梁
等の健全性
Ⅱ以上93.0% 

190,566 
・市道の橋梁

等の健全性
Ⅱ以上94.0% 

230,300 
・市道の橋梁等

の 健 全 性 Ⅱ
以上 95.0% 

172,600 
・市道の橋梁

等の健全性
Ⅱ以上96.0% 

275,390 
・市道の橋梁

等の健全性
Ⅱ以上97.0% 

236,100 

 

 

 

 

 



 

 

 


